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序     文 
 

フィリピン共和国では妊産婦死亡と乳幼児死亡を減少させるための取り組みが長年実施されて

きています。しかし、2000年に国連で採択されフィリピン共和国を含む189ヵ国が署名しているミ
レニアム宣言において設定されたミレニアム開発目標（MDG）のうち目標4（子どもの死亡率の減
少）と目標5（妊産婦の健康の改善）の達成も危ぶまれる状況にあります。 
このような状況の下、本技術協力プロジェクトは、フィリピン共和国政府の掲げる「保健セク

ター改革」と「母性の安全（safe motherhood）政策」の下で緊急産科サービスの改善を通じて妊娠・
分娩・産褥期における母親と新生児の健康を向上させることを目標に、平成20（2008）年5月フィ
リピン保健省により要請されました。 
プロジェクトの対象地域は東ビサヤ諸州のうちレイテ州及びオルモック独立市で、ともに経済

的にも保健医療指標においても課題をかかえており、保健セクター改革の先行実施地域16州から
全国展開への流れを受けて、地域保健システムの一層の強化に取り組んでいる地域です。 
プロジェクトの実現に先立ち、JICAは対象地域と保健医療施設の状況を調査するとともに、保

健省本省・東ビサヤ地域局及び自治体関係者と協議のうえ、めざすべき目標と成果、活動計画、

実施体制並びに前身の母子保健プロジェクト（2006～2010年）の成果を着実に引き継ぐ方法を具
体化する目的で、詳細計画策定調査を平成21（2009）年10月21日から11月17日まで実施しました。
本報告書はその調査結果を取りまとめたものです。 
本評価調査の実施にあたりご協力を賜りました保健省、レイテ州、オルモック市政府関係者並

びに保健分野援助機関担当者各位ほか、関係者の皆さまに対して深い謝意を表しますとともに、

プロジェクト開始へ向けてより一層のご協力をお願いする次第です。 
 
 
 平成21年11月 
 

独立行政法人国際協力機構 
フィリピン事務所長 松田 教男 
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略  語  表 
 

略 語 正式名称 和 訳 

AO Administrative Order 行政法規の一。省令 
BEmOC Basic Emergency Obstetric Care 基礎的緊急産科ケア 

BEmONC 
Basic Emergency Obstetric and Newborn 
Care 

基礎的緊急産科・新生児ケア 

BHS Barangay Health Station バランガイヘルスステーション 
BHW Barangay Health Worker バランガイヘルスワーカー 

BIHC 
(Department of Health) Bureau of 
International Health Cooperation 

国際保健協力局 

BLHD 
(Department of Health) Bureau of Local 
Health Development 

地域保健開発局 

BNS Barangay Nutrition Scholar バランガイ栄養教育促進員 
C/S Cesarean Section 帝王切開 
CEmOC Comprehensive Emergency Obstetric Care 包括的緊急産科ケア 

CEmONC 
Comprehensive Emergency Obstetric and 
Newborn Care 

包括的緊急産科・新生児ケア 

CH Community Hospital 
コミュニティ病院（10床程度の病
院） 

CIPH City-wide Investment Plan for Health （独立）市保健投資計画 

CMMNC 
Community Managed Maternal and Newborn 
Care 

コミュニティにおける妊産婦・新
生児ケア（研修モジュール名） 

CSWDO City Social Welfare and Development Office 市社会福祉開発局 
DH District Hospital ディストリクト病院 

DHC District Health Center 
独立市の地区保健所（RHUとほ
ぼ同等のサービスを提供） 

DOH Department of Health 保健省 
DOH-CHD 
EV 

Center for Health Development Eastern 
Visayas Office 

保健省東ビサヤ地域局 

DSWD 
Department of Social Welfare and 
Development 

社会福祉開発省 

EC（ExeCom） Executive Committee プロジェクト執行委員会 
EmOC Emergency Obstetric Care 緊急産科ケア 
EmONC Emergency Obstetric and Newborn Care 緊急産科・新生児ケア 
EVRMC East Visayas Regional Medical Center 東ビサヤ地域医療センター 

F-1 FOURmula One 
保健セクター改革の通称。フォー
ミュラ・ワン又はF-1政策 

FHSIS Field Health Service Information System 地域保健サービス情報システム 
GTZ Deutsche Gesellschaft für Technische 

Zusammenarbeit 
ドイツ技術協力公社 

HBMR Home-based Mother's Record 
妊産婦用の記録カード（通称ピン
クカード） 



 

略 語 正式名称 和 訳 

ILHZ Inter-local Health Zone 自治体間保健連携ゾーン 

ILHZ-TMC 
Inter-local Health Zone Technical 
Management Committee 

ILHZ技術管理委員会 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 
LGU Local Governmental Unit 地方自治体 
LPH Leyte Provincial Hospital レイテ州立病院 
LSS Life Saving Skills (Training Course) 助産師技術研修 
M/M Man Month 専門家等の従事期間の単位（人月）
MCH Maternal and Child Health 母子保健 
MCP Maternity Care Package 妊産婦ケア・パッケージ 
MDG Millennium Development Goals ミレニアム開発目標 
MDR Maternal Death Review 妊産婦死亡症例分析 
MHO Municipal Health Office 町保健局 
MLGU Municipal Governmental Unit 町役場 
MMR Maternal Mortality Ratio 妊産婦死亡比 

MNCHN 

Maternal, Newborn, Child Health and 
Nutrition (Policy) or (Health Reform towards 
Rapid Reduction of Maternal and Neonatal 
Mortality) 

保健省の新母子保健政策。正式に
は「妊産婦・新生児死亡の早急な
削減に向けた保健セクター改革」
又は通称MNCHN政策（ムンチャ
ンと発音） 

MOOE Maintenance and Other Operating Expenses 
施設・機材の維持管理や医薬品購
入に充てる予算項目 

MOP 
(Health Reform towards Rapid Reduction of 
Maternal and Neonatal Mortality) Manual of 
Operaions 

MNCHN政策の実施要領 

MTPDP 
Medium-Term Philippine Development Plan 
(2004-2010) 

フィリピン中期開発計画(2004～
2010年) 

NCDPC 
(Department of Health) National Center for 
Disease Prevention and Control 

国家疾病予防管理センター 

NCP Newborn Care Package 新生児ケア・パッケージ 
NCSO/NSO National (Central) Statistics Office 国家(中央)統計局 
NDHS National Demographic and Health Survey 国家人口保健調査 
NDR Neonatal Death Review 新生児死亡症例分析 
NEDA National Economic Development Agency 国家経済開発庁 
NMR Neonatal Mortality Rate 新生児死亡率 

PDM Project Design Matrix 
プロジェクト・デザイン・マトリ
クス 

PhilHealth Philippine Health Insurance Corporation フィリピン健康保険公社 
PHN Public Health Nurse 公衆衛生看護師 
PHO Provincial Health Office 州保健局 



 

略 語 正式名称 和 訳 

PhP Philippine Peso フィリピンペソ 
PIPH Province-wide Investment Plan for Health 州保健投資計画 
PO Plan of Operation 活動実施計画表 

POGS 
Philippine Obstetrical and Gynecological 
Society 

フィリピン産婦人科学会 

PSWDO 
Provincial Social Welfare and Development 
Office 

州社会福祉開発局 

RHM Rural Health Midwife 助産師 
RHU Rural Health Unit 町保健所 
SBA Skilled Birth Attendant 熟練出産介助者 
SHP Skilled Health Professional 有資格の保健医療従事者 

TBA 
Traditional Birth Attendant 
(Also referred to as “Hilot”) 

伝統的産婆 

TCL Target Client List 
ターゲット・クライアント・リス
ト又は（保健所）利用者基本台帳

TOR Terms of Reference 専門家等への委任事項、外注指示
UNFPA United Nations Population Fund 国連人口基金 

USAID 
United States Agency for International 
Development 

米国国際開発庁 

WHSM Women’s Health and Safe Motherhood 女性の健康と母性保護 
WHT Women's Health Team 女性の健康チーム 

 



 

事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 
作成日：平成 22年 1月 28日 
担当部・課：JICAフィリピン事務 

１．案件名 
（英）Strengthening Maternal and Child Health Services in Eastern Visayas 
（和）東ビサヤ地域母子保健サービス強化プロジェクト 

２．協力概要 
 （1）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本プロジェクトは、その先駆的な役割を果たした母子保健プロジェクト（2006年4月～
2010年3月）の成果を継承して、有資格の保健医療従事者（医師、看護師、助産師）の出産
立ち会いによる施設分娩が増加し、地域の政策決定者を巻き込んだ住民活動が活性化し、
ひいては基礎的緊急産科システムが東ビサヤ地域に拡大展開され、妊産婦死亡の減少に影
響を与えることを目標としている。具体的な活動としては、公的保健施設におけるサービ
ス提供の改善（人材研修、機材供与）、行政組織強化（保健省地域局、州／市、保健区域1、
町レベルの制度づくり、モニタリング強化）、コミュニティ・ボランティアの動員（女性の
健康チーム設置）、地方自治体への働きかけ等の活動を実施する。施設強化への支援は、基
礎的緊急産科・新生児ケア2（BEmONC）に限定し、州病院等における包括的緊急産科・新
生児ケア3（CEmONC）についてはフィリピン側で実施することとし、JICAの直接的投入（機
材供与等）は実施しない。 

 
 （2）協力期間 

2010年7月～2014年6月（4年間） 
 
 （3）協力総額（日本側） 

約 4億2,000万円 
 
 （4）協力相手先機関 

保健省本省、保健省東ビサヤ地域局 
レイテ州保健局、オルモック市保健局4 

 
 （5）国内協力機関 

特になし 

                             
1  「自治体間保健連携ゾーン（Inter-Local Health Zone：ILHZ）」。隣接する町と中核病院でゾーンをつくり、連携協力、人材・設備・
資金などの資源を共有する仕組みで、それによって保健サービスの質の向上を図るもの。 

2  Basic Emergency Obstetric and Newborn Care（BEmONC）正常分娩、吸引分娩、鉗子分娩と新生児ケアに対応。 
3  Comprehensive Emergency Obstetric and Newborn Care （CEmONC）帝王切開と新生児ケアに対応。 
4  保健セクター改革（F1）が州や市を基本単位として保健投資計画を策定のうえ実施されていることを尊重し、本プロジェクトは対
象地域を州あるいは市全体を対象とする方針をとることとした。また資源の有効活用の観点から、保健セクター改革（F1）開始当
初からの重点州とされた3州（ビリラン、東サマール、南レイテ各州）、並びに国連合同母子保健プログラム対象州（東サマール、
タクロバン市）との重複を避ける方針とした。本プロジェクトは、母子保健サービスの強化と有資格の保健医療従事者の立ち会い
による施設分娩を推進することをめざしていることから、サービスを提供する施設における人材の配置状況はプロジェクトの目標
達成に重要な前提条件と判断される。加えて、コミュニティレベルでの継続的な活動の展開を可能とする治安状況も選定上の重要
なクライテリアとされる。これらの条件を勘案し総合的に検討した結果、レイテ州とオルモック市を本プロジェクトの対象地域と
選定した。レイテ州は177万2,000人（2007年）、広さ6,515m2（2008年）、東ビサヤ地域では人口、広さともに最大。オルモック市は
独立市であり、人口17万7,000人（2007年）、広さ613m2（2008年）。 



 

 （6）裨益対象者及び規模等（4年間、概算5） 
保健省東ビサヤ地域局、レイテ州とオルモック市保健局スタッフ 
保健医療従事者340名 
レイテ州優先地域及びオルモック市の妊産婦約11万人6 
レイテ州優先地域及びオルモック市の新生児約8万人7 

３．協力の必要性・位置づけ 

 （1）現状及び問題点 
フィリピンにおいては、約半数のお産が第4子以上であることや前回の出産との間隔が24

ヵ月以内であるなど、少なくともひとつのリスク要因を伴うとされている。2006年の家族
計画調査によれば妊産婦死亡比は出生10万当たり162となっており、1998年の国家人口保健
調査（National Demographic and Health Survey：NDHS）の172と比較して若干減少している
ものの8、今後減少が大幅に加速されない限り2015年までのMDG達成（出生10万当たり52）
は無理であるとの見解が支配的である。一方、5歳未満児死亡率は過去15年の間に出生1,000
当たり55（1988～1992年）から34（2003～2007年）へと、又乳児死亡率は同34から25へと
減少傾向が認められ（NDHS：2008年）、保健省では今後、新生児の死亡を抑えることで、
MDG目標である5歳未満児死亡率21が達成可能であるとみている9。 
東ビサヤ地域は首都マニラの南東に位置し、サマール島及びレイテ島を主とした大小の

島々で構成される10。妊産婦死亡比は7番目、乳児死亡率は5番目に高い。乳児死亡の約半分
は生後7日以内の新生児死亡が占めている。リスクの高い出産が多いにもかかわらず、有資
格の保健医療従事者による出産介助や施設における分娩の割合は低い水準にとどまってい
る。こうした現状のなかで、分娩介助、妊産婦健診や産後健診といったサービスを提供す
る施設の整備、緊急産科･新生児ケアのサービスを提供できる医療従事者の確保は、東ビサ
ヤ地域における母子保健プログラムの優先課題である。 
 

（2）相手国政府国家政策上の位置づけ 
フィリピンの保健セクターでは、地方分権の下に質の高い保健サービスの提供を目標と

して保健セクター改革が進められている。2005年には「FOURmula ONE（F1）」という保健
改革の枠組みが採択され、効率、効果、公平、公正の観点から、財政基盤の強化、アクセ
スの改善、サービスの質の向上、保健行政の強化の4つの分野で改革が推進されている。保
健セクター改革（F1）は当初16の重点州において集中的に開始されたが、2009年には全州
において保健投資計画が策定されるに至った。 
保健省は、保健セクター改革（F1）の枠組みのなかでも母子保健プログラムを最優先課

題として活動の強化を全国において推進すべく、国際保健協力局内にタスクフォースを設
け、分娩ケアの質向上に焦点を絞った意欲的な母子保健政策（Maternal, Neonatal and Child

                             
5 数値は目安（妊産婦数を人口の 3.5％とし、新生児数を出生数と同数と仮定した。4年間の概算値については、2008年人口統
計・人口増加率を基に 2010年 7月～2014年 6月の各値を推計した。  

6  レイテ州優先地域〔BEmONC候補町保健所の保健区域（18自治体）〕妊産婦数は約 8万 300人、オルモック市妊産婦数は約
2万 7,400人。 

7  レイテ州優先地域新生児数は約 5万 6,400人、オルモック市新生児数は約 2万 1,000人。 
8  95％の信頼区間を考慮すれば、減少傾向は統計的に有意とはいえないとされている。 
9  “Maternal and Child Health Projections（保健省提供資料)”（not dated） 
10  わが国の協力の下に実施中の「母子保健プロジェクト」の対象州であるビリラン州を含む 6 州、2 市からなる地域。フィリ
ピン首都マニラの南東約 566kmに位置し、サマール島及びレイテ島を主とした大小の島々で構成されており、面積 2万 3,229km2

（関東地方の約 0.7倍）の地域に人口約 132万人が居住している。 



 

Health and Nutrition：MNCHN政策、AO 0029, series of 2008)11を発表するとともに、実施要
領（Manual of Operations）を作成している。 
 

 （3）わが国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置づけ（プログラムにおける位
置づけ） 

JICAは2006年3月より、母性の安全と新生児の健康改善を目標とし、緊急産科システム導
入を中心とした母子保健サービスの質的改善をめざして、「母子保健プロジェクト｣12を実施
している。同プロジェクトはMNCHN政策を現場において実施し、その有効性を初めて実証
したという点で高く評価されており、様々なグッドプラクティスを生み出し、州内や地域
内など対象地域以外にもインパクトを与えている。 
一方、対フィリピン経済協力においては、国別援助計画（外務省、2008年6月改訂）並び

に国別援助実施方針（JICA、2009年7月）のなかで、（1）雇用機会の創出に向けた持続的経
済成長（2）貧困層の自立支援と生活環境改善（3）ミンダナオにおける平和と安定への支
援を重点開発課題としており、その（2）のなかで、基礎的社会サービスの拡充として母子
保健分野への支援を重点課題と位置づけている。 

４．協力の枠組み 
〔主な項目〕 
 （1）協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 
目 標：東ビサヤの対象地域において安全な分娩及び産前産後のケアを受ける妊産婦及

び新生児が増加する。 
指 標： 

 1．レイテ州、オルモック市の有資格の保健医療従事者立会による施設分娩割合が33％
（2008年）から50％（レイテ州）、47％（2008年）から65％（オルモック市）となる。

 2．対象地域における妊産婦の70％が、妊娠中に最低4回〔うち１回目は第１期（妊娠12
週まで）〕の妊産婦健診を受ける。 

 3．対象地域における80％の女性が最低1回の産後健診を受ける。 
 

② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 
目 標：東ビサヤ地域の対象地域における妊産婦死亡比と乳児死亡率が減少する。 
指 標： 

 1．東ビサヤ地域における妊産婦死亡比が2008～2018年までの間、年間2.9より早いペー
スで減少する。 

 2．東ビサヤ地域における新生児死亡率/乳児死亡率が2008～2018年までの間、各々年間
0.63、1.05より早いペースで減少する。 

 3．対象地域における年間の妊産婦死亡数の減少傾向（レイテ州17、オルモック市11、
2008年） 

 4．対象地域における年間の新生児死亡数の減少傾向（レイテ州79、オルモック市18、 

                             
11  正式名称は、Administrative Order No.29 "Implementing Health Reforms for Rapid Reduction of Maternal and Neonatal Mortality" 
「妊産婦・新生児死亡の早急な削減に向けた保健セクター改革（F-1）実施に係る保健省令」。新政策では、特に施設分娩の
普遍化・緊急産科ケアサービス提供体制強化をバックボーンに据えている。 

12  「母子保健プロジェクト」は 2006年 3月～2010年 3月の予定で、ルソン島北部のイフガオ州 3町（Alfonsolista, Mayoyao, 
Aguinaldo）とレイテ島北部のビリラン州（全 8町）を対象地域として実施中である。 



 

2008年） 
 5．対象地域における出産の80%が施設において行われる。 
 

（2）成果（アウトプット）と活動 
  〈成果１〉 

基礎的緊急産科・新生児ケア（BEmONC）サービス提供施設、又はMNCHN行政令を実践
する施設が増加する。 

 
活 動： 

 1．BEmONC候補施設の機材状況を評価し、BEmONC及びフィリピン健康保険公社
（PhilHealth)13の妊産婦ケア･パッケージ施設（MCP)14と認証されるために必要な機材
のギャップを確認する。 

 2．BEmONC並びにMCP認証に必要とされる機材を候補とされる町保健所/地区保健所
（RHU/DHC）並びに病院（Community Hospital）に対して供与する。 

 3．MCP認証申請と保険金還付申請について町保健所/地区保健所とバランガイヘルスス
テーション（BHS)15を対象とした事務手続きの支援を提供する。 

 4．対象施設の機材維持管理システム16の確立を支援する。 
 
指 標： 

 1．100％の対象施設（レイテ州：18町保健所、2病院、オルモック市：5地区保健所）が
BEmONCサービスを提供している。 

 2．100％の対象施設（レイテ州：18町保健所、オルモック市：5地区保健所）がMCP認
証を受けている。また、認証を受けたすべての施設が定期的にフィルヘルスの保険還
付金を受けている。 

 
  〈成果２〉 

公共部門の保健医療従事者のBEmONC/MNCHNサービス提供に係る専門技術が向上す
る。 

 
活 動： 

 1．BEmONC研修施設としての東ビサヤ地域医療センター（EVRMC）のキャパシティ･
ビルディングと機材供与を行う。 

 2．保健省東ビサヤ地域局（DOH-CHD EV）Family Health Clusterが研修の実施に必要と
される機材を供与する。 

 3．保健省東ビサヤ地域局が女性の健康チーム（WHT）の研修の実施に必要とされる教
材を作成する。 

4．レイテ州とオルモック市のBEmONC候補施設の保健医療従事者を対象とした
BEmONC研修を実施する。 

                             
13 Philippine Health Insurance Corporation 
14 妊産婦ケア･パッケージ（MCP）は現在見直し中であり、今後 BEmONCの認証に代替する可能性がある。 
15 Barangay Health Station（BHS）バランガイは町（Municipality）の下位にある最小行政区。 
16 機材台帳の管理、日常的なメンテナンス、スペアパーツの備蓄など、機材が常に稼動しているために最低限必要な体制整備
の支援をすることにより、施設が継続して BEmONCサービスを提供し、MNCHN行政例を実践することが期待される。 



 

5．第１次医療施設における妊産婦･新生児ケアのサービス提供マニュアル
（Community-Managed Maternal and Newborn Care）に準拠した研修をすべての町保健所
/地区保健所の保健医療従事者を対象として実施する。 

 6．BEmONC候補施設の傘下にあるバランガイヘルスステーション（BHS）の助産師を
対象としたBEｍONC研修（助産師版）を実施する。 

 7．BEmONC研修後の受講者への専門技術レベルを維持するためのアセスメントを実施
する。 

 8．町保健所/地区保健所と病院において定期的に妊産婦死亡症例検討会（MDR)/新生児
死亡症例検討会（NDR）を実施する。 

 
指 標： 

 1．対象となるすべての保健医療従事者（レイテ州：26SHPチーム、オルモック市：5SHP
チーム）がBEｍONC研修を受講する。 

 2．対象となるすべての助産師（レイテ州：105、オルモック市：20）がBEｍONC研修
（助産師版）を受講する。 

 3．対象となるすべての保健医療従事者（レイテ州：105、オルモック市：18）が妊産婦・
新生児ケアに係る研修を受講する。 

 4．研修の結果、受講者（保健医療従事者）の80％が満足のいく専門技術レベルを維持
する。 

 
  〈成果３〉 

質の高いBEmONC/MNCHN政策サービスを確立･維持するための保健省東ビサヤ地域局
及び州・市保健局のマネージメント機能が向上する。 

 
活 動： 

 1．定期的に合同調整委員会と地域運営委員会が開催される。 
 2．レイテ州とオルモック市においてプロジェクト執行委員会（Executive Committee）が
実施される。 

 3．レイテ州自治体間保健連携ゾーン技術管理委員会（ILHZ-TMC）とオルモック市地区
保健所（DHC）所長に対してプロジェクトに関するオリエンテーションを実施する。

 4．レイテ州ILHZ理事会及びオルモック市保健理事会に対してプロジェクトに関するオ
リエンテーションを実施する。 

 5．州･市レベル及びILHZレベルで妊産婦死亡症例検討会（MDR)/新生児死亡症例検討
会（NDR）を定期的に実施する。 

 6．MNCHN政策プログラム・マネージメントに係る本邦研修を行う。 
 7．MNCHN政策/EmONCに係るモニタリング書式を改訂し、活用する。 
 8．町保健所や保健医療従事者に対して、正しい保健情報記録（保健所利用者基本台帳
など）記入方法についての指導を行う。 

 9．ILHZを通してリファラル・システムの実施を支援する。 
10．地域及び全国レベルでプロジェクト成果と教訓を共有する。 
 



 

 
指 標： 

 1．妊産婦・新生児死亡症例の80％が州・市レベル及びILHZレベルにて検討され、低減
のためのフォローアップが実施される。 

 2．町保健所/地区保健所にてMNCHN政策/BEｍONCサービス提供を促進するモニタリン
グ･ツールが活用される。 

 3．地域及び全国レベルで少なくとも10回プロジェクト成果と教訓についてのプレゼン
テーションを行う。 

 4．産科緊急ケア（EmONC）に係るリファラル・システムの実施状況について分析が行
われる｡17 

 
  〈成果４〉 

BEmONC候補施設の保健区域において女性の健康チームが組織化され、運営される。 
 

活 動： 
 1．WHTガイドを作成する。 
 2．州･市レベルでWHTの組織化を推進するコア･チームを編成し、活動展開のための戦
略を策定する。 

 3．WHTガイドの活用について指導者向けオリエンテーションを実施する。 
 4．WHTガイドを活用してBEｍONC候補施設の町保健所/地区保健所に対するオリエン
テーション/研修を実施する。 

 5．コミュニティにおけるWHT活動をモニター・支援する。 
 6．WHTの大会を開催する。 
 7．WHT活動の有効性を測る調査を実施する。 
 
指 標： 

 1．東ビサヤ地域向けのWHTガイドが使用可能となる。 
 2．訓練を受けたWHTの指導者数（レイテ州：36、オルモック市：10） 
 3．少なくとも50％の優先バランガイ（レイテ州：531、オルモック市：110）のWHTが
オリエンテーションを受講する。 

 4．優先バランガイの妊産婦の80％が出産計画をWHTとともに作成している。 
 5．レイテ州及びオルモック市におけるBEｍONC候補施設の保健区域内のサンプル調査
対象バランガイの80％のWHTが活動を実施している。 

 
  〈成果５〉 

BEmONC候補施設の保健区域において、妊婦（とその家族）がBEmONC/MNCHNサービ
スを得るための政策的支援が強化される。 

 
活 動： 

 1．母子手帳あるいは妊婦カード（母子手帳の簡易版）の印刷と配布を地方自治体など
へ働きかける。 

 2．MNCHN支援の予算増額の必要性についてILHZを通じて働きかける。 

                             
17  具体的な分析方法についてはプロジェクト初期に検討する予定。 



 

3．MNCHN支援のためのPhilHealthの経済困窮世帯向け「貧困者プログラム」への加入
促進を、ILHZを通じて働きかける。 

4．MNCHNサービスの持続に必要な自治体レベルの財政･規約メカニズムの改善に向け
てILHZを通じて支援する。 

 
指 標： 

 1．100％のBEｍONC候補施設（レイテ州：18町保健所、オルモック市：5地区保健所）
が母子手帳あるいは妊婦カードを使用している。 

 2．オルモック市とレイテ州のBEｍONC候補施設のある町（18）すべてにおいてMNCHN
関連の政策（条例、決議）が制定されている。 

 3．オルモック市とレイテ州のBEｍONC候補施設（レイテ州：18町保健所、オルモック
市：5地区保健所）すべてにおいてユーザーフィー制度が実施されている。 

 4．オルモック市とレイテ州のBEｍONC候補施設のある町（レイテ州：18町）すべてに
おいてWHTに係る政策が制定されている。 

 5．レイテ州/町及びオルモック市によってPhilHealthに加入している貧困層が、各々、
70％（2009年、レイテ州）、41％（2009年、オルモック市）から80％へ増加する。 

 6．オルモック市とレイテ州のBEｍONC候補施設すべてがMCP収入又はユーザーフィーを
WHTに配分している。 

 
（3）投入（インプット） 

1）日本側（総額4億2,000万円） 
① 専門家派遣（76MM） 

母子保健、研修管理 
② 研修員受入れ 
③ 供与機材 

BEmONC/MCPサービス提供施設に必要な機材 
研修用資機材（コンピューター、プロジェクターなど） 

④ その他（プロジェクト活動費） 
 

2）フィリピン側 
① カウンターパート人件費 
② 施設手配（プロジェクト事務所） 
③ その他（ローカルコスト負担） 

 
 （4）他の開発パートナーなどとの連携 

フィリピン保健省が保健セクター改革（F1）の実施にあたりセクターワイドアプローチ
を採用し、また「援助効果に関するパリ宣言」にのっとり「政府のオーナーシップ」「プロ
セスの調和化」「アラインメント」「成果に向けた管理」「相互のアカウンタビリティ」を重
視しているなかで、保健セクターにかかわるすべての開発パートナーが保健セクター改革
（F1）の枠組みの下で協力を実施している。母子保健プログラムは2008年に策定された
MNCHN政策に基づいて保健セクター改革（F1）のなかの最優先プログラムとして、開発パ
ートナーからの協力を得て実施が加速されている。国連はUNICEF、UNFPA、WHOによる
合同母子保健プログラムの開始を決め、東ビサヤ地域のなかの東サマール州、北サマール 



 

州、タクロバン市をとの対象地域に選定した。 
USAIDは民間セクターの家族計画プログラムをレイテ州にて実施してきたが、今後の東

ビサヤ地域における保健セクター支援プログラムについて保健省との協議が進行中であ
る。母子保健と関係の深い課題についてはJICAプロジェクトと補完的な連携を検討する。
実施が検討されているプログラムは、地域保健システム強化（HealthGov）、民間セクター
の家族計画（PRISM）、ヘルスプロモーション/コミュニケーション（Health PRO）である。

 
 （5）外部要因（満たされるべき外部条件） 

1）上位目標達成のための外部条件 
・母子保健に係る国家・地方政策が安定する 
・効果的な家族計画が実施される 
・危険な中絶が増加しない 
・CEｍONCサービス提供予定施設が質の高いサービスを提供する 

 
2）プロジェクト目標達成のための外部条件 
・東ビサヤ地域の地方自治体が継続してMNCHNプログラムを支援する 
・女性の栄養状態が維持される 
・CEｍONCサービス提供予定施設への保健省の支援が確保される 
・研修を受けた医療従事者による職務が継続される 
・BEｍONC及びCEｍONCサービス提供施設への道路が維持・管理される 

 
3）成果達成までの外部条件 
・新生児へのサービス内容を把握するデータが整備される 
・対象地域のリファラル・システムに係るマニュアルが整備される 
・レイテ州とオルモック市におけるPhilHealthの加入率が維持される 

 
4）前提条件 
フィリピン政府によって新BEｍONC研修ガイドライン及び研修モジュールが開発さ

れる（2010年前半） 
・PhilHealthのMCP認証が継続される 
・東ビサヤ地域医療センターがBEｍONC研修施設として認証される（2010年中頃） 

５．評価５項目による評価結果 

 （1）妥当性 
本協力の内容は、数あるミレニアム開発目標のなかでも達成度の限られた妊産婦死亡の

低下に寄与するという点で政策上の優先度も高く、フィリピン政府の母子保健政策や日本
の協力方針とも整合性があり、対象地域の選定も適切であり、受益者のニーズとも合致し
ており、妥当性は高いと考えられる。また、公共性・公益性も確保されており、可能な範
囲内で援助協調など援助をとりまく環境にも配慮がなされている。ただし、2008年9月に発
表された新たな母子保健政策（MNCHN政策）の実施に向けた体制整備は現在でも継続中で
あるため、本協力が具体的な活動を実施する際には、随時変更内容を確認しながら実施し
ていく必要がある。 

 
 



 

 （2）有効性 
本協力の事業デザインは、論理的で達成可能性を考慮している点、妊産婦及び新生児死

亡減少の方法として実証されたエビデンスに沿い、東ビサヤ地域のパイロットサイトで効
果をあげた先行プロジェクトの教訓を汲んで構成されている点から、有効性が確保されて
いると判断できる。 
本プロジェクトには、サービス提供側の体制整備と強化に資する活動（公的施設の整備、

保健医療従事者の技術向上、マネージメント強化）とともに、利用者側の需要と利用を容
易にするような支援を喚起する活動（コミュニティレベルで政策決定者と住民が協同して
妊産婦や新生児をサポートする仕組みをつくり）が両方含まれており、サービス提供側だ
けでなく、需要側にも梃入れすることで、結果としてサービスの利用を改善する構造とな
っている。本プロジェクトは又、先行プロジェクトの教訓を活用し、政治的リーダーの効
果的な巻き込み、相互学習やステークホルダーのコーディネーション促進のための地方行
政及び保健行政組織の強化、保健システムの複数の層への介入などをプロジェクトのデザ
インに織り込んでいる。プロジェクトのこうした包括的なデザインは、プロジェクトの目
標を達成するうえで有効であると考えられる。 
ただし、現時点では分娩施設として整備するのは町保健所／地区保健所レベルまでとな

っているため、施設分娩率の目標値を達成するためにより住民へのアクセスがよいバラン
ガイヘルスステーションレベルの整備が必要か否かについては、中間レビューの時期に見
極めが必要と考えられる。 
本プロジェクトの目標値の設定にあたっては、ベースラインと介入活動などを考慮した

うえで、達成可能と考えられる目標値を設定しているため、一部の指標は国家の目標達成
値より低いものも含まれる。指標の達成にあたって想定される外部条件をモニタリングす
る必要があるが、保健省はMDG達成へ向けてMNCHNプログラムを最優先課題としている
ことから、2010年5月の統一選挙によりリーダーシップが交代した場合においても、母子保
健に係る国家・地方政策に大きな変更はないと思われ、CEmONCサービス提供予定施設へ
の保健省からの支援も又継続する可能性が高い。 
 

 （3）効率性 
本協力では、先行プロジェクトと同様のアウトプットのより広い対象地域で達成をめざ

していること、JICAや他の開発パートナーによる先行プロジェクトから得られるリソース
やノウハウ（研修講師、経験の共有、ILHZ組織化など）を活用していること、国連組織の
介入地域とのデマーケーションやUSAIDとの連携などで、重複を避け相乗効果を狙ってい
ること、などを総合的に考慮して、効率性に配慮したデザインと判断できる。 
ただし、本協力では、広域をカバーするために、先行プロジェクトで実施されたバラン

ガイレベルの活動への直接の介入・支援を減らし、その代替として、保健行政やILHZの技
術管理委員会や理事会を通じた間接的なアドボカシー活動が据えられている。その変更点
が、果たしてアウトプットの創出に有効であるかどうかを見極めるのは現時点では難しい。
本プロジェクトでは、開発パートナーとの連携のほか、保健省によるMNCHN政策実施の

ための各種基金との資金源の補完などが取り入れられており、効率的なデザインとなって
いる一方で、複数の資金源を組み合わせた投入が円滑に供給されるためには、保健省、地
方自治体（州、市、町）による協力が欠かせないため、保健省東ビサヤ地域局によるステ
ークホルダー間の調整が重要となろう。 
成果達成までの外部条件について、現状では保健所利用者基本台帳（TCL）からの正し



 

い保健情報の抽出、産科緊急ケアに係るリファラル･システムの実践に課題はあるが、プロ
ジェクトの活動を通じて改善が期待できる。 

 
 （4）インパクト 

本協力の上位目標は「対象地域において妊産婦と新生児の死亡が減少すること」であり、
プロジェクト目標のめざす「施設分娩の割合や有資格の保健医療従事者による介助率増加」
と妊産婦死亡比・新生児死亡率が連動することは既知の域であることから、上位目標に至
るロジックは正当なものと考えられる。他方、妊産婦や新生児の死亡の減少には、本協力
のめざす基礎的緊急産科・新生児ケアの充実に加えて効果的な家族計画の実施を通じ、リ
スクの高い妊娠や望まれない妊娠が抑制されることも重要な必要条件である。したがって、
対象地域において家族計画分野への支援を展開するUSAIDとの連携効果に期待がかかる。
波及効果の度合いに関しては、プロジェクトはサービス提供内容の拡大に直接介入する

ため、妊産婦及び新生児に直接便益を届けることができ、4年間でおよそ妊産婦11万人、新
生児8万人程度が改善したサービスの恩恵を享受できる試算となる。さらに、東ビサヤ地域
の各保健組織によるMNCHN政策の実施能力強化を支援することを通じて上記の受益者数
を超えた域内での波及効果や政策への波及効果もある程度期待できる。 
一方、負のインパクトを受ける可能性があるグループとして、貧困層、伝統的産婆（TBA

又はHilot）、民間の開業助産師などが考えられるが、本協力では公的健康保険の貧困層へ
の適用拡大や施設活用への支援、伝統的産婆の女性の健康チームへの参加とインセンティ
ブの機会付与、民間育成・支援を目的とするUSAID支援との連携など、負のインパクトを
最小化するための配慮が組み込まれているといえる。 

 
 （5）自立発展性 

政策・制度面においては、中央保健省、保健省東ビサヤ地域局、レイテ州保健局、オル
モック市保健局の各レベルにおいて、妊産婦死亡、新生児・乳児死亡削減に対する意欲は
高く、自主的なイニシアチブが既に進行しており、2010年5月に予定されている統一選挙の
結果も、母子保健推進の方針にはさほど影響はないと考えられる。 
財務面では、中央保健省はMNCHN政策実施のために地域局や地方自治体に対してパフォ

ーマンスに応じた資金拠出を行う準備があり、医療物資調達、政策・システム開発・技術
サポート、維持管理・運営及び施設・機材などへの資本投資に活用できることになってい
る。その一方、地方自治体側の予算の状況は依然厳しい状況にあり、ローカルコンサルタ
ントによる基礎調査の結果から施設・機材の維持管理や医薬品購入に充てる予算項目の割
合が総じて低いことが分かっている。今回訪問した町保健所/地区保健所においても分娩ケ
アや妊産婦健診に必要な医薬品・必要物資のストック状況はよいとはいえず、保健省東ビ
サヤ地域局による管理調整の努力や地方自治体による支援強化（アウトプット5で得られる
成果）、PhilHealthの保険還付金の確保（アウトプット2及び3で得られる成果）などが自立
発展性の達成の鍵を握るといえよう。 
組織・技術的側面では、協力終了後もカウンターパート機関が自立発展的に成果を維持

していくために、保健省地域局、レイテ州/オルモック市保健局、州・市の保健行政官の
MNCHN政策実施能力を強化する活動が盛り込まれている。保健行政が少人数の技官に頼る
運営体制であること、有資格の保健医療従事者（医師、看護師、及び助産師）の人材の転
出が成果をあげるために必要な外部条件であることは懸念事項として残っている。 
このように、政策・制度、財務、組織・技術の各側面においてある程度の懸念事項は存



 

在するものの、本協力ではそれぞれの事項において対処方法を講じており、自立発展性が
強化されるよう配慮がある計画といえる。 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

 母子をとりまく保健サービスの向上は、妊産婦のみならず、その家族を取り込むことでより
よい成果を生むことから、本プロジェクトにおいては活動のなかにできる限り男性を取り込む
アプローチを試みる。コミュニティにおいて組織される「女性の健康チーム」に男性メンバー
を加えること、各種啓発活動の対象者に男性を加えること、などがその具体例としてあげられ
る。 
 また、貧困層の母子保健サービスへのアクセスを向上する観点から、PhilHealthの経済困窮世
帯向け「貧困者プログラム」への加入を促進する。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

イフガオ・ビリラン両州において実施している母子保健プロジェクトにおいては、施設分娩
を推奨し伝統的産婆の介助を禁止する条例・決議や女性の健康チーム（WHT）活動への地域社
会からの支援が住民レベルでの関心の強化やサービス利用の増加を推進した大きな要因であっ
た。このことから本プロジェクトでは、州・市レベルのプロジェクト執行委員会（Executive 
Committee）議長に州知事・市長を置くとともに、活動レベルにおいても保健行政官から自治体
意思決定者への働きかけ（貧困層の社会保険加入、関連の条例・決議採択、保健施設及び出産
介助関係者への料金収入の還付等）を活動の柱のひとつに加え、政治的リーダーの支援と関与
を得やすい体制をとることとした。 
また、実施中の母子保健プロジェクトにおいては、プロジェクト活動への地方自治体の積極

的な関与によって、母子保健が地域の開発課題の中心に据えられることとなり、このことによ
ってプロジェクトも効果的に進行した。さらに、各レベルの保健セクター関係者間で活発な相
互作用や相互学習が起こり、これが国家戦略の基本的方針の下、地域のニーズに応じた、効率
的な保健サービスの提供体制をつくりあげた。保健システムの地方分権化が進行するなかで、
地方の保健状況の向上をめざすプロジェクトにおいては、複数の階層（中央からバランガイま
で）及び複数のセクター（保健行政、地方行政、等）におけるステークホルダーのコーディネ
ーションが重要となる。 

８．今後の評価計画 

・中間レビュー プロジェクト2年次の後半 
・終了時評価 プロジェクト終了前6ヵ月 
・事後評価 プロジェクト終了3年後 
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第１章 詳細計画策定調査の概要 
 
１．調査団派遣の経緯と目的 
東ビサヤ地域母子保健（Maternal and Child Health：MCH）サービス強化プロジェクトは、イフ

ガオ・ビリラン両州のMCHプロジェクト（2006年～2010年3月）の成果を受け、有資格の保健医療
従事者（Skilled Health Professionals：SHP）の出産立ち会いによる施設分娩が増加し、地域の政策
決定者を巻き込んだ住民活動が活性化し、ひいては基礎的緊急産科システム強化が東ビサヤ地域

に拡大展開され、妊産婦死亡の減少に影響を与えることを目標とし、2008年6月フィリピン共和国
（以下、「フィリピン」と記す）保健省東ビサヤ地域局（Center for Health Development Eastern Visayas 
Care：DOH-CHD EV）により要請された。 
本調査団は、2010年7月のプロジェクト開始を見据え、対象地域及び保健医療施設の状況を調査

するとともに、DOH-CHD EV及び自治体関係者と協議のうえ、達成されるべき目標と成果、活動
計画、実施体制を具体化することを目的とし、詳細計画策定調査を実施した。 
 
２．調査団の構成と調査日程 
＜調査団構成＞ 
総 括 北林 春美 JICA 人間開発部 課題アドバイザー（保健） 
評価分析 小川 陽子 グローバルリンクマネージメント株式会社 
  国際保健スペシャリスト 
協力計画 石田 祐子 JICA 人間開発部 母子保健課 ジュニア専門員 

 
＜現地調査日程＞ 

2009年10月21日～11月17日（詳細は、付属資料5を参照のこと）。 
 
３．主要面談者 
＜保健省（Department of Health：DOH）＞ 

DOH省次官（セクター管理調整担当） マリオ C. ヴィラベルデ氏 
DOH・保健省の新母子保健政策〔Maternal, Newborn, 
Child Health and Nutrition (Policy)：MNCHN政策〕 
タスクフォース長 オノラタ L. カティボグ氏 
DOH第八（東ビサヤ）地域局長 エドガルド M. ゴンザガ氏 

＜レイテ州＞ 
州知事 カルロス J. L. ペティリア氏 
州保健局（Provinical Health Nurse：PHO）局長補佐 
 エドガルド E. ダヤ氏 

＜オルモック市＞ 
市 長 エリック C. コディリア氏 
市保健局長 ネリタ D. ナバレス氏 
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第２章 調 査 結 果 
 
１．国家政策の動向 
フィリピンにおいては、約半数のお産が第4子以上や前回の出産との間隔が24ヵ月以内であるな

ど少なくとも1つのリスク要因を伴うとされている。2006年の家族計画調査によれば妊産婦死亡比
（Maternal Mortality Ratio：MMR）は出生10万人当たり162となっており、1998年の国家人口保健
調査（National Demographic and Health Survery：NDHS）の172と比較して若干減少しているもの
の 1、今後減少が大幅に加速されない限り 2015年までのミレニアム開発目標（Millennium 
Development Goals：MDG）達成（出生10万当たり52）は無理であるとの見解が支配的である。一
方、5歳未満の子どもの死亡率は過去15年間の間に出生1,000当たり55（1988～1992年）から34（2003
～2007年）へと、又乳児死亡率は同34から25へと減少傾向が認められ〔NDHS（2008年）〕、保健省
（DOH）では今後、新生児の死亡を抑えることで、MDGである5歳未満児死亡率21が達成可能で
あるとみている2。 
こうした現状を受けて、DOHは国際保健協力局内〔（Department of Health）Bureau of International 

Health Cooperation：BIHC〕にタスクフォースを設け、以前に増して分娩ケアの質向上に焦点を絞
ったより意欲的な保健省の新母子保健政策〔MNCHN政策（Maternal, Newborn, Child Health and 
Nutrition（Policy)：MNCHN）（AO 0029, series of 2008）〕3を発表した。その後策定されたMNCHN
政策の実施要領（Manual of Operations：MOP）は、DOH各地域局へのオリエンテーションが終了
し、その実施が開始されつつある。 
 
２．対象地域の現状 
２－１ 東ビサヤ地域の概要 
今回要請のあった東ビサヤ地域はフィリピン首都マニラの南東約566km4（空路：片道1時間

強)5に位置し、サマール島及びレイテ島を主とした大小の島々で構成されており、面積2万3,229㎢
（関東地方の約0.7倍）の地域に人口約132万人が居住している。行政区分では、人口の多い順に
レイテ州、サマール州、北サマール州、東サマール州、南レイテ州、タクロバン独立市、オル

モック独立市、ビリラン州の6州2市がある。主な収入源は商業・サービス業であるが、鉱業、
農業（コメ、サトウキビ、コーン等）、漁業やその加工業なども収入源となっている。タクロバ

ン・オルモック両市、レイテ州、サマール州は、所得区分6では第1階層に属し、北サマール・東
サマール州が第2階層、続いて南レイテ州、ビリラン州がそれぞれ第3、4階層となっている。そ
の一方で、貧困世帯の割合は多く、全国平均27％に対して東ビサヤ地域は41％〔2006年：国家

                             
1  95％の信頼区間を考慮すれば、減少傾向は統計的に有意とはいえないとされている。 
2  “Maternal and Child Health Projections (保健省提供資料)” (not dated) 
3  正式名称は、Administrative Order No.29 "Implementing Health Reforms for Rapid Reduction of Maternal and Neonatal Mortality" 
「妊産婦・新生児死亡の早急な削減に向けた保健セクター改革実施に係る保健省令」。新政策では、特に施設分娩の普遍化・
緊急産科ケアサービス提供体制強化をバックボーンに据えている。付属資料 6（全文）を参照。 

4  マニラ～タクロバン間の航路 352マイル（フィリピン航空資料）を換算。 
5  地元の人々は船に乗ることが多い（1昼夜以上）。 
6 過去 3 年間の平均収入額に応じて第 1～第 6 階層まで区分され、基準は財務省が設定している。基準は州と市で異なり、例
えば第 1 階層基準値は市が 3 億ペソ以上、州が 3 億 5,000 万ペソ、町が 5,000 万ペソ以上となっている。大部分の州、及び
約半数の市は第 1、第 2階層に分類されるが、半数以上の町は中央政府からの交付金に依存する第 4～第 6階層に分類される
（http://www.nscb.gov.ph/ACTIVESTATS/PSGC/articles/con_income.asp）。 
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（中央）統計局（National (Central) Statistics Office：NCSO/NSO）〕と全国17地域のなかでも5番
目に多い状況となっており7、都市・農村間格差が存在している。 

 
２－２ 東ビサヤ地域における母子保健（MCH）の現状 
２－２－１ 主要な母子保健（MCH）指標 
主要なMCH指標について、全国平均と東ビサヤ地域の数値を以下の表に示した。 

 

主要指標 全 国 東ビサヤ地域 

MMR（2001～2006年） 162 n/a 

乳児/新生児死亡率〔Neonatal Mortality 
Rate：NMR（2001～2006年）〕 24.1 13.2 28.7 14.5 

合計特殊出生率（2003～2006年）/既往出
生数 3.2 4.1 3.9 5.0 

50.6％ 49.8％ 家族計画実施率（2006年） 
（うちモダン/伝統的メソッド） 35.9％ 14.8％ 31.1％ 18.7％ 

     Source: 2006 Family Planning Survey (Final Report), NCSO 

 
地域レベルにおけるMMRは全国規模のサンプル調査では算出されていないが、MSCOが人

口統計データから作成した「2004年母体死亡特別報告8」では、登録された母体死亡は全国で

1,833件あり、そのうち東ビサヤ地域は137件（7.5％、全国7位）となっている。過去2年間の
母体死亡の原因をみると、胎盤遺残（に伴う出血）、胎盤早期剥離、産褥期の出血/子宮弛緩

症、子癇、敗血症が複数見られ、子宮外妊娠や子宮脱による出血などもある9。乳児死亡率は

全国に比べ高く（全国5位）、新生児死亡がその半分程度を占めている。地域における過去2年
間の乳児死亡の原因では、肺炎が1番多く次に先天異常、敗血症（特に新生児敗血症）、急性
胃腸炎に伴う脱水症、未熟児障害、呼吸窮迫症候群などがあがっている10。 
こうした死因の背景には、女性1人が生む子どもの数が多い、出産間隔が狭い、若年・高齢

出産が多いなど、フィリピンの女性が抱える現状があると考えられる。東ビサヤ地域におい

ても、女性1人当たりが生む子どもの数は多く、合計特殊出生率は全国で2番目に多い3.9、既
往出生数は5.0人であった（2006年FP調査）。FPの実施率についても伝統的なメソッドを含ん
だ実施率は約50％であり、全国平均（約51％）とは微差ながら、伝統的メソッドが19％と全
国平均の15％と比較して高い状況となっている。 

 
２－２－２ サービス提供 
東ビサヤ地域では、タクロバン市、オルモック市、カルバヨグ市のように都市化が進み、

                             
7 州別の数値については “A Study on the Maternal and Child Health Situation in the Eastern Visayas Region, 2009, Page 2” を参照の
こと。 

8  “Special Release No. 320. Maternal Death Statistics: 2004, Date released, February 2008” National Central Statistics Officeデータは
2004年 1月～2005年 3月までの登録を対象としている。ただし、登録漏れや登録の遅れなどの調整はしていない。 

9  出所 “Study on Mother and Child Health Situation in Eastern Visayas Region,” The JICA Philippine Office, September 2009 
10 出所 “Study on Mother and Child Health Situation in Eastern Visayas Region,” The JICA Philippine Office, September 2009 
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政府の病院と民間の病院・クリニックが複数存在する地域と、政府のディストリクト病院

（District Hospital：DH）と町保健所（Rural Health Unit：RHU）のみに頼る地域があり、前者
の地域においてはMCHに関するサービスが民間・公的セクター両方によって担われている11。 
東ビサヤ地域の6州2市のうち、保健のセクター改革〔FOURmula One：F-1（又はF-1政策）〕

の重点サイトとなっていた東サマール、ビリラン、南レイテの3州では、過去数年にわたり
UNICEF、国連人口基金（United Nations Population Found：UNFPA）、EU、JICA、ドイツ技術
協力公社（Deutsche Gesellschaft für Technische Zusammenarbeit：GTZ等）の支援を受けており、
フィリピン健康保険公社（Philippine Health Insurance Cooperation：PhilHealth）の妊産婦ケア・
パッケージ（Maternity Care Package：MCP)12の認証を受け、既に分娩ケアを提供しているRHU
も多い。また自治体間保健連携ゾーン（Inter-Local Health Zone：ILHZ）も機能しており、州
政府の保健予算の割合もDOHが指導している最低限の水準をクリアしている。 
一方、2008年よりF-1政策が拡大された3州2市では、2008年末頃からILHZの組織化がはじめ

られ、保健施設の合理化計画、リファラル・システム（再）構築計画、緊急産科ケア（Emergency 
Obstetric Care：EmOC）ネットワーキングの施設マッピングなどの調査が実施中か、実施が済
んでおり、F-1政策の実施が進行している様子が感じられた。今回の現地調査中にも、既にDOH
のグラントを受けて病院の拡張・改修工事が始まっている場所があった。また、域内のグッ

ドプラクティスを学んで生かそうとする試みもみられ、施設分娩を急上昇させたビリラン州

やILHZの組織化が成功した南レイテ州に見学に行く（った）RHUスタッフに複数出会うこと
があった。これらの地域において、MCP認証を受け分娩ケアを提供しているRHUや地区保健
所（District Health Center：DHC）はごく少ないものの、州・市政府の独自予算やDOHのグラ
ントによってRHU/DHCのMCP認証をめざす動きがあり、レイテ州では既に認証されたRHUが
6件、オルモック市では6件中5件のDHCが認証に向けて施設改修や機材調達を終えた段階に入
っていた〔基礎的緊急産科・新生児ケア（Basic Emergency Obstetric and Newborn Care：
BEmONC）研修は未実施〕。現地調査で訪問した施設の状況については、付属資料8を参照の
こと。 

 
２－２－３ サービス利用 
東ビサヤ地域各州における妊婦健診及び産後健診の利用状況について、過去2年の地域保健

サービス情報システム（Field Health Service Information System：FHSIS）の報告によるデータ
を以下の図に示した。 

 

                             
11  施設分布の詳細は、“Study on Mother and Child Health Situation in Eastern Visayas Region”, The JICA Philippine Office, September 

2009 を参照のこと。また、2008 年末～2009 年初めにかけて、米国国際開発庁（United States Agency for International 
Development：USAID）の支援する PRISM-IIプロジェクトによる母子保健（MCH）サービスの市場調査が実施された。 

12  PhilHealthの MCP認証については、付属資料 7を参照のこと。 
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全体的に、2007～2008年にかけて利用率が増加している傾向がみられる。2008年の実績を

みると、特にサマール州及びレイテ州において利用率が低くなっているほかは、70～80％程
度の利用が報告されている。RHUでは、住民の妊婦健診、分娩、産後健診などのサービス利
用状況の記録をターゲット・クライアント・リスト（利用者基本台帳）（Target Client List：TCL）
によって管理しており、このTCLのデータをベースにFHSISの年間報告書が作成されている。
分娩台帳や産後健診台帳は、妊婦健診のTCLに載った利用者情報をベースに作成するため、
RHU/DHCに妊婦健診に来なかった利用者については台帳から漏れる可能性があり、又今回の
現地調査では、妊婦健診・産後健診のサービスの質が十分管理されていない、台帳記入に際

してガイドラインが徹底されていないなどの場面も観察されたことから、利用率だけを取っ

て「質のよいサービスが利用されている」と結論づけるのは難しい。 
次に、分娩サービスの利用状況について、2006年に実施されたFP調査から全国及び東ビサ

ヤ地域の実績を抜粋したものが以下の図である。 
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      Source: 2006 Family Planning Survey (Final Report), NSCO 

 
分娩の介助者については、医師、看護師、助産師（Rual Health Midwife：RHM）のほかに、

伝統的産婆（Traditional Birth Attendant：TBA）や近親者などを含むその他の介助者に分けら
れ、東ビサヤ地域ではTBA・その他の介助が55％と半分以上を占めること、全体的にRHMの
介助が少ない（16％）のが特徴である（全国FP調査、2006年）。しかしこれには域内でも異な

Source: 2007& 2008 FHSIS Reports, DOH-CHDEV 
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る様相があり、例えばF-1政策重点サイトの3州では、75～93％が有資格の保健医療関係者（医
師・看護師・RHM）による介助となっているほか、レイテ州では自宅分娩が多いながらも有
資格の保健医療関係者による介助の割合は78％である（数値はFHSIS、2008年）。 
分娩の場所については、家・その他が非常に多く70％を占めており、全国平均58％とは10％

以上の開きがある。次に政府系の病院が22％、民間の病院・クリニックが7％と続いており、
公的部門のRHU/DHCやバランガイヘルスステーション（Barangay Health Station：BHS）のシ
ェアは、いまだ全体の1％程度にとどまっている（全国FP調査、2006年）。分娩場所について
も域内での違いは顕著で、タクロバン・オルモック市などの都市部では比較的病院のシェア

が大きく、F-1政策重点3州においても施設分娩のシェアが多い傾向がある。 
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    Source: 2006 Family Planning Survey (Final Report), NCSO 

 
２－３ 東ビサヤ地域における母子保健（MCH）分野の課題 
前述のとおり、東ビサヤ地域ではMCHの主要指標が全国平均に比べて低い水準となっており、

リスクの高い出産が多いにもかかわらず、特にF-1政策重点サイト以外の3州において、有資格
の保健医療従事者による出産介助や施設における分娩の割合がいまだ低い水準にある。こうし

た地域において、F-1政策や新MNCHN政策実施に向けた動きが観察される一方、今後、一定の
梃入れが必要と思われる項目も散見された。 
まず、州・町レベルのMCHに係る政策であるが、南レイテ州を除くほぼ全州においてFPの推

進を限定する内容の条例が出されている一方で、ビリラン州において発布されたTBA又はHilot
の分娩介助の制限や、施設分娩に対するインセンティブ付与等の条例は、他州ではまだみられ

ない13。 
次に、特にサマール、北サマールにおいて、医師の配置がないRHUが複数見られるほか、今

回現地調査対象となったレイテ州においてもBEmONCに格上げ予定のコミュニティ病院
（Community Hospital：CH）にBEmONCチームを構成する人員が不足し、包括的緊急産科・新
生児ケア（Comprehensive Emergency Obstetric and Newborn Care：CEmONC）に格上げ予定のDH
に、麻酔医や産科・小児科の専門医が不足している施設が存在する。また、施設分娩の促進に

向けた施設の拡張や機材の整備は一部地域である程度進んでいるものの、EmOC導入に際して必
要な技術研修を受けた医療従事者はごく少数であった。なお、BEmONC 及びCEmONCのサービ
ス内容については、付属資料9を参照のこと。 

                             
13 町レベルでは保健サービス利用料や TBAの分娩介助制限に係る規定がある所も存在するようであるが、これについては追加
的に情報が必要である。 
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さらに、レイテ州及びオルモック市におけるRHU及びDHCにおける聞き取り調査を通じて、
地域・州レベルの保健行政組織からの技術的な支援・助言の必要性が示唆される項目が以下の

とおり明らかとなった。 
・ 保健セクター運営予算（特に医薬品・物資調達や医療従事者への手当）の増額や適時の支

出・サービス利用料の制度化を含む町長・議会からの支援取りつけ 
・ MCHに係るTCLの記録やデータの分析と利用 
・ 妊産婦死亡や乳児死亡の原因追究と教訓の導出 
・ 妊婦健診や産後健診の質の確保（RHMをはじめとする末端の医療従事者の現職研修の機会
やスーパービジョンの拡大実施） 

・ 保健医療従事者による分娩介助と施設分娩ケアサービスの利用促進（需要喚起） 
・ 上記サービスへの貧困層によるアクセス確保 

 
保健財政については、レイテ、北サマール、サマール州政府の保健予算配分率は問題ないも

のの、施設・機材の維持管理や医薬品購入に充てる予算項目（Maintenance and Other Operating 
Expenses：MOOE）の割合が総じて低い。町レベルの財政については未調査であるが、レイテ州
やオルモック市で訪問したRHU/DHCにおいて、分娩ケアや妊婦健診に必要な医薬品・必要物資
のストック状況は悪く、避妊具はもとより、母子手帳（Mother and Child Book）やその簡易版〔妊
産婦用の記録カード（Home-Based Mother’s Record, or Pink Card：HBMR）〕がストックされてい
るRHU/DHCはごくわずかであった。利用者には不足分を近くの薬局・商店などで購買するよう
指導しているが、利用者が医薬品を買って服用したかまではモニタリングできていない。 

 
３．対象地域の選定 

３－１ 保健セクター改革（F-1政策）と保健省（DOH）の新母子保健政策（MNCHN政策） 
F-1政策は全国16の重点州から始まり、徐々に対象地域を広げ、2009年には全国において保健

投資計画が策定されるに至った。前章で述べたとおり、東ビサヤ地域においてF-1政策改革は、
南レイテ、ビリラン、東サマールの3州より開始されたが、残るサマール、北サマール、レイテ
の3州及びタクロバン、オルモック両市においても2009年までに保健投資計画が策定され、2010
年より本格的な実施が開始されることが計画されている。 

F-1政策に拍車がかかるなかで、MDGの達成に向けて遅れをとるMCHプログラムは最優先課
題とされ、MNCHN政策の実施へ向けた活動の強化が全国において推進されている。これを受け
て、国連は合同MCHプログラムの開始を決め、東サマール州とタクロバン市をその対象地域に
選定した。 

 
３－２ 選定のクライテリア 

F-1政策が州や市を基本単位として保健投資計画を策定のうえ実施されていることを尊重し、
本プロジェクトは対象地域を州あるいは市全体を対象とする方針をとることとした。また資源

の有効活用の観点から、F-1政策の重点州とされた3州（ビリラン、東サマール、南レイテ各州）、
並びに国連合同プログラム対象州（東サマール、タクロバン市）との重複を避ける方針とした。 
本プロジェクトは、MCHサービスの強化と有資格の保健医療従事者（SHP）の立ち会いによ

る施設分娩を推進することをめざしていることから、サービスを提供する施設における人材の
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配置状況はプロジェクトの目標達成に重要な前提条件と判断される。加えて、コミュニティレ

ベルでの継続的な活動の展開を可能とする治安状況も選定上の重要なクライテリアとされる。

これらの条件を総合的に検討した結果、レイテ州とオルモック市を本プロジェクトの対象地域

と選定した。 
F-1政策の実施が進むなかで、各自治体による施設マッピングは既に行われており、緊急産科

施設として格上げされる対象施設が決定している。本プロジェクトでは、基礎的産科救急施設

の強化をめざし、キャパシティ・ビルディングと機材供与を中心として支援する計画である。 
 
４．プロジェクト基本計画 
プロジェクトの協力期間は、R/D署名（2010年3月頃を予定）を経て、2010年7月～2014年6月頃

までの4年間を計画している。 
プロジェクトの対象地域は、上述のとおりタクロバン市（独立市）を除くレイテ州（人口約134

万人）、及びオルモック市（独立市：人口約18万人）である14。対象地域内の主要介入先について

は、フィリピン側のカウンターパートとレイテ州・オルモック市内の保健医療施設のうち、プロ

ジェクト支援によってBEmONCの提供が見込まれる2病院（Community Hospital）、23ヘルスセンタ
ー（レイテ州内18RHUとオルモック市内5DHC）とした。同時に、地方政権の保健行政、及びコミ
ュニティ主体のMCH活動を梃入れすることで当該地域の基礎的緊急産科システムが一層強化され
ることをねらいとし、上記対象施設の保健区域を管轄する町役場（Municipal Local Governmental 
Unit：MLGU）、それら保健区域内の村（バランガイ）に属する女性の健康チーム（Women’s Health 
Team：WHT）を主要対象組織とした。 
プロジェクトの具体的な内容は、以下のとおりである。 

 

項 目 内 容 

プロジェクト目標 妊娠から産後ケ

アまでの母子の安全とケアの確保 
東ビサヤの対象地域において安全な分娩及び産前産

後のケアを受ける妊産婦及び新生児が増加する。 

成果１ 保健施設の改善（機材供与） BEmONCサービス提供施設、又はMNCHN行政令を実
践する施設が増加する。 

成果２ 保健人材の研修 公的部門の保健医療従事者のBEmONC/MNCHNサー
ビスに係る専門技術が向上する。 

成果３ 保健行政強化 質の高いBEmONC/MNCHNサービスを確立・維持す
るための保健省東ビサヤ地域局（DOH-CHDEV）及び
州保健局（PHO)・市保健局のマネージメント機能が
向上する。 

成果４ バランガイの「WHT」強化 BEmONC候補施設の保健区域において女性の健康チ
ームが組織化され、運営される。 

成果５ 地方自治体（Local Govern- 
mental Unit：LGU）への働きかけ（予
算、条例、貧困層の保険加入など） 

BEmONC候補施設の保健区域において、妊婦（とそ
の家族）がBEmONC/MNCHNサービスを得るための
政策的援助が向上する。 

                             
14  レイテ州及びオルモック市の人口は、東ビサヤ地域の 38％に相当する（2008年統計）。 
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本プロジェクトにとって先駆的な役割を果たしたMCHプロジェクト（2006年4月～2010年3月）
の成果を継承して、プロジェクトの目標はSHP介助による分娩と施設分娩の増加を目的とし、公的
保健施設におけるサービス提供の改善（人材研修、機材供与）、行政組織強化（地域、州/市、保

健地域、町レベルの制度づくり、モニタリング強化）、コミュニティ・ボランティアの動員（WHT
設置）、LGUへの働きかけ等の活動を実施する。施設強化は基礎的緊急産科ケア（Basic Emergency 
Obstetric Care：BEmOC）に限定し、州病院等における包括的緊急産科ケア（Comprehensive Emergency 
Obstetric Care：CEmOC）についてはフィリピン側で実施することとし、JICAの直接的投入（機材
供与等）は実施しない。 

MCHプロジェクト終了時評価（2009年10月）からの教訓として、施設分娩を推奨しTBA又はHilot
の介助を禁止する条例・決議やWHT活動への地域社会からの支援が住民レベルでの関心の強化や
サービス利用の増加を推進した大きな要因であった。本プロジェクトでは州・市レベルの実施委

員会議長に州知事・市長をおくとともに、活動レベルにおいても保健行政官から自治体意思決定

者への働きかけ（貧困層の社会保険加入、関連の条例・決議採択、保健施設及び出産介助関係者

への料金収入の還付等）を活動の柱のひとつに加えることとした。 
 
５．プロジェクトの実施体制とプロセス 
５－１ 実施主体 
プロジェクトは、次の役職のリーダーシップの下に実施される。 
1）プロジェクトディレクター：プロジェクト管理と実施全体の責任を負う。 
 受任者：DOH次官（保健運営協力チーム） 

2）プロジェクトマネージャー：プロジェクト運営と技術面での責任を負う。 
 受任者：DOH/BIHC局長 

3）テクニカルコーディネーター：プロジェクトの技術的側面と、MNCHN政策行政令に基づ
くMCH・栄養にかかわる政策と指針との整合を図る。 
 受任者：DOH/MNCHN政策タスクフォース長 

4）プロジェクトコーディネーター：LGUへの技術運営指導及び調整に対して責任を負い、プ
ロジェクトの円滑な実施を推進する。 
 受任者：DOH-CHD EV局長 

5）LGUコーディネーター：レイテ州又はオルモック市のプロジェクト実施に対して責任を負
う。 
 受任者：レイテ州PHO局長、並びにオルモック保健局長 

 
５－２ 合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC） 
プロジェクトの有効かつ確実な実施のため、以下の機能をもつJCCを、プロジェクトディレク

ター・DOH次官（保健運営協力チーム）を議長とし設置する。委員会の構成については、付属
資料2のとおり。 
イ）プロジェクト年次計画の承認を行う。 
ロ）プロジェクトの見直しと評価を行う。 
ハ）プロジェクトが内包し得る問題、又はプロジェクトに影響を及ぼし得る外部要因に対す

る打開策を講じる。 
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５－３ 地域運営委員会（Regional Management Committee） 
プロジェクト実施地域において以下の機能をもつ地域運営委員会を、プロジェクトコーディ

ネーター/DOH-CHD EV局長を議長とし設置する。委員会の構成については、付属資料2のとお
り。 
ニ）プロジェクト年次計画を作成する。 
ホ）プロジェクト年次計画の見直しを行う。 
ヘ）プロジェクトが内包し得る問題、又はプロジェクトに影響を及ぼし得る外部要因に対す

る打開策を講じる。 
 
５－４ プロジェクト執行委員会（Executive Committee：EC） 
以下の機能をもつECを、レイテ州・オルモック市の各々の首長を議長とし設置する。委員会

の構成については、付属資料2のとおり。 
ト）州/市ごとのプロジェクト年次計画を作成する。 
チ）プロジェクト実施過程において生じた問題又は懸念事項について協議し、適切に対応す

る。 
 
５－５ プロジェクト実施上の留意点 
５－５－１ 記録媒体（母子手帳など）の確保 
 調査当初、東ビサヤ地域内ビリラン州にて既に活用されている母子手帳がレイテ州・オル

モック市においても一定の普及をみているものと予測していたが、2-2-3で述べたとおりの実
情が明らかとなった。これを踏まえ、プロジェクトの準備段階でDOH-CHD EVがPHOあるい
はMLGUを通じ、各町保健局に向けて母子手帳を供給することとなった。今後、供給地域の
文化・社会的背景を考慮に入れた書式やイラスト等の開発をサポートするとともに、母子手

帳あるいはHBMRの調達や予算確保がMLGUを主体として行われるよう、必要な助言を行って
いくこととする。 

 
５－５－２ 保険還付制度〔妊産婦ケア・パッケージ（MCP）、新生児ケア・パッケージ（Newborn 

Care Package：NCP）〕の活用 
MCHプロジェクト（2006～2010年）終了時評価の結果、PhilHealthのMCP及びNCP15の施設

及び利用者に対する還付率が想定されていたよりも低いことが明らかとなった。本プロジェ

クトを通じて、PhilHealthによる医療保障制度が機能し、施設及び利用者に必要な利益が還元
されるよう、次の点に配慮して協力を行うこととする。 
 1）保険利用によって得られる利益が、利用者やヘルスワーカーに十分理解されるよう、保
険加入と制度利用の利点について、①施設のキャパシティ向上と②利用者のニーズに応え

る視点の双方から、保健医療従事者の意識を高める。 
 2）MCPとNCPの認証（保健施設の制度利用申請）を促す。また、複雑な書式利用等による
ヘルスセンター職員の業務負担が過剰とならないよう、PHO・市保健局がリーダーシップ
をとり手続き面でのサポートを併せて行う。PhilHealthから施設への給付手続きが迅速に行

                             
15  MNCHNの実施要領によれば、RHU/DHC、BHSのレベル（非病院）では、NCPは、MCPに含まれている。 
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われるよう促す一方、機材・消耗品購入やヘルスワーカーのインセンティブ確保等による

施設の運営と維持に向けて必要な助言を行う。 
 3）利用者の保険利用に際しては、様々な欠格事項（4回目以降の出産である、初回の産前検
診を受けていない、保険料未納等）が定められており、保健医療サービスの提供に格差が

生じる要因となっている。住民が公平にサービスを利用できるよう、各自治体のユーザー

フィー制度の活用や、PhilHealthの被援助世帯に対する自治体予算での保険加入を促す等、
利用者の状況に応じて柔軟にサービスを提供できる環境づくりを行う。 

 
５－５－３ 米国国際開発庁（USAID）との連携 

USAIDはJICAの対象地域を含む東ビサヤ地域において保健セクター支援の戦略を策定し、
DOHと協議する予定である。実施が検討されている支援は以下のとおりであるが、MCHと関
係の深い課題については今後JICAプロジェクトと補完的な連携を検討する。 
○ 地方保健システム強化（HealthGov） 
○ 民間セクターの家族計画（PRISM） 
○ ヘルスプロモーション/コミュニケーション（HealthPRO） 
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第３章 プロジェクト実施の妥当性 
 
１．妥当性 
本協力の内容は、（1）政策上の優先度も高く、フィリピン政府の母子保健（MCH）政策や日本

の協力方針とも整合性があり、（2）対象地域の選定も適切であり、（3）受益者のニーズとも合致
しているといえ、妥当性は高いと考えられる。また、（4）公共性・公益性も確保されており、（5）
可能な範囲内で援助協調の環境にも配慮されている。ただし、2008年9月に発表された保健省の新
たな母子保健政策（MNCHN政策）の実施に向けた体制整備は現在でも継続中であるため、本協力
が具体的な活動を実施する際には、随時変更内容を確認しながら実施していく必要がある。以下

に詳細を説明する。 
 
 （1）本協力の目標（妊産婦・新生児死亡減少）は、フィリピン政府開発政策・保健政策上の優

先度が高く、本協力の内容は、同政策や実施要領に沿った内容である。また、日本の対フィ

リピン援助計画との整合性がある。 
 

フィリピン政府は、ミレニアム開発目標（MDG）中期進捗報告（2007年)16のなかで、「全

体的に目標達成の可能性が高い」一方で、初等教育と並んで「妊産婦の健康改善に更なる努

力が必要」としており、「達成のための努力は最大の国家関心事」であるとしている。こうし

た状況に対処するため2008年9月9日、保健省（DOH）はMNCHN政策を打ち出し、妊産婦死亡
及び新生児死亡の減少への具体的な施策を示している。 
本協力は、上記MNCHN政策にのっとって計画されており、その実施要領17の内容にも沿っ

た支援である。さらに、本協力は対象地域であるレイテ州政府及びオルモック市政府の保健

投資計画18の内容にも沿ったものであり、本調査期間中実施したステークホルダー会議におけ

る協議では、本協力の内容が2010年の年次計画書19に統合されることが合意された。ただし、

実際の活動実施にあたり、母子保健（MCH）に係る複数の現職研修内容のレビューとモジュ
ール整理、フィリピン健康保険公社（PhilHealth）の妊産婦ケア・パッケージ（MCP）認証内
容の変更や遠隔地における通常分娩施設の扱いなど、中央DOH内で詳細が詰められていない
点もあり、本協力が具体的な活動を実施する際には、DOHの政策の変更・改訂内容を確認し
ながら実施していく必要がある。 
日本政府の国別援助計画では、1）雇用機会の創出に向けた持続的経済成長、2）貧困層の

自立支援と生活環境改善、3）ミンダナオにおける平和と安定、を3つの重点分野に掲げてお
り、そのうち（2）では地域の視点を重視した生計向上や保健・教育など基礎的社会サービス
の拡充に係る支援を行うとしており、本協力はその計画に沿っているといえる。 

 
 （2）本協力の対象地域及び対象施設の選定は、受益者のニーズや適正な事業実施に必要な条

件、開発パートナーとの重複回避などのクライテリアに沿って行った点、選定の協議プロセ

                             
16  Philippines Midterm Progress Report on the Millennium Development Goals, 2007, Philippine Government 
17  "Implementing Health Reforms for Rapid Reduction of Maternal and Neonatal Mortality: Manual of Operations" 
18  Provincial-wide/City-wide Investment Plan for Health（PIPH、CIPH）と呼ばれる。 
19  各自治体保健局は上記保健投資計画に沿って年間の具体的活動・予算書を作成しており、Annual Operation Plan: AOPと呼ばれる。  
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ス、相手側の希望に対応した点において、適切であった。 
 

本協力の対象地域の選定にあたり、JICAフィリピン事務所は対象地域選定のクライテリア
案を作成し、調査団とともに必要情報を収集するとともに、中央DOHのMNCHN政策タスクフ
ォース及び保健省東ビサヤ地域局（DOH-CHD EV）と協議を重ねてきた。対象地域選定のク
ライテリア20（下記）は、受益者のニーズ、適正な事業実施に必要な条件、開発パートナーと

の重複回避等が含まれている。 
 
（ア）対象地域選択の単位は自治体間保健連携ゾーン（ILHZ）とし、州/独立市レベルをカ

ウンターパートとする 
（イ）施設分娩率の低い、又は有債務の保健医療従事者（SHP）による分娩介助率の低いILHZ

を優先する 
（ウ）町保健所（RHU）と地区保健所（DHC）レベルにおけるMCP認証と基礎的緊急産科・

新生児ケア（BEmONC）をサービス向上の主目標とする 
（エ）RHUやDHCにおけるBEmONCチーム〔医師・看護師・助産師（RMH）〕の配置を初

期条件とする 
（オ）MCHサービス実施に係る地方自治体（LGU）のコミットメントを重要視する 
（カ）（追加的検討項目）DOHによる施設の改善への投資がある施設を優遇する 
（キ）（追加的検討項目）草の根無償、JOCVの配置など、ほかのJICA支援がある施設を優

遇する 
（ク）（追加的検討項目）米国国際開発庁（USAID）との連携可能性がある地域は優遇する 
（ケ）（追加的検討項目）平和と秩序（治安）に係る問題/懸念がある市町村は選択対象外と

する 
（コ）（追加的検討項目）ほかの開発パートナーによる強力な支援がある地域は対象外とする 

 
また、DOH側からは、開発パートナーが協力対象地域を選択する際に、数の限られた市町

村を選択して活動を集中させる方式ではなく、選択した州・独立市内全域を対象、それが困

難な場合にはILHZ単位で選択してほしいとの希望があった。 
協力対象となる保健施設の選定については、本協力では先行プロジェクトの経験から末端

の出産施設整備を重視し、まずはBEmONCの施設を優先的に支援すると同時に、緊急産科・
新生児ケアのリファラルが全体として機能するよう、包括的緊急産科・新生児ケア（CEmONC）
の強化はDOHのMNCHN政策基金でカバーされるようDOH-CHD EVと合意している。BEmONC
候補施設についても、地方政府の保健投資計画の一部をなす「女性の健康・母性の安全のた

めの施設ネットワーク投資計画」（又は「施設マッピング｣)21に基づいて選択しており、適切

であるといえる。コミュニティに一番近い末端の分娩施設となり得るバランガイヘルスステー

ション（BHS）については、BEmONC候補施設（RHC）の傘下にある施設を対象とし、BHS
に常駐・巡回するRHMへの技術支援、女性の健康チーム（WHT）強化、政策的支援の確保な

                             
20  各クライテリアにおける調査結果は付属資料 10を参照。 
21  The Women’s Health Safe Motherhood Facility Network Investment Requirements” 
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どの活動が実施される。 
 
 （3）本協力内容は、ターゲットグループである妊産婦や新生児、又直接的に便益を受ける保健

医療従事者のニーズにおおむね合致しているといえる。 
 

東ビサヤ地域では全国平均に比べ、妊産婦死亡、新生児死亡の割合が多く、家族計画（FP）
の普及が限定されており、ハイリスク出産が半数を超えていると考えられる22ことから、緊急

産科・新生児ケアサ（Emergency Obstetric and Newborn Care：EmONC）ービスへのアクセスを
高めることが必要とされている。アクセスのよい場所では、妊産婦やその家族は医師が常駐

する施設での分娩に安心感をもつ傾向も見られる一方で、交通費、夜の移動、小さな子ども

の世話役探しなどの様々な機会費用を伴う施設分娩ではなく、自宅分娩を好む傾向があり、

特に貧困層にその傾向が強い23。したがって、施設分娩を進めるうえでは、妊産婦やその家族

の理解と説得を求めつつ、コミュニティや自治体による貧困層への支援が重要となり、本協

力では、アウトプット4及び5にそうした活動項目を設けている。 
また、本協力でより直接的な便益を受ける有資格の保健医療従事者（医師、看護師、RHM

を指す）の訓練ニーズも高い。RHU/DHCで通常分娩を扱い始めた施設も複数あるが、緊急産
科ケア（Emergency Obstetric Care：EmOC）や新生児ケアなどの訓練は、現時点では極めて限
定的である。 

 
 （4）本協力は、よりコミュニティに近い保健施設においてEmONCサービスが提供されるような体

制を整備することに加え、貧困世帯に配慮したコンポーネントが含まれており、総じて公益性が

確保されているといえる。 
 
東ビサヤ地域では、分娩を含む母子保健（MCH）サービスを提供する民間の病院・クリニ

ックは主に都市部にあり、それ以外の地域では政府の病院や保健所、及び伝統的産婆（TBA）
が主なプロバイダーとなっている。また、こうした民間のサービスは、公的セクターと比べ

て割高で、社会福祉開発省（Department of Social Welfare and Development：DSWD)/地域局に
よる支払い免除制度の活用も困難であると考えられる。したがって、地理的にも金銭的にも

比較的アクセスのよいRHU/DHCを通じて、妊産婦・新生児死亡低下の鍵を握る産科・新生児
ケアサービスの提供を強化するものであり、公共性は十分確保されているといえる。 
さらに、本協力には、施設分娩サービス利用の需要を喚起する際に、特に保健施設の利用

やアクセスに問題が生じやすい貧困層に対する政策的な支援を確保するためのコンポーネン

ト（アウトプット5）が含まれている。 
 
 （5）本協力は、援助調整の環境に可能な範囲内で配慮し、政府プログラム（DOHを通じたEU/

世界銀行支援含む）及び他開発パートナー（USAID）による支援との相乗効果を想定してお
り、又国連共同プログラムとも対象地域を分担して実施している。 

                             
22  2006年の FP調査によれば、全国平均では、約半数がハイリスク出産である。 
23  National Demographic and Health Survey (NDHS), 2003 
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援助協調の進むフィリピン政府の状況において技術協力プロジェクトという形態での協力

は実施しにくい環境24にある。本調査では、DOHや地方政府の政策・計画の内容を詳細に至る
まで把握し、その計画に統合された形での事業デザインに努め、リソース・シェアの協議を

実施した25。また、USAID（PRISM-II、HealthGov）との共同ミッションや連携内容の協議を行
い、又国連機関（UNICEF）や世界銀行への聞き取りからプログラムの重複を避けるなどの配
慮を行った。プロジェクト実施中においても、Transaction Costを低下させる配慮（USAIDとの
合同ミッションや合同運営会議、既存のプログラム・レビューへのモニタリング活動の統合

など）により、相手側の負担が軽減されるような実施プロセスの実現が期待される。 
 
２．有効性 

本協力の事業デザインは、（1）論理的で達成可能性を考慮している点、（2）妊産婦及び新生児死
亡減少の方法として実証されたエビデンスに沿い、東ビサヤ地域のパイロットサイトで効果をあげ

た先行プロジェクトの教訓を汲んで構成されている点から、有効性が確保されていると判断できる。 
 
 （1）プロジェクトの構成は、論理的であり、又プロジェクト目標はプロジェクト実施期間内に

達成可能と予測されるレベルに設定されている。 
 

プロジェクトのロジックを示す図を以下に示した。本プロジェクトには、サービス提供側

の体制整備と強化に資するコンポーネント（アウトプット1、2、3、及び一部アウトプット4、
5）とともに、利用者側の需要と利用を容易にするような支援を喚起するコンポーネント（ア
ウトプット4と5）が両方含まれている。サービスの供給側だけでなく、需要側にも梃入れす
ることで、結果としてサービスの利用を改善する構造となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                             
24 フィリピンにおけるパリ宣言のモニタリング結果については、”2008 Survey On Monitoring The Paris Declaration: Making Aid 

More Effective by 2010”, OECD 2008を参照のこと。 
 [http://www.oecd.org/dataoecd/53/59/41952105.pdf] 
25  前項「妥当性」(1) を参照のこと。  
 

東ビサヤ地域の
対象州・市にお
いて妊産婦と新
生児が安全な妊
婦ケア、出産ケ
ア、産褥産後ケ
アを受けられる

アウトプット1 
BEmONC/MCH
サービスを提供
している施設が
増加する 

アウトプット2 
MNCHN/BEmON
サ ー ビ ス を 提
供 す る た め の
政 府 の サ ー ビ
ス 提 供 者 の 技
術 ス キ ル が 向
上する 

アウトプット3
BEmONC/MNCH
Nサービスを導
入 し 質 を 維 持
す る た め の 関
係 組 織 の 機 能
が強化される 

アウトプット5
妊産婦とその家
族に対する政策
的な支援が強化
される 

アウトプット4
女性の健康チー
ムが組織化され
活動を継続する 

プロジェクトのアウトプットからプロジェクト目標へのロジック（外部条件を除く） 
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プロジェクト目標は、具体的には以下の項目を達成することをめざしており26、ベースライ

ンと介入活動等スコープなどの条件を考慮したうえで、達成可能と考えられる目標値を設定

している。そのため、一部の指標は国家の目標達成値より低いものも含まれる。 
 

（ア）50％（レイテ州)/65％（オルモック市）の出産が保健施設で扱われる 
（イ）70％の妊婦が最低4回産前検診を受ける 
（エ）80％の妊婦が新生児/乳児を連れて産後健診を最低1回受ける 

 
上記指標（ア）については、国家目標が80％となっているものの、ベースライン値を使っ

た介入のシミュレーション27をした結果、達成可能と考えられる数値を提示している。ただ

し、現時点では分娩施設として整備するのはRHU/DHCレベルまでとなっているため、施設分
娩率の目標達成にBHSレベルの整備が必要か否かは中間評価の時期に見極めが必要と考えら
れる。 
 （イ）に関しては、現時点では妊婦健診3回以上の割合のベースラインしかなく、妊娠初期
を含む4回以上に指標を変更した場合に現在の指標値より激減する可能性があるため、国家目
標値の80％より低い70％とした。（ウ）は、既にベースライン値が高いものの、データの信
頼性に問題があることが推測されるため、80％をめざすこととしている。なお、SHPによる出
産介助比率については、施設分娩向上に重点を置くDOH側の希望によりプロジェクト目標指
標から外してあるが、モニタリング用の指標として適宜地域保健サービス情報システム

（FHSIS）報告から引用することも有用であろう。 
指標の適正度については、（ア）～（ウ）までの指標は、すべてFHSISのデータから抽出可

能なデータとなっており、コスト・時間・労力の面での負担は最小限にとどめられている。

しかしながら、データの信頼性に一部問題があるため、他の開発パートナーとも連携しなが

ら指標の定義などを末端まで徹底させる必要がある。また、新生児へのサービス内容を把握

する指標が限定されているため、中央DOHのMNCHN政策タスクフォースによるデータ整備事
業の進捗を見ながら、適宜追加していく必要がある。 
なお、これらの指標を改善するにあたり、外部条件として以下の4点が考えられ、これらの

項目についてモニタリングをする必要がある。 
 

（エ）MCHに係る国家・地方政策の安定 
（オ）CEmONCサービス提供予定施設へのDOHによる支援確保 
（カ）訓練を受けた医療従事者による職務継続 
（キ）BEmONC及びCEmONCサービス提供施設への道路の維持・メンテナンス 

 

                             
26 プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）にある目標値すべて、ステークホルダー会議におい
て DOH-CHDEV、レイテ州・オルモック市の保健局代表者と合意した内容となっている。 

27 シュミレーションの詳細については、付属資料 11を参照のこと。 
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 （2）プロジェクトのアプローチは現在までに蓄積されたエビデンスに沿っており、又、現存す
る問題に対処しているため適切といえる。 

MNCHN政策の内容は、妊産婦死亡・新生児死亡の減少にその有効性が実証されたエビデン
スに沿って構成されている。約半数のお産が少なくともひとつのリスク要因を伴うとされる

フィリピンにおいて、FPの推進とEmONC整備という政策内容は適切であると判断でき、その
なかで後者の実施体制整備を支援するプロジェクトの内容も適切と判断できる。 
より具体的には、本プロジェクトはMNCHN政策で列記された4つのリスクのなかで、リス

ク2：妊娠中の適切なケアが確保できない、リスク3：SHPの介助や緊急出産ケアへのアクセス
がない、リスク4：母親と新生児が適切な産褥期・産後ケアを受けられない、という3つのリ
スクに対処するものである。リスク1：時期的に好ましくない、未計画である、望まれない、
又は周囲からの支援が受けられない妊娠を回避する部分に関しては、同地域で活動が予定さ

れるUSAIDとの連携によって補完される計画となっており、全体として包括的なアプローチ
となっている。 
また、先行プロジェクトの教訓から1）LGUの政治的リーダーの効果的巻き込み、2）あら

ゆる保健医療従事者間28の活発な相互作用や相互学習」による地域ニーズに対応した効率的な

保健サービス提供体制の創出、3）複数の階層（中央からバランガイまで）及び複数のセクタ
ー（保健行政、地方行政、等）におけるステークホルダーのコーディネーションの重要性な

どが指摘されている。本協力では、こうした教訓を活用し、政治的リーダーの意図的な巻き

込み（アウトプット5）や、相互学習やステークホルダーのコーディネーション促進のための
地方行政及び保健行政組織の強化（アウトプット3）、そして保健システムの複数の層への介
入などをプロジェクトのデザインに織り込んでいる。 
上記のとおり、事業デザインは有効性を考慮して構成されているほか、アプローチの有効

性に関して、事業実施中に母体死亡・新生児死亡の症例レビューを実施することにより原因

をモニタリングし、必要に応じてプロジェクトのアプローチの適切性を再確認する活動が盛

り込まれている。 
 
３．効率性 

本協力では、先行プロジェクトと同様のアウトプットをより広い対象地域で達成をめざしてい

ること、JICAや他の開発パートナーによる先行プロジェクトで得られたリソースやノウハウ（研
修講師、経験の共有、ILHZ組織化など）を活用していること、国連組織との介入地域のデマーケ
ーションや政府プログラム・USAIDとの連携などで、重複を避け相乗効果を狙っていること、な
どを総合的に考慮して、効率性に配慮したデザインと判断できる。以下に詳細を説明する。 
 
 （1）先行プロジェクトと比較して面積、人口、対象施設の規模が大きくありながら、同様の成

果を達成するために、活動項目の内容を一部変更し、バランガイレベルの活動について直接の

介入・支援を減らし、保健行政の仕組みに対する介入を増加させている。その変更点が、果た

してアウトプットの創出に有効であるかどうかを見極めるのは現時点では難しい。また、複数

                             
28 多層にわたる保健医療従事者〔ガイドライン設定組織、州保健局（PHO）・町保健局（Municipal Health Office：MHO）レベ
ルのプログラム実施主体、町・バランガイレベルの活動実施主体である保健所の保健医療従事者〕の間で相互交換・学習が
観察されたとある。 
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の資金源を組み合わせたプロジェクトの投入が円滑に供給されるためには、DOH、LGUによる
協力が欠かせないため、DOH-CHD EVによるステークホルダー間の調整が重要となろう。 
面積では28倍、人口規模では8倍の対象地域において同じ成果を達成するためには、種類の

異なる活動を提案せざるを得ず29、それらがアウトプットの創出に有効であるかどうかを見極

めるのは現時点では難しい。特にアウトプット5の成果に対し、バランガイレベルでの非保健
セクターの関係者を巻き込んだ母子保健推進活動（social mobilization）への直接的な支援を割
愛する構成30となり、その代替としてILHZの技術管理委員会（Inter-local Health Zone Technical 
Management Committee：ILHZ-TMC）・理事会を通じたLGUへの間接的なアドボカシー活動が
据えられている。したがって、この代替案（アウトプット5）の成功裏の実施に期待がかかる
が、これにはアドボカシーの努力が町レベル、バランガイレベルのsocial mobilizationにつなが
るような戦略が必要であろうと考えられる。 

 
 （2）DOHのMNCHN政策は、コスト効率に係るエビデンスに応じた内容であり、予算が確保され

る限りにおいては費用対効果に問題はない。 
 

現在までに蓄積された妊産婦/新生児死亡削減のためのエビデンスによれば、MDG達成のた
めにはコミュニティ・家族での活動、妊婦検診や自宅分娩などのアウトリーチに加えて、出

産時・産後の臨床介入を加えた統合的な実施が不可欠であるとされ、予算が許す範囲内で実

施することが望ましいとの見解が主流となっているため、適切であるといえる。 
 
 （3）本プロジェクトには、以下に述べるような費用対効果を向上させる工夫が織り込まれてお

り、効率性に十分配慮していると判断できる。 
 

本プロジェクトでは、JICAや他の開発パートナーによる先行プロジェクトで得られたリソ
ースやノウハウ（研修講師、経験の共有、ILHZ組織化など）を活用している。また、国連組
織との介入地域のデマーケーションや同地域で支援を展開するUSAIDとの連携、及びDOHに
よるMNCHN政策実施のための各種基金との資金源の補完など、重複を避け相乗効果を狙う構
成となっている。さらに、本調査では効率的な事業実施のために、中央DOH、DOH地域局、
州・独立市のステークホルダーら相手側と協議を重ね、プロジェクトの実施体制やプロジェ

クト関連組織の役割を整理し、日本側の機材投入内容等を合意した。 
 
４．インパクト 

ここでは、（1）上位目標と指標設定の適切さ、（2）外部条件が満たされる可能性、（3）波及
効果の見込み、（4）負のインパクトの可能性、について検討した。 
 

                             
29 先行プロジェクトの支出実績を参考にしながら、本プロジェクト対象地域の規模で必要な投入量を試算し、可能な活動項目
を査定した。 

30  Community mobilizationについては、各バランガイが自主的・恒常的に実施している保健教育活動など、コミュニティ独自の
活動実施を期待。 
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 （1）上位目標と指標の設定の適切さ 
本協力では、上位目標は「妊産婦と新生児の死亡が減少すること」とし、指標は東ビサヤ

地域の妊産婦死亡比(MMR)/新生児死亡率(NMR)、及び対象地域であるレイテ州及びオルモ
ック市の妊産婦/新生児死亡数の傾向で設定した。プロジェクト目標の目標指標及びモニタリ

ング指標のレベル（有資格の保健医療従事者による介助率や施設分娩の割合）と上位目標レ

ベルの指標（MMR/NMR）間には開きがあるが、この2つの指標が連動することは世界的にも
知られており、プロジェクト介入の直接的な成果がMMR/NMRの低下につながるロジックは
正当なものと考えられる。これに加えて、プロジェクト目標の指標でもある「対象地域にお

ける施設分娩率」の目標値を上げた指標を設定している（下記参照)。 
 

（ア）東ビサヤ地域のMMRが2008～2018年までの間に年間2.9以上のペースで減少する
〔ベースラインは2008年国家人口保健調査（NDHS）で入手の可能性有〕31 

（イ）東ビサヤ地域の新生児/乳児死亡率が2008～2018年までの間に年間0.63/1.05 以上の
ペースで減少する（ベースラインは2008年NDHS報告で入手の可能性有)32 

（ウ）レイテ州及びオルモック市の妊産婦死亡数が、2008年から事後評価時点までに減少
傾向に転じる（2008年ベースライン：Leyte 17, Ormoc 11） 

（エ）レイテ州及びオルモック市の新生児死亡数が、2008年から事後評価時点までに減少
傾向に転じる（2008 baseline：Leyte 79, Ormoc 18） 

（オ）レイテ州及びオルモック市の施設分娩の割合が、事後評価時点までに80％に増加す
る（国家政策で設定された目標値） 

 
指標データの有用性について、妊産婦死亡、新生児死亡のデータは業務統計の信頼性に限

界があり、数年ごとに入手可能な標本調査（NDHSやFPサーベイ等）の値をとることが望まし
い。その一方、こうした標本調査は州・独立市レベルでの数値は算出しないため、3、4の指
標は業務指標で入手せざるを得ない。妊産婦/新生児の死亡数は、施設分娩の普及や新生児死

亡統計の改善により一時的に増加する可能性が高いが、事後評価時点ではある程度効果の検

証が可能であろうことが期待される。 
 
 （2）外部条件が満たされる可能性 

妊産婦死亡が低下するためには、EmONCの充実に加えて、効果的なFPの実施を通じリスク
の高い妊娠や望まれない妊娠が抑制されることも重要な必要条件である。米国の専門組織

“Guttmacher Institute”の調査によれば、フィリピンでは毎年310万件余りの妊娠があるなかで
その15％は人工妊娠中絶につながり、31％は望まれない妊娠であると報告されており(2006
年)33、東ビサヤ地域はビコール地域と並んで望まれる子ども数と実際の子ども数の差が全国

で1番大きい地域でもある34。したがって、効果的なFPの欠如は上位目標達成への大きな阻害

                             
31  1996～2006年のフィリピン全国の MMRの年平均減少値 2.9を上回るものと設定した。 
32  1988～2008年のフィリピン全国の乳児死亡率の年平均減少値 1.05を上回るものとし、2003年の NMR/IMR比から NMRの年
平均減少値を 0.63以上と設定した。 

33  “Unintended Pregnancy and Induced Abortion in the Philippines,” The Guttmacher Institute p.11 
34  “Unintended Pregnancy and Induced Abortion in the Philippines,” The Guttmacher Institute p.11 
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要因ともなり得るため、妊産婦死亡症例分析（Maternal Death Review：MDR）新生児死亡症例
分析（Neonatal Death Review：NDR）等を通じ、現状をモニタリングすることが重要である。 
その他の外部条件については満たされる可能性が高いと考えられるが、中間評価時期には

その実情を調査する必要があろう。 
 

 （3）波及効果の見込み 
本協力において、最も直接的に裨益を受けるグループは、主要カウンターパートである

DOH-CHD EVのスタッフのほか、対象地域（レイテ州・オルモック市）の保健行政従事者、
保健医療従事者と並んで、妊産婦及び新生児である(下記)。 

 

直接・間接的な受益者 受益者の規模（4年間、概算*） 

保健行政従事者 
DOH-CHD EV、レイテ州・オルモック市保健

局スタッフ 
保健医療従事者 
(Skilled Health Professionals) 

340名（対象地域全体の80％に相当） 

レイテ州優先地域**妊産婦数 約8万300人（州全体の41％に相当） 

レイテ州優先地域新生児数 約5万6,400人/年（州全体の42％に相当） 

オルモック市妊産婦数 約2万7,400人 

オルモック市新生児数 約2万1,000人 

* 数値は目安（妊産婦数を人口の3.5％とし、新生児数を出生数と同数と仮定した。4年間の概算値については、
2008年人口統計・人口増加率を基に2010年7月～2014年6月の各値を推計した）** 優先地域とはBEmONC
候補RHUの保健区域（18自治体）を指す。 

 

しかしながら、本協力では、東ビサヤ地域の各保健組織によるMNCHN政策の実施能力強化
を支援するコンポーネントが入っており、上表で述べた受益者を超えた同地域内での波及効

果がある程度期待できる。具体的には、DOH-CHD EVによるガイドライン策定、研修実施や
教材作成機能の強化だけでなく、東ビサヤ地域医療センター（East Visayas Regional Medical 
Center：EVRMC）の研修機能の強化によるBEmONC臨床研修の導入が計画されている。また、
東ビサヤ地域局はMNCHN政策実施のために、施設・機材・訓練費用にイヤーマークされた予
算枠をもっており、したがって、本協力の対象地域とならない州や市へ効果が波及する仕組

みとリソースは、ある程度確保されているといえる。 
さらに、先行プロジェクトのように、政策や実施要領の改善に有用なレッスンがプロジェ

クト実施を通じて得られた場合、政策への波及効果も期待できる。例えば、本協力からは、1）
比較的地理的に小さな地域において成功した先行プロジェクトの介入パッケージが、面積が

大きくアクセスの悪い地域を多く含む州においてどの程度活用可能であるか、2）地域のリソ
ースを効果的に動員したといわれる町・バランガイレベルにおけるsocial mobilization活動は、
本プロジェクトのILHZを通じたアドボカシー活動によってどの程度引き出せるのか、などの
点で、MNCHN政策の実施に有用な示唆を含んでいる。したがって、こうした示唆が観察され
た際には、DOH-CHD EVやレイテ州/オルモック独立市によって、他州、他地域に共有される
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よう、活動項目が立てられている。また、合同調整委員会（JCC）が中間評価時、終了時評価
時に中央DOHレベルで開催される予定となっており、他地域への波及の仕組みを確保してい
る。 

 
（4）負のインパクトの可能性 

負のインパクトを受ける可能性があるグループとして、貧困層（公的保健施設へのユーザー

フィーの導入による自己負担金の増加)、TBA (出産介助の禁止による収入の喪失)、民間の開
業RHM（公的施設への利用者の移動）などが考えられる35が、本協力では、PhilHealthの貧困
層加入促進による公的健康保険の適用拡大やコミュニティによる施設活用への支援、TBAの
WHTへの参加（とインセンティブ授与）の機会付与、民間育成・保護を目的とするUSAID支
援との連携など、負のインパクトを最小化するための配慮が組み込まれている。 

 
５．自立発展性 
本協力は、（1）政策・制度面、（2）財務的側面、（3）織・技術的側面のすべてにおいて、自立

発展性が強化されるような工夫がなされている。本協力で強化した相手国の組織や構造が、プロ

ジェクトの完了後実際に自立発展的な成長を遂げるか否かは、実際のプロジェクトの成果と実施

組織の保健行政官及びSHP（医師、看護師、及びRHM）の定着にかかっているといえる。以下に
詳細を説明する。 
 
 （1）政策・制度面 

ローカル・コンサルタントの調査報告書や現地調査中のカウンターパートとのやり取りな

どから判断して、中央DOH、DOH-CHD EV、レイテ州PHO、オルモック市保健局の各レベル
において、妊産婦死亡、新生児・乳幼児死亡削減に対する意欲は高いものと考えられる。現

場調査中には、施設分娩を増加させるためのイニシアティブや独自の活動が既に実施に移さ

れているケースが観察された。ただし、町や地区（Municipality、District）のレベルにおいて
は、現地調査で訪問したRHU/DHCでの聞き取りから政策実施への意欲には自治体によって差
がみられた。2010年5月に統一選挙を控えてはいるが36、国家レベルの行政令の公布、州・市

レベルの中期投資計画の策定が完了しているため国家、州及び独立市レベルにおけるMCH推
進の方針にはさほど影響はないと考えられる。 
他方で、FPの推進には消極的な姿勢がみられる。南レイテ州を除くほぼ全州においてFP

の推進を避妊具・薬を使用しない自然法に限定する内容の条例が出されている。また、ビリ

ラン州において公布されたTBAの分娩介助の禁止や、施設分娩に対するインセンティブ付与
等の条例は、他州ではまだみられない。町レベルでは、RHUが分娩サービスを提供している
所で利用料の規定やTBAの出産介助禁止が既に条例化されている所もあったが、その利用料
をRHUのスタッフに分配することには消極的な自治体も散見された。また、町やバランガイ
がRHUやBHSの分娩室を整備する背景には、RHU/DHCの運営費確保よりも一般財政への収

                             
35  ただし、一般的に民間の開業 RHM が存在しているのは都市部であり、都市部の RHM サービスは病院（CEmONC）の正常
分娩による混雑緩和が期待される。村落部における民間セクターと公的セクターの競合有無、及び相互の影響は不確定であ
る。 

36  大統領、上下院議員、州知事、州議会議員、市町長、市町議会議員等が改選される。 
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入確保の動機が多い印象を受け、アウトプット5の戦略的実施が肝要となろう37。 
 

（2）財務面 
中央DOHは、MNCHN政策実施のために地域局やLGUに対してパフォーマンスに応じた資

金拠出を行う準備があり、医療物資調達38、政策・システム開発・技術サポート39、維持管理・

運営及び施設・機材40などへの資本投資に活用できることになっている。現地調査中、政策・

システム開発・技術サポートの予算やDOHの資本投資予算が東ビサヤ地域で使われはじめて
いる様子が確認できた。DOH-CHD EV局長は、CEmONC提供体制整備に関しては、こうした
政府側の予算を使って整備するとの見解を示している。 
一方、LGU側の予算配置の状況は、依然厳しい状況にあるといえる。レイテ、北サマール、

サマール州政府の保健予算配分率は問題ないものの、施設・機材の維持管理や医薬品購入に

充てる予算項目（MOOE）の割合が総じて低い41。町レベルの財政については未調査であるが、

レイテ州やオルモック市で訪問したRHU/DHCにおいて、分娩ケアや妊婦健診に必要な医薬
品・必要物資のストック状況は悪く、避妊具はもとより、母子手帳（Mother and Child Book）
やその簡易版（HBMR）がストックされているRHUはごく僅かであった。 
これらを総合して、協力実施中・終了後に保健施設運営体制を維持する予算を確保できる

かどうかは、DOH-CHD EVによる管理調整の努力やLGU支援の確保（アウトプット5で得られ
る成果）にかかっているといえる。なお、先行プロジェクトで明らかとなった、MCPなどの
還付金がRHUで入手できていない問題について、本プロジェクトでは、東ビサヤ地域局や、
PHO/市保健局がPhilHealthと協力してMCP認証施設を技術的にサポートすることを盛り込む
ことで対応している。 

 
 （3）組織・技術面 

協力終了後もカウンターパート機関が自立発展的に成果を維持していくために、DOH地域
局、レイテ州/オルモック市保健局、レイテ州のILHZ-TMCがMNCHN政策を実施する能力を
強化する活動が盛り込まれている。具体的にはWHTガイド及びWHTトレーニングモジュール
の開発や、MDR/NDRと結果のフィードバック、サービス提供状況のモニタリング、訓練の成
果の確認などを通じて、サービスの質の維持を担保する。 
したがって、組織・技術面での自立発展性は、アウトプット3の成果にかかっているといえ

る。 
一転、懸念事項は、保健行政の下位に行くほど人材層が限定されることである。東ビサヤ

地域局内にはMCH、EPI、栄養を担当する部署としてFamily Clusterが設置され、医師、看護師
等技官7名で構成されているが、レイテ州/オルモック市保健局は、ともに数少ないスタッフ
で複数のプログラムを兼任しながらMCHプログラムを運営している42。例えば、レイテ州で

は女性の健康と母性保護（Women’s Health and Safe Motherhood：WHSM）及び家族計画（FP）

                             
37  先行の MCH プロジェクトにおいては、保健施設が得た収入を資機材購入や職員・ボランテイァへの手当の支払い等サービ
ス提供のために使用する仕組みが定着し、職員の士気を高めた。 

38  Baseline Public Health Commodity Fund 
39  Public Health Programs Funds 
40  Public Health Development Program Fund 
41  出所 “Study on Mother and Child Health Situation in Eastern Visayas Region,” The JICA Philippine Office, September 2009 
42  DOH-CHDEV、レイテ州 PHO、オルモック市保健局の組織図は、付属資料 12を参照のこと。 
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担当ポストが空席のままEPI担当者（看護師）がWHSM/FP/EPIを兼任しており、栄養士資格を
もつ栄養プログラム担当とアシスタントを合わせて3名の技官でMCH関連プログラムを管理
している。オルモック市においても栄養プログラム担当とWHSM担当が兼任となっている。
ディストリクト病院（DH）やRHUでは、それぞれ看護師長（Nursing Supervisor）やMHO局長
がすべてのプログラムを担当している。したがって、プロジェクトを実施する際には、でき

る限り通常業務に統合された形で活動するなど、効率的な運営実施が求められる。また、少

人数の技官に頼る運営体制では、人材の転出が大きな外部条件となり得るため、この点は懸

念事項である。 
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1. p.XX Annex 2: Minutes of Meetings 

 Annex1 → Annex 2 

 

2. p.XX Annex 4: Plan of Operation (PO ver.1) 

 Annex3 → Annex 4 

 

3. p.XX Annex4: Plan of Operation (PO ver.1) 2-6 Expected Results 

 RHMs in target BEmONC RHUs/DHCs are trained on BEmONC-midwifery 

 (130RHMs) → (125RHMs) 

 













































 

－48－ 

５．調査日程表 

 日程 業務 
1 10月 21日

（水） 
【コンサルタント】 マニラ着 
【全団員】 JICA事務所にて打合せ 

2 10月 22日
（木） 

 

【コンサルタント】タクロバンへ移動 
保健省東ビサヤ地域局と面談 
東ビサヤ地域医療センター訪問 
レイテ州保健局長と面談 
レイテ州立病院訪問 

3 10月 23日
（金） 

 

【コンサルタント、USAID職員】 
レイテ州ゴールデンハーベスト自治体間保健連携ゾーン
訪問 

4 10月 24日
（土） 

民間開業助産師訪問（USAID支援サイトのひとつ） 
評価分析作業 

5 10月 25日
（日） 

評価分析作業 

6 10月 26日
（月） 

フィールド調査 （レイテ州レイテガルフ自治体間保健連
携ゾーン訪問） 
マニラへ移動 

7 10月 27日
（火） 

【全団員、JICA事務所】 
現行母子保健プロジェクト合同調整委員会 
保健省国際保健局長と面談／MNCHN タスクフォース長
と面談 
USAIDと面談 

8 10月 28日
（水） 

【全団員、JICA事務所、USAID職員】タクロバン～オル
モックへ移動 
保健省東ビサヤ地域局、オルモック市保健局、オルモッ
ク市立病院等の参加者とオリエンテーション 
オルモック市立病院、オルモック市保健局訪問 

9 10月 29日
（木） 

フィールド調査 （オルモック市） 

10 10月 30日
（金） 

フィールド調査（レイテ州北部カレッサン自治体間保健
連携ゾーン） 
タクロバンへ移動 

11 10月 31日
（土） 

PDM案、PO案作成 

12 11月 1日（日） PDM案、PO案作成 
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13 11月 2日（月） PDM案、PO案作成 
14 11月 3日（火） 保健省東ビサヤ地域局にて PDM案、PO案検討 

GTZと面談 
15 11月 4日（水） フィールド調査（レイテ州南部マバヒンヒル自治体間保

健連携ゾーン） 
16 11月 5日（木） PDM案、PO案作成 
17 11月 6日（金） 保健省東ビサヤ地域局にて PDM案、PO案検討 

ミニッツ案検討 
18 11月 7日（土） PDM案、PO案、実施体制案作成 
19 11月 8日（日） PDM案、PO案、実施体制案作成 
20 11月 9日（月） ステークホルダーミーティング開催 

ミニッツ案説明、内容の協議 
マニラへ移動 

21 11月 10日
（火） 

ミニッツ案作成 

22 11月 11日
（水） 

 

世界銀行と面談 
ミニッツ案作成 

23 11月 12日
（木） 

ミニッツ案作成 

24 11月 13日
（金） 

USAIDと面談 
ミニッツ案作成 

25 11月 14日
（土） 

ミニッツ案、報告書作成 

26 11月 15日
（日） 

ミニッツ案、報告書作成 

27 11月 16日
（月） 

 

在フィリピン日本大使館に報告書提出 
保健省MNCHNタスクフォース、国際保健協力局と面談
JICAフィリピン事務所に報告書提出 

28 11月 17日
（火） 

 

国家経済開発省（NEDA）と面談 
マニラ発 
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添付資料 7：妊産婦ケア・パッケージ（Maternity Care Package: MCP）認証と貧
困層向けフィルヘルス加入について 
 
フィリピン健康保険公社（フィルヘルス）は、質のよい保健医療サービスを普
及するために、インセンティブを含む様々な規定を適用しており、MCP 認証の
制度もそのひとつといえる。MCP認証制度では、保健施設が a）妊婦健診、b）
通常分娩、c）新生児ケア、d）家族計画を含む母子保健教育、e）妊婦への産後
ケアサービス、を提供した場合、同施設に対し保険加入患者１人当たり 4,500ペ
ソの還付金1を支払う仕組みがある。そして、フィルヘルスの加入者は、妊産婦
ケアを含む各種保健医療サービスが無料で受けられる。ただし、加入者や施設
がその恩恵を受けるためには、保健施設が各種サービスについてフィルヘルス
による認証を受ける必要があり、認証についても年間更新される必要がある。 
 
先行プロジェクトにおいては、主に町保健所のMCP認証取得を支援し、この仕
組みを利用して町保健所による妊産婦ケアサービスの利用促進を試みており、
本協力においても同様のアプローチを取る計画となっている。 
 
この仕組みがうまく機能するためには、当然ながら保険加入者が一定の割合で
確保される必要があり、又便益が偏った分配とならないような配慮も必要とな
る。この点に関し、フィルヘルスは、所得階層下位 25%を占める貧困世帯の加
入を目的とした公的プログラム（The Sponsored Program）を設けている（囲み 5.）。 

囲み：フィルヘルスの加入者の種類 
 

1. 海外で就労するフィリピン人登録労働者（年間保険料 900ペソ） 
2. 政府若しくは加入会社職員（給料に応じた保険料を支払い、雇用主負担有） 
3. 個人加入者（月 100ペソを四半期、半期若しくは年間ベースで支払い） 
4. 一定の条件を満たした退職者などの終身加入者 
5. 政府・地方自治体による被援助世帯（The Sponsored Program又は Indigent Program）
 
出所：http://www.philhealth.gov.ph 
 

各自治体は、社会福祉開発省の年間統計データを基に援助が必要な人口を割り
出し、更に公的プログラムによって加入すべき世帯を特定し、自治体予算から
フィルヘルスの保険料を捻出する努力をしている。本調査で訪問した RHUでの
聞き取りから、実際の被援助世帯カバー率は、自治体によってばらつきがある
ことが分かっている。 

                                                  
1 町保健所やバランガイヘルスセンターなどに対する設定額。還付金は 2段階に分けて支給され、
（a）～（c）までのサービスに対し 3,650ペソ、（d）、（e）のサービスに対し 850ペソとなってい
る。保健所やヘルスセンターレベルでは、新生児ケア・パッケージ（NCP）は、MCPに含まれて
いる。なお、還付金額は 2009年 10月より 6,000ペソに増額された。なお、病院には別の設定額有
り。 
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施設分類 施設名 人材配置 MCP認証 制度運
用状況

記録保持
状況

他の提供
サービス 分娩立会実績 分娩利用料 MDR,IDR実施状況 インフラ 設備配置 機材利用 備考

DHC
(District
Health
Center)

サンパブロ地
区ヘルスセン
ター

医師(1)、看護師(1)、
助産師(4)、検査技師
(巡回1)

MCP申請
中

N/A 母子カード
在庫なし TB, OPB

2008年9月～
2009年　10月
36件（パートグ
ラフ利用で
3~4件は病院
移送）

新生児検診
600ペソ(フィ
ルヘルス加入
者は無料)

N/A

分娩室(1)、回復室(1)、女
性用トイレ(1)(外来患者と
共用、直接アクセスなし)、
助産師の着脱スペース、ミ
ニキッチン(1)、廃棄設備
（注射針用1、胎盤用1)、
公用提供車(1)

分娩台(1)、母子用ベッド
(1)、新生児用ベッド(1)、
回転いす(1)、スタンドライ
ト(1)、非常用蛍光灯(1)、
点滴用スタンド(1)、エアコ
ン(1)

標準機材
のうち10
アイテム
を使用

同じ建物内に警察と社会福祉開発
事務所あり
公用提供車は主に霊柩車として利
用しているため救急車は別の車を
希望

DHC
バレンシア地
区ヘルスセン
ター

医師(1)、看護師(1)、
助産師(5)、検査技師
(巡回1)

MCP申請
中
MHO認証
済み

N/A

母子カード
在庫なし
(代替の記
録カードを
使用）

OPB
2008年~介助
開始
今年3件のみ

1500ペソ、新
生児検診は
600ペソ

・MDRはDHOが実施
・新生児破傷風の場
合、ディストリクト病院
の看護長とCHOの感
染症対策担当の産科
でNDR実施

分娩室(1)、トイレ(1)への
アクセスつき回復室(1)、ミ
ニキッチン(1)水タンク接続
(1)、廃棄設備 （注射針用
1、胎盤用1)、公用提供車
(1)

分娩台(1)、母子用ベッド
(1)、プラスチックいす
(1)、スタンドライト(1)、
非常用蛍光灯(1)、点滴用ス
タンド(1)、エアコン(1)

標準機材
のうち15
アイテム
を使用

・診察記録のためPC（データベー
スソフト）を使用。機材・家族計
画用品などよく整理されている。
・酸素ボンベ、救急車、人材が不
足しているためDHC分娩に消極
的?
・抗生剤など医薬品がない場合は
利用者に購買指示

DHC リナオ地区ヘ
ルスセンター

医師(1)、看護師(1)、
助産師(2+JO2)、検査
技師(巡回1)

MCP申請
中

N/A

母子カード
在庫なし
（コピーを
使用）、パ
ルトグラフ
利用

Sentrong
Sigla

2009年1月よ
り53出産を介
助(2009年10
月は11出産を
介助)

無料（1500ペソ
のドネーション
要請有）

・MDRはディストリクト
病院とCHOの担当と
協力してNDR実施

分娩室(1)、トイレ(1)、ミ
ニキッチン(1)、廃棄設備
（注射針用1、胎盤用1)

分娩台(1)、新生児用ベッド
(1)、スタンドライト(1)、
非常用蛍光灯(1)、点滴用ス
タンド(1)、エアコン(1)

標準機材
のうち14
アイテム
を使用

助産師は私立病院での助産を兼
務。既存の機材を駆使し、頻繁な
出産介助をこなしている。

DHC クルバ地区ヘ
ルスセンター

看護師(1)、助産師
(2+JO2)、うち3名は
地域巡回

MCP申請
中

N/A

母子カード
在庫なし
（コピーを
使用）

歯科

2008年7月よ
り2出産を介助
うち1件は病院
へ移送

無料
担当助産師に調査を
要請

分娩室(1)、トイレ(1)への
アクセスつき回復室(1)、ミ
ニキッチン(1)水タンク接続
(1)、廃棄設備 （注射針用
1、胎盤用1)、公用提供車
(1)

分娩台(1)、母子用ベッド
(1)、回転いす(1)、スタン
ドライト(1)、非常用蛍光灯
(1)、点滴用スタンド(1)、
エアコン(1);

標準機材
のうち９
アイテム
を使用

・24時間体制ができず、救急車が
ないためDHCでの出産に消極的?
・母子用ベッドの配置がよくない
ために回復室・分娩室へのドアの
開閉がさえぎられている。

DHC イピル地区ヘ
ルスセンター

医師(1)、看護師
(1+JO1)、助産師(4)

MCP申請
中

N/A 母子カード
在庫なし 特になし

月平均1出産
を介助

無料

死亡届がないので実
施していないが、登録
漏れの可能性も大き
い

分娩室(1)、トイレ(1)への
アクセスつき回復室(1)、ミ
ニキッチン(1)水タンク接続
(1)、廃棄設備 （注射針用
1、胎盤用1)、公用提供車
(1)

分娩台(1)、母子用ベッド
(1)、新生児用ベッド(1)、
回転いす(1)、スタンドライ
ト(1)、非常用蛍光灯(1)、
点滴用スタンド(1)、エアコ
ン(1)

標準機材
のうち12
アイテム
を使用

・自宅分娩を好む文化、村人の現
代医療への不信感、村からDHCへ
のアクセスの悪さ等からDHCでの
出産には消極的?
・家族計画用品：コンドーム、ピ
ル、自然家族計画グッズを常備。

DHC コゴン地区ヘ
ルスセンター

医師(1)、看護師
(JO1)助産師
(3+JO1)、検査技師
（巡回1）

仮設診療所
のため未申
請

検診・家族計画用の小ス
ペース(1) ベッド(1)

現在バランガイ青少年センターの
建物を間借りし、DHCとして開設
できる場所を探している。医師の
話によると、近親者等による性的
虐待やレイプ被害者多数。地区内
のBabunbunhaiでは伝統産婆が多
く、毎月訪問のうえ会合を開催し
ている。

BHS
（Barangay
Health
Station)

リロアンバラ
ンガイヘルス
ステーション

助産師(1)、BHW(バ
ランガイヘルスワー
カー：訪問時5-10名)

家族計画
等、TCL一
式を記録

検診・家族計画用の小ス
ペース(1)、ミニキッチン
(1)

ベッド(1)

・TBAを許容（衛生、出血の目安、予
防接種推進、産後ケア訪問などを指
導）
・BHWは伝統産婆(現役、引退含）も
メンバーに含む。パルトグラフ記入の
ワークショップを開催。
・ポイント制を導入して施設分娩を推
進

BHC
（Barangay
Health
Center)

カッブハンギ
ンバランガイ
ヘルスセン
ター

巡回助産師(1)、
BHW(訪問時1名)

アルファ
ベット順に
母子の検診
記録を保管

昔は分娩介助
していた

分娩室(1)、トイレ(1) 分娩台(1)、回転いす(1) 幹線道路に面す。水道はあるが電
話回線なし。

 ８
．
施
設
・
機
材
利
用
状
況
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施設分類
自治体間保
健連携ゾー

ン名
施設名 人材配置

MCP認
証

制度運用状況 記録保持状況
他の提供
サービス

分娩立会実績
分娩

利用料
MDR／IDR実

施状況
インフラ 設備配置

機材利
用

備考

RHU
Golden
Harvest

アランアランヘ
ルスセンター

医師(1)、看護
師(1)、助産師
(8)、検査技師
(JO1)

未 N/A N/A
Sentrong
Sigla取得、
OPB取得

有
2009年11月まで288
件

無料
（助産師は
Oxytocyn, IV
fluidなど実費
徴収）

全RHUスタッフ
産科で症例が
あった次の月
曜定例会で実
施。

（MCP認証には要施設拡
張）
分娩スペース、スタッフと共
用 回復室、トイレ、ミニキッ
チン、救急車(1)
胎盤は家族が処理

分娩台(1)、新生児用
ベッド(1)、回転いす(1)、
スタンドライト(1)、非常
灯(1)、点滴用スタンド、
スタッフと共用回復用
ベッド(2)、酸素ボンベな
ど

N/A

・利用料規定はないが、助産師
が個人的に物資購入費を請求
する例はある
・避妊具は民間の薬局で購入す
ることを指導

RHU
Golden
Harvest

パストラナヘル
スセンター

医師(1)、看護
師(1)、助産師
(3)、検査技師
(1)

未 N/A N/A
2009年10月
にOPB申請
書提出

2009年3月から開始
2009年9月まで138
件

2000ペソ
（500ペソは助
産師手当）
（条例なし）

N/A
2009年中に回復室、分娩
室拡張計画あり
胎盤は家族が処理

分娩台(1)、新生児用
ベッド(1)、回転いす(1)、
スタンドライト(1)、非常
灯(1)、点滴用スタンド、
回復用ベッド(1) など

吸引機、酸素ボンベは
なし

N/A

利用料規定はないが非貧困世
帯から2000PhP徴収し、1500PhP
を助産師（夜勤手当代用）、500
ペソをRHUに利用

RHU Leyte Gulf
タナウアンヘル
スセンター

医師(1)、看護
師(2)、助産師
(4+JO2)、検査
技師(１)

未 N/A N/A
Sentrong
Sigla有

無 N/A
定期的に実施
しているか疑問

現在草の根無償により施
設建設進行中。
廃棄設備(注射針用1) *
胎盤は妊産婦の家族が
持ち帰る。

MCP認証用機材はほぼ
草の根無償で購入予定

N/A

・2年間（~2009年6月）協力隊受
入実績有
・2009年11月より新規協力隊受
入予定

RHU Leyte Gulf
トロッサヘルスセ
ンター

医師(1)、看護
師(1)、助産師
(3)、検査技師
(1)

未 N/A N/A

Sentrong
Sigla有、
OPB有、TB-
DOTS申請済

有
先月3件

無料 実施予定

（MCP認証には要施設拡
張）
分娩スペース、回復室、ト
イレ、ミニキッチン、救急車
(1)
胎盤は家族が処理

分娩台(1)、スタンドライ
ト(1)、非常灯(1)、点滴
用スタンド、回復用ベッ
ド(2)、酸素ボンベ など

滅菌機、回転いす、新
生児用ベッドなし

N/A ・利用料規定なし

RHU Leyte Gulf
ドゥラグヘルスセ
ンター

医師(1)、看護
師(2)、助産師
(6+JO3)、検査
技師(1)

未 N/A

年間の達成度を指標
をベースにフィリップ
チャート化して保健
委員会等に発表
（Neonatal Death
Data有）

Sentrong
Sigla有、
OPB有、TB-
DOTS申請中

有
2008年3月～12月
399件

通常
300ペソ+医薬
品・消耗品実
費

MDR／IMR実
施には訓練が
必要

分娩室（処置室Infirmaryと

共有）、回復室、トイレ(保
健従事者用(1)、患者用

(1)、ミニキッチン(1)、 廃棄

設備 (注射針用1)、救急車

(2)
 *胎盤は妊産婦の家族が
持ち帰る。

分娩台(1)、スタンドライ
ト(1)、非常灯(1)、点滴
用スタンド、回復用ベッ
ド(4)、酸素ボンベ、滅菌
機、回転いす、新生児
用ベッドなど

N/A

・利用料規定（1995年）300ペソを
1500ペソに改訂要請
・BEmOC相当のサービスを既に
提供
・Hilotはおそらく1,500PhP程度

RHU Leyte Gulf

パロヘルスセン
ター及び母子ク
リニック
（非BEｍONC候
補）

医師(1)、看護
師(2)、助産師3
名

未
申請準
備中

N/A
母子手帳コピーで利
用
在庫あり

OPB有、TB-
DOTS申請中
分娩のみ半
民間の
Maternity
Clinicで実施

有
2009年9月
41件

1500PhP（一
部は助産師の
手当）

N/A

分娩スペース(2)、回復室
(1)、患者用トイレ(1)、ス
タッフ用 (1)、廃棄設備、
救急車(1)

分娩台(1)、分娩用ベッド
(1)、スタンドライト(1)、非
常灯(1)、点滴用スタンド、
回復用ベッド(5)、酸素ボ
ンベ、滅菌機、回転いす、
新生児用ベッドなど

N/A

・RHUではなく、フィリピン大学分
校により運営されている
Maternity Clinicで分娩を扱う
・Maternity Clinicの3人の助産師
は、市の職員
・近く所有が市に移る予定

DH(District
Hospital)

カレッサン
(Calesan)

ノースウエスタ
ン・レイテ地区病
院

医師(4)、看護
師(8)、検査技
師(1)、放射線
技師(1)

*要確認

認証済
み

出産介助料1,000ペソ N/A

OPB、歯科、
放射線科、
検査室(週2
日)

有
麻酔医がいないが
緊急の場合はC/S
も行う

N/A N/A

分娩室(1)水供給はあるも
エアコンなし、分娩室近くに
は回復室なし・トイレなし、
診察室の一角に検診・家族
計画スペース(1)、救急車
(1)、ジェネレーター(ディー
ゼルエンジン２機、合計出
力11.5kV/220kW)、専用室
にガス式オートクレーブ
1x0.5x1.5m (1)

分娩台(1)、新生児用ベッ
ド(2)、回転いす(1)、スタン
ドライト(1)、点滴用スタン
ド(1)、蚊帳(10-20)　エアコ
ンなし

標準機材
のうち14
アイテム
を使用

病院規模：ベッド数75、アクセス：
病院周囲の道路は約20Kmにわ
たり未舗装、搬送先のタクロバン
病院まで75km。ビリラン州からの
外来患者あり（ナバルからボート
で約20分）
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RHU（Rural
Health Unit)

カレッサン
(Calesan)

カルビアンヘルス
センター
（非BEｍONC候
補）

医師(巡回1)、看

護助産師(1)、検

査技師(巡回1)、
助産師(4　全て
居住）

未 N/A 母子カード在庫あり TB 出産施設として機能
していない。

N/A

スタッフ全員（衛
生検査員も）で
実施。自宅分娩
の場合はMHO、
看護師、助産
師、BHWが自宅
訪問で事情を徴
収

家族計画用スペース(1)
廃棄設備なし

家族計画用ベッド(1)、ワ

クチン用冷蔵庫(1)

標準機材
のうち３ア
イテムを
使用

洗面台やドアノブが失われてお
り、受診スペースに私物？と思
われる食料をおいているなど、受
診環境がよいとはいえない。妊
産婦死亡ケースのチーム訪問実
績あり

RHU カレッサン
(Calesan)

レイテ・レイテヘル
スセンター

医師(1)、看護師

(1)、助産師

(3+JO8)、検査
技師（巡回1）

未 N/A 母子カード在庫なし

OPB、検査

室(週2日)
*2008年非
更新

有
RHUは僅か？

無料（ただし尿
検査等は実費
負担、
助産師には謝
礼を請求する
人有

MHO、介助に関
わった助産師、
担当BHWで実施
している

待機、回復室兼、分娩ス
ペース(1)トイレへの直接ア
クセスあるが保健従事者と
共用(1)、ミニキッチン(1)、
廃棄設備(注射針用1)　*胎
盤は妊産婦の家族が持ち
帰る。救急車なし

分娩台(1)、ベッド(2)、新
生児用ベッド(1)、スタンド
ライト(1)、非常用蛍光灯
(1)、点滴用スタンド(1)

標準機材
のうち10
アイテム
を使用

以前は救急車保持していたが、
州病院に移動したまま戻ってこ
ない。

BHS カレッサン
(Calesan)

パララオバランガ
イヘルスステー
ション
（非BEｍONC候
補）

助産師(1)、
BHW (21 名：訪

問時5-10名在)
N/A N/A N/A N/A N/A

無料
（Hilotは
600~1000ペソ）

N/A
分娩兼回復室(1)、トイレ(1)
段差あり。

分娩台(1)、ベッド(1)、乳
児体重計(1)

RHUと機
材共用

Health Plus薬局運営、経口保
水液を常備

RHU マバヒンヒル
(Mabahinhil)

ヒンダンヘルスセ
ンター

医師(1)、看護師
（1）、助産師(5)、
検査技師(1)

認証済
み

MHOが書類作成。MCP
還付金は町役場の一般
会計に一度振込が40%
が技術費としてRHUに戻
り、後は（一度徴収した
利用料?）クライアントに
返金する。
町役場から必要に応じ
て追加予算を請求する
ことができ、不便を感じ
たことはない。

母子カード在庫あり、
コピーも活用

OPB、検査
室

月平均10出産を介
助
2008年168件40%を
RHUで扱う。自宅
22%、病院38%

全て1000ペソ
1件をディストリ
クト病院と共に
実施

分娩室(1)、妊産婦用トイレ
(1)、スタッフ用トイレ(1)、家
族計画室(1)、ミニキッチン
(2)、廃棄設備(注射針用1)
*胎盤は妊産婦の家族が
持ち帰る。

分娩台(2)、新生児用ベッ
ド(1)、回転いす(2)、スタン
ドライト(1)、点滴用スタン
ド(2)、家族計画兼回復用
ベッド(2)、小型ジェネレー
ター(1)、エアコン(1)

標準機材
のうち20
アイテム
を使用

・全てのIndigentsが加入済み
・施設分娩促進、Hilot罰金500ペ
ソの条例有（罰金は未徴収）
・カルテの整理等、効率よくマネ
ジメントされている。同じ敷地内
に町役場と消防署
新たにBHS1件の建設が完了し、
州政府に
・通常分娩のための機材等を要
請中。他のBHSも分娩施設への
格上を計画中。
・BEmONCに近いサービスを提
供（MHOの妻がOB&GYN）

RHU マバヒンヒル
(Mabahinhil)

バトヘルスセン
ター

医師(1)、歯科医
師(1)、看護師
(2)、助産師(5＋
JO3)、検査技師
(1),薬剤師 (1)

認証済
み

MHOが書類作成。条例
はないが、MCP還付金
は20%が技術費
（10%MHO,　10%RHUス
タッフMSWDで公平分
配）、80%がPhilHealth加
入者用医薬品、施設、器
具購入
Capitation Fundは施設
拡張（検査室建設）、貧
困層への医薬品・試薬
購入、その他市長／SB
／経理担当、RHUスタッ
フなどで分配。

母子カード在庫なし、
コピーを使用

OPB、歯科、
検査室

2008年は分娩の
45%をRHUで扱う。自
宅41%、病院14%
2009年10月の出産

介助18、5ケースを

DHに搬送

第1子500ペソ
第2子以降
300ペソ
（条例有）
（Hilotは第一子
500~1000ペソ、
通常500~800ペ
ソ）

N/A

分娩室(1)、回復室(1)、トイ

レ(保健従事者用1、屋外に

患者用 1)、 廃棄設備(注
射針用1) *胎盤は妊産婦
の家族が持ち帰る。救急車
(1)町内で共有

分娩台(2)、新生児用ベッ

ド(1)、スタンドライト(1)、
非常用蛍光灯(1)、家族

計画兼回復用ベッド(1)、
エアコン(1)

標準機材
のうち18
アイテム
を使用

・WHTはまだ活動していないが、
Hilotが妊婦に付き添いで施設に
来ると妊婦側が支払う慣習有
・天井の修理が必要な状態。待
合スペースでPop-shop（家族計
画用品）を販売
MCP認証はないが、4つのBHS
が通常分娩施設として機能。
・BEmONCに近いサービスを提
供中。

RHU マバヒンヒル
(Mabahinhil)

ヒロンゴス（#1）ヘ
ルスセンター（非
BEmONC候補）

医師(1)、看護師
(3）、助産師
(6+JO2）、検査
技師(1)

認証済
み

MHO付のClerkがMCH関
連書類を担当。
特に条例はないが、
MCP還付金は、40%がイ
ンセンティブで分娩立会
者による公平分配、60%
を医薬品・物資購入や施
設拡充に使用。OPBは
医師とその他の人材で
折半。

母子カード在庫なし、
コピーを使用

OPB、検査
室

2008年実績373件

2009年10月の出産

介助27

0円
（Hilotは第1子
1500ペソ、通常
1000ペソ）

IDRをディストリ
クト病院と共に
実施。2008年は

MDなし。2009年
からは、MDRを
ILHZやProvince
と共に4半期ごと
に実施予定。

分娩室(1)、回復室(1)、家

族計画室(1)、ミニキッチン

(1)、廃棄設備(注射針用1)
*胎盤は妊産婦の家族が持
ち帰る。

分娩台(2)、出産が複数
並行する際のベッド兼回
復用ベッド(3)、新生児用

ベッド(1)、スタンドライト

(1)、非常用蛍光灯(1)、点

滴用スタンド(2)、エアコン

(1)

標準機材
のうち18
アイテム
を使用

・MHOが条例導入に反対（現状
維持を希望）
・複数の部屋で機材が使用され
ている。助産師が妊婦に必要な
薬と日用品のリストを渡し、出産
前に購入準備しておくよう助言し
ている。
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基礎的緊急参加サービス提供に必要な基本機材リスト

No. 機材名 詳細
1 膣検鏡 6セット

2 NSDキット

キット構成: 動脈鉗子またはクランプ、解除用鉗子、持針器、は
さみ、無菌の使い捨て手袋、尿カテーテル、スポンジ鉗子、膣検
鏡、無菌の刃、抜糸不要の縫合糸、無菌のコードクランプ、無菌
の妊産婦用使い捨てプラスチックシート

3 Adult ambubag
4 Pediatric ambubag + mask
5 シンプソン式鉗子
6 吸入器 持ち運び式、容量2L
7 ゲージつき酸素ボンベ
8 酸素ボンベ用ゲージの予備
9 ケリーパッド

10 新生児用ベッド
11 子宮頸部検査セット
12 NSVセット (Non Scalpel Vasectomy:　非メス精管切除)
13 IUDキット (Intra-Uterine Device:　子宮内避妊器具)
14 簡易外科セット
15 顕微鏡
16 ネビュライザー
17 小児科聴診器
18 ドップラー
19 乳児用体重計
20 非水銀小児科血圧計
21 非水銀体温計
22 粘液抽出器 (ゴム球状吸入器具)
23 滅菌装置

インフラ
a 分娩室
b トイレ付き待合室、回復室
c ミニキッチン（適切な設備つき）
d トイレ、シャワー室（適切な設備つき）
e 保健従事者用仮眠室
f 胎盤処理槽を含む廃棄物設備

設備配置
1) 足台つき分娩台
2) 新生児ベッド
3) 回転いす
4) スタンドライト
5) 非常用蛍光灯
6) 手すり付きベッド
7) 点滴用スタンド
出所：Implementing Health Reforms Towards Rapid Reduction in Maternal and Neonatal Mortality, Department of Health, 2009

注記：機材No.20、21：血圧計、体温計は、水銀タイプであっても使用状況が認められれば、機材利用アイテムとしてカウントした。
        機材No.23：出所マニュアルにはリストアップされていないが、基本的に必要な機材としてチェック項目に追記した。
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基礎的緊急産科・新生児ケア(Basic Emergency Obstetric and Newborn Care: 
BEmONC) 
1. 妊娠前のサー
ビス 

a. 微量栄養素のサプリメンテーション（鉄分、亜鉛、ヨード、カ
ルシウム、ビタミン A） 

b. 破傷風予防接種 
c. 家族計画 
d. 口腔保健 
e. STI/HIV/AIDS、栄養、衛生、人工妊娠中絶の影響などのカウン
セリング 

f. STIスクリーニング 
g. 若者の健康に関するカウンセリング 
h. 生活習慣の促進 
i. 生活習慣病の管理 
j. その他結核、マラリア、住血吸虫、貧血などの予防・治療 

2. 妊娠中（出産
前）のサービ
ス 

a. 妊婦健診サービス（主要 8項目） 
b. 母乳保育、新生児スクリーニング、BCG／B 型肝炎等予防接種
の奨励 

c. カウンセリング（現代的な避妊方法、避妊手術など） 
d. STI/HIV検査 
e. 健康な生活習慣に関するカウンセリング 
f. 早期の出血への対処 
g. ステロイド負荷投与（早産の危険性への対処） 
h. 妊娠合併症の早期発見と対処 
i. 子宮底長測定による胎児成長モニタリング 
j. その他疾病等の予防対処（高血圧、貧血、糖尿、結核、マラリ
ア、住血吸虫、STI/HIV/AIDSなど） 

k. その他の支援サービス（WHTによる妊婦健
診の早期受診促進、出産計画、訪問、安全な血液確保、交通手
段・通信など） 

3. 出産ケア・サ
ービス 

母親に対するケア： 
a. パートグラフを使用したバイタルサインのモニタリン
グ 

b. 異常の早期の兆候・症候発見と対処 
c. 分娩第三期の積極管理の実施 
d. 産褥期のケア・サービス（会陰部分の洗浄、血圧・脈拍・
呼吸・体温測定など） 

新生児へのケア・サービス 
a. 乾拭による体温の低下予防 
b. カンガルーケア、室温管理など 
c. 出産一時間以内の母乳の開始 
d. 余裕を持った臍帯結紮 

 
産科緊急時の以下の対応 
a. 分娩第Ⅲ期におけるオキシトシン投与 
b. 抗痙攣剤の投与 
c. 抗菌剤の初期量投与 
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d. 骨盤位の経膣分娩の補助 
e. 胎盤の用手剥離や胎盤残存物の除去 
l. ステロイドの負荷投与（早期分娩への対処） 
f. 静脈点滴、代用血漿増量剤、輸血 
g. 新生児蘇生 
h. 新生児敗血症の治療 
i. 新生児への酸素補給 

4. 産後ケア・サ
ービス 

母親へのケア 
a. 産褥期合併症の有無の確認（出血、感染や高血圧など早期兆候
のチェック） 

b. 微量栄養素のサプリ提供（鉄分、葉酸） 
c. カウンセリング（栄養、母乳保育、スキンコンタクト、必須新
生児ケア） 

d. STI/HIVスクリーニング検査室と合併症の管理 
e. 家族計画サービス及び避妊具の提供 
f. その他の疾病の予防・対処（高血圧、糖尿、貧血、結核、マラ
リア、住血吸虫、STI/HIV/AIDS） 

新生児／乳児へのケア： 
a. 24時間以内の産後ケア（臍帯の適切な処理、母乳、ビタミン K 
接種、抗生物質による眼のケア、産後 6時間以降の沐浴、BCG
／B型肝炎予防接種、新生児スクリーニング、産褥・産後ケア
に関するカウンセリング） 

 
その他の支援サービス 
a. 出産登録 
b. 安全な輸血 
c. 交通・通信手段 

 

包括的緊急産科・新生児ケア  (Comprehensive Emergency Obstetric and 
Newborn Care: CEmONC) の内容 
1. 妊娠前のサー
ビス 

a. BEmONCと同様の対応 

2. 妊娠中（出産
前）のサービ
ス 

a. BEmONCと同様の対応 

3. 出産ケア・サ
ービス 

母親に対するケア： 
a. BEmONCと同様の対応 
b. 未熟児の場合の新生児集中治療室での処置と母乳育児指導 
 
産科緊急時の以下の対応 
c. BEmONCと同様の対応 
d. 帝王切開術 
e. 輸血 
f. 新生児合併症の処置 
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4. 産後ケア・サ
ービス 

母親へのケア： 
g. BEmONCと同様の対応 
 
新生児／乳児へのケア： 
b. BEmONCと同様の対応 
d. 低体重児の救命処置 
e. 未熟児の救命処置 
f. 以下の症状の新生児の救命処置（敗血症、胎児性アルコール症
候群、新生児仮死、重度分娩時外傷、重度黄疸など） 

 
その他の支援サービス 
g. 出産登録 
 

 

出所： Implementing Health Reforms towards Rapid Reduction in Maternal and Neonatal Mortality, 

Department of Health, 2009 
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Principle Criteria 
proposed by JICA 

Tacloban 
City 

Ormoc City 
LEYTE N. SAMAR SAMAR 

(F1) E. 
SAMAR

(F1) S. 
LEYTE

(F1) 
BILIRAN 

1)  The unit of selection: 
ILHZ w/ the provincial 
government & District 
hospitals 

 Leyte Province 
 Ormoc D.H.(II) 
 5 District Health 

Centers 
 1 Main Health 

Center/City Health 
Office 

 10 ILHZs, 3 already 
functional, 7 signed 
MOA 
 1 Provincial H./PHO 
 8 D.H. 
 3 Community H. 
 3 non-LGU (EVMC, 

Schistosomiasis 
Control & Research 
H., Tacloban City H.) 

 6 ILHZs 
 1 Provincial H./PHO 
 7(8) D.H. 

 6 ILHZs 
 1 Provincial H./PHO 
 3 D.H. 
 1 Station H. 
 1 Community H. 

2)  ILHZs w/ lower % of 
facility-based deliveries 
and/or deliveries with 
SBA 

 Facility-based: 
47%(2008) 
 SBA-assisted: 

49%(2008) 

 Facility-based: 
22%(2008) 
 SBA-assisted: 

78%(2008) 

 Facility-based: 
17%(2008) 
 SBA-assisted: 

50%(2008) 

 Facility-based: 
26%(2008) 
 SBA-assisted: 

60%(2008) 

3)  MCP accreditation and 
Functional BEmOC 
services at RHUs are 
the main goals of 
upgraded services. 

 2 out of 5 D.H.C 
=Sentrong Sigla 
 5 D.H.C. =BEmONC 

upgrade 

 1 P.H. & 4 D.H. 
=CEmONC upgrade 
 2 C.H. & 18 RHUs 

=BEmONC upgrade 

 All H. Mother & Baby 
Friendly 
 4 Newborn Screening 

facilities 
 11 RHUs =OPB 
 No TB/MCP 
 6RHUs & 1 D.H. 

already BEmONC 
 2 D.H. & 6 RHUs 

=BEmONC upgrade 

 P.H. Newborn 
Screening 
 All H. Mother & Baby 

Friendly 
 2 out of 25 RHUs 

w/MCP 
 4/25 OPB 
 1 TB-DOTS 
 1 P.H. & 1 D.H. 

=CEmONC upgrade 
 3 D.H. & 8RHUs & 3 

MCHs =BEmONC 
upgrade 

4)  Presence of a team of 
physician, nurse and 
midwife for BEmOC 
services at RHU: 
prerequisite 

 At least 1 MHO per 
DHC (8) 
 Nurse (8) 
 Midwife (24) 

 Doc (44*)~10 out of 
26 RHUs w/o MHO 
 Nurse (59) 
 Midwife (282) 

 Doc (22*) ~5 out of 24 
RHUs w/o MHO 
 Nurse (26) 
 Midwife (149) 

 Doc (13*)~10 out of 
25 RHUs w/o MHO 
 Nurse (25) 
 Midwife (116) 

5)  LGU commitment for 
supporting of MCH 
services (Ordinances in 
support of MCH). 

Support from
 U

N
/W

H
O

 (to be arranged probably from
 2010~) 

 Not yet for MCH but 
can be considered 
 Ordinances on user 

fees, etc. not issued as 
yet (after election) 

 CSR policy for 
contraceptive 
commodities 
 No MCH policy at 

provincial level yet 

 Prohibiting Doctors 
perform FP/birth 
control (May 2005) 

 Non-formal CSR 
policy  
 No MCH policy 

R
eceived Support from

 U
N

IC
EF/A

usA
id (2005~2009, extended up to 2011) 

R
eceived Support from

 G
TZ (2005~2009) 

Support from
 G

TZ and JIC
A

 M
C

H
 Project (2006~2009) 

10．
各
ク
ラ
イ
テ
リ
ア
に
お
け
る
調
査
結
果
 



 
Selection Criteria proposed by JICA and Basic Data per Province/Charter City 

 

 

－
72－
 

Additional Criteria 
proposed by JICA 

Tacloban 
City 

Ormoc City LEYTE N. SAMAR SAMAR 
E. 

SAMAR
S. 

LEYTE 
BILIRAN 

6)  Presence of DOH 
investment to 
upgrading physical 
facilities of RHU 

 Already upgraded for 
MCP accreditation 

 PIPH has a plan to 
improve facilities for 
MCP accreditation 
 6 RHUs already have 

MCP 

 Check PIPH (not 
confirmed) 
 Some upgrade made by 

DOH & UN support 

 Check PIPH (not 
confirmed) 

7)  Plans or presence of 
JICA/EOJ’s other 
related cooperation 
favorable 

 N/A  Several JOCV to be 
dispatched to Leyte 
RHUs 
 Tanauan RHU 

facility/equipment 
upgrade with the 
Grassroots Grant  

 N/A  N/A 

8)  Possible Cooperation 
by the USAID (PRISM 
II, Health Gov) positive 

 Definitely. PRISM-II, 
HealthGov, HealthPRO

 Definitely. PRISM-II, 
HealthGov, HealthPRO

 Maybe. PRISM-II, 
HealthGov, HealthPRO

 Maybe. PRISM-II, 
HealthGov, HealthPRO

9)  Municipalities w/ 
security clearance for 
project staff to travel 

 Some “medium security 
threat” areas in 
bordering areas and 
access roads from 
Tacloban 

 Six municipalities 
classified as “medium 
security threat” 
 From Jan 2009, only 3 

violent incidents 
recorded. 

 Two active guerrilla 
fronts of the National 
People’s Army posing 
threats 
 84 brgys affected 

 Four active guerrilla 
fronts of the National 
People’s Army posing 
threats 
 65 brgys affected. 

10)  Provinces yet to have 
strong support from 
other donor agencies 

Su
p

p
ort from

 U
N

 

 Global Fund- 
STI/HIV/AIDS & TB 
 USAID/CDC, World 

Vision – TB DOTS 
Private Public Mix 
DOTS (PPMD) 
 Healthy City Initiative 

 GTZ – logistics, TA for 
OPB 
 LEFADO – logistics in 

FP/RH 
 World Vision -logistics, 

advocacy, social 
mobilization 

 UNICEF – ARH, MCH, 
sanitation, nutrition 
 PLAN Phil - Child 

(selected Muni.) 
 LEFADO - FP/RH 
 PCWS - sanitation 

 PLAN Phil – Child 
(selected Muni.) 
 LEFADO - FP/RH 
 GTZ – logistics & TA 

(pilot ILHZs) 

Su
p

p
ort from

 U
N

IC
E

F
/A

u
sA

id
 

Su
p

p
ort from

 G
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Source : “Selection Criteria proposed by JICA,” The JICA Philippine Office, September 2009; A Study on the Maternal and Child Health Situation in the Eastern 
Visayas Region, The JICA Philippine Office, September 2009. 



人口数 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
東ビサヤ地域 3,962,630         3,962,630      3,962,630      3,962,630      3,962,630      3,962,630      3,962,630      

東ビサヤ人口増加率年間平均 レイテ州 1,337,616            1,352,731      1,368,017      1,383,476      1,399,109      1,414,919      1,430,907      
1.27% オルモック市 180,989 184,518         188,116         191,785         195,524         199,337         203,224         

レイテ州人口増加率年間平均 レイテ州（優先地域） 548,423            554,620         560,887         567,225         573,635         580,117         586,672         
1.13% 対象地域全体 1,518,605         1,537,249      1,556,133      1,575,260      1,594,633      1,614,256      1,634,132      

東ビサヤ地域に占める割合

オルモック州人口増加率年間平均 Leyte+Ormoc 38% 39% 39% 40% 40% 41% 41%
1.95% Leyte Pilot Area+Ormoc 18% 19% 19% 19% 19% 20% 20% (2010年7月~2014年6月合計）

妊産婦(3.5%)
レイテ州 46,817              47,346           47,881           48,422           48,969           49,522           50,082           
オルモック市 6,335                6,458             6,584             6,712             6,843             6,977             7,113             27,381                         

レイテ州(優先地域） 19,195 19,412           19,631           19,853           20,077           20,304           20,534           80,317                         
対象地域全体 107,698                       

新生児(出生数）

レイテ州 -                                   
オルモック市 4,862 4,957             5,053             5,152             5,252             5,355             5,459             21,016                         

レイテ州(優先地域） 13,487 13,639           13,794           13,949           14,107           14,266           14,428           56,433                         
対象地域全体 18,349 18,596 18,847 19,101 19,359 19,621 19,887 77,449                         

11．
目
標
値
の
シ
ュ
ミ
レ
ー
シ

ョ
ン
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東ビサヤ地域母子保健プロジェクト詳細計画策定調査　評価グリッド　　　

調査項目 調査小項目 調査の視点/調査事項 検討事項・必要なデータ データ入手先 入手方法 備考

プロジェクトマネジメント体制（モニタリングの仕組み、意思決定
過程など）に問題はないか？

プロジェクト体制（JCCメンバ‐、意思決定メカニズ
ム、JICAとCPの役割分担など）の的確性と現実性

・保健省中央
・CHD-VIII, LGUs
・母子保健関係者

インタビュー

実施機関やカウンターパートのプロジェクトに対する参加度や認
識は高いか？もしくは高まることが期待されるか？

実施機関やカウンターパートの妊産婦死亡、新生児・乳幼
児死亡削減事業に向けた意欲は高いか?

・DOH-NCDPC、DOH-
BHIC
・CHD-VIII
・PHO/CHOs、LGUs代表

インタビュー

適切なカウンターパートが配置されるか？

原案の確認：
・TWG members
・SBA Teams at DH, RHUs at proposed BEmONC
facilities

・DOH-NCDPC、DOH-
BHIC
・CHD-VIII
・PHO/CHOs、LGUs代表

インタビュー

活動を計画通りに行うための投入は保証されているか？
・BPHCF,PHPF,PHDPF稼働見通し、人材配置の見通し、
プロジェクト事務所設置、プロジェクト事務所運営費確保の
見通し

・DOH-BLHD?
・母子保健関係者
・CHD-VIII
・PHO/CHOs、LGUs代表

インタビュー

原案の確認（関係者の合意がとれているか？）

・DOH-NCDPC、DOH-
BHIC
・CHD-VIII
・PHO/CHOs、LGUs代表

インタビュー

中央JCCの役割は明確か？
地域事務所とLGUの関係性は明確か？

実施体制最終案（各構成組織
のTOR）

二次資料レビュー

そ
の
他

その他、プロジェクトの実施過程で留意しなければならない事柄
や阻害する要因はあるか？

・人材確保へのコミットメントはあるか？
・他開発パートナーとの連携の形は？
・地域事務所とLGUの関係性は選挙後に変化するか？

・DOH-NCDPC、DOH-
BHIC
・CHD-VIII
・PHO/CHOs、LGUs代表

インタビュー

プロジェクトがどのように実施されるか？その実施体制や実施過程で留意するポイントについて見ます。

1.　実施プロセス（Implementation Process）　＊予測

C
P
の
組
織
体
制

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
の
実
施

体
制

実施体制は適切か？

－
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東ビサヤ地域母子保健プロジェクト詳細計画策定調査　評価グリッド　　　

調査項目 調査小項目 調査の視点/調査事項 データ入手先 入手方法 備考

フィリピン政府（国家・地域）の開発政策、母子保健対策の政策と
の整合性はあるか？

MEDIUM-TERM PHILIPPINE DEVELOPMENT PLAN
2004-2010 ・フィリピン政府HP 二次資料レビュー

フィリピン政府の保健セクターにおける母子保健対策戦略に沿っ
ているか？

フィリピン母子保健戦略

・保健省政令（Administrative
Orders）
・妊産婦・新生児死亡早期削
減に向けた改革実施要領
（Manual of Operations）

二次資料レビュー

フィリピン政府の保健セクターにおける母子保健対策戦略に沿っ
ているか？

母子保健戦略内容詳細の確認
・DOH-MNCHN
・DOH-BIHC インタビュー

ターゲットエリア選定のクライテリアは適切か？
ターゲットエリア選定のプロセスは適正か？
ターゲットエリアの範囲は適切か？

・保健省中央
・CHD-VIII関係者
・保健省F1政策文書等

インタビュー
二次資料レビュー

対象施設の選定は、保健省の規制と適合しているか？
・妊産婦・新生児死亡早期削
減に向けた改革実施要領
（Manual of Operations）

二次資料レビュー

タ
ー
ゲ

ッ
ト
グ
ル
ー

プ
の
ニ
ー
ズ
と
の

整
合
性
と
適
切
性

ターゲットグループのニーズに合致しているか？
ターゲットグループの選定は適正か？

母子保健サービス従事者（SBA）のニーズは？
妊産婦・家族・コミュニティのニーズは？
伝統的産婆のニーズは？

・終了時評価報告
・CEmOC対象施設スタッフ
・PHO/CHO（母子保健担当）
・SBAs
・WHTs

インタビュー
二次資料レビュー

対
フ
ィ
リ

ピ
ン
支
援

策
と
の
整

合
性

日本の援助政策・国別事業実施計画との整合性はあるか？
対フィリピン国別援助計画の内容？
JICA事業実施計画（セクターペーパー？）内容

・外務省HP
・JICAフィリピン事務所 二次資料レビュー

公
共

性
･

公
益
性

民間セクターの保健・医療組織・団体との競合はあるか ・公的セクターと民間セクターの分布・利用状況 ・PHO/CHO（母子保健担当） インタビュー
二次資料レビュー

日
本
の
技

術
の
優
位

性 日本の同様の支援実績、日本の経験の有用性などはどうか？

日本による過去の母子保健プロジェクトの経験（ビリ
ランPHO/CHO、イフガオPHO/CHO終了時評価結
果）

・JICAリプロ・母子保健関
連出版物
・終了時評価報告

二次資料レビュー

そ
の
他

他
開
発

パー

ト

ナー

と
の

連
携

援助協調の進むフィリピン政府の状況において、どのようなド
ナー協調の相乗効果があるか？

各ドナーとの連携、財政支援および活動のデマケ
WHO,USAID（PRISM-II, HealthGov）, UNICEF,
UNFPA, EU

・ドナー協力内容が示された
資料類

二次資料レビュー

検討事項・必要なデータ

開
発
の
枠
組
み
と
の
整
合
性 ターゲットエリア・対象施設の選定は適正か？

2. 妥当性　（RELEVANCE）

日
本
の
援
助
事
業
と
し
て
の

妥
当
性

PDMに示されたプロジェクトの目標・上位目標が、ターゲットグループ（CHDリージョン8の6PHO/CHO2市、母子保健対策関係者、伝統的産婆、妊産婦・母子とその家族）のニーズと合致しているか、援助国側の
政策や日本の援助政策との整合性はあるか、公的資金であるODAで実施する必要があるか、といった援助プロジェクトとしての正当性を見ます。

被
援
助
国
の
ニ
ー
ズ
と
の

整
合
性
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東ビサヤ地域母子保健プロジェクト詳細計画策定調査　評価グリッド　　　

調査項目 調査小項目 調査の視点/調査事項 検討事項・必要なデータ データ入手先 入手方法 備考

プロジェクト目標はプロジェクト実施期間内に十分達成可能なも
のか？

プロジェクト目標は、プロジェクトを実施したことによる直接
的な効果として期間内に達成されるか（ロジックの確認）

・PDM
・カウンターパートとの協議内
容

協議を通じた情報
収集

二次資料レビュー

プロジェクト目標の指標は目標の内容を的確にとらえているか？ 【原案・最終案】の確認
・PDM
・カウンターパートとの協議内
容

協議を通じた情報
収集

二次資料レビュー

コスト・時間・労力の面で負担が大きすぎないか。
モニタリングの手段として活用できるか。

・現状調査等
・プロポーザル by CHD-
VIII

二次資料レビュー

コスト・時間・労力の面で負担が大きすぎないか。
モニタリングの手段として活用できるか。

・保健省（CHD-VIII）情報担当
官
・JICA専門家、他開発パート
ナー保健担当官など

インタビュー

プロジェクト目標はアウトプットによって引き起こされる効果となっ
ているか？

母子保健プロジェクトにおける各アウトプットのプロジェクト
目標達成への貢献度合い

終了時評価結果 二次資料レビュー

プロジェクト目標に対し必要なアウトプットが網羅されているか？
他の代替手段を考え比較検討されたか？

【原案・最終案の確認】

・終了時評価結果
・保健省（CHD-VIII）
・JICA専門家、他開発パー
トナー保健担当官など

二次資料レビュー
インタビュー

プロジェクトのアプローチは何か？
現存する問題に対処しているか？
他の方法と比較して問題を効果的に解決出来得るか？

・学術、国際機関技術報告等
・協議内容

二次資料レビュー
協議を通じた情報
収集

現存する問題に対処しているか？
他の方法と比較して問題を効果的に解決出来得るか？

・CEmOC対象施設スタッフ
・PHO/CHOスタッフ（母子保
健担当）

インタビュー

・FHSIS/TCL
・ドナーによる報告書等

二次資料レビュー

・中央DOH関係者
・LGU関係者
・NGO関係者
・CHD-VIII情報担当官

インタビュー

阻
害
要
因

プロジェクト目標を達成する阻害要因はあるか？ 阻害要因とプロジェクトの対処方法

・中央DOH関係者
・LGU関係者
・NGO関係者
・CHD-VIII情報担当官
・JICA母子保健事業担当者

インタビュー

外
部
条
件

アウトプットからプロジェクト目標に至る迄の外部条件は適切に
認識されているか？

PDMに示された成果とプロジェクト目標の関連性の上で、アウトプット・プロジェクト目標が適正に設定されているか、計画に論理性があるか、を見ます。

プ
ロ
目
標
の
設
定

3. 有効性　（EFFECTIVENESS）　＊予測

計
画
の
論
理
性

プロジェクト目標の指標は適切か？

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
の
ア
プ
ロ
ー
チ
の

適
切
性

プロジェクトのアプローチの適切性
EmONC体制の強化は、フィリピン国の妊産婦・新生児死亡率低
下につながるか？

外部条件の的確性
外部条件が満たされる可能性

－
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東ビサヤ地域母子保健プロジェクト詳細計画策定調査　評価グリッド　　　

調査項目 調査小項目 調査の視点/調査事項 検討事項・必要なデータ データ入手先 入手方法 備考

アウトプットは、プロジェクトの中で十分に達成可能なものか？ プロジェクト期間中に達成可能か？

・終了時評価の結果
・PIPH
・Facility Mapping
・現状調査等

二次資料レビュー
関係者との協議

アウトプットの指標は測定可能か？入手可能か？
必要な指標を測定しているか、コストがかかっていないか、
モニタリングが可能か

・CHD-VIII情報担当官など インタビュー

成果に対し、必要な活動が網羅されているか？ 【原案・最終案の確認】

・要請内容
・終了時評価の結果
・他開発パートナーの支援
内容

二次資料レビュー

設定された成果は投入予定の資源量に見合ったものか？
・投入予定の資源量
・設定された成果

・要請内容、最終案
・母子保健プロジェクトの介入
単価
・対象地域の現状

二次資料レビュー

予定されている投入を十分に活用するための、専門家のTOR、
カウンターパートのTORは明確か？(明確になるメドはたつか？）

専門家のTOR、各プロジェクト関連組織、CPのTORの確
認

・団内の協議内容
関係者協議からの
情報収集

外部条件が満たされる可能性
・PDM
・要請内容

二次資料レビュー

その他に外部条件はないか？
- 保健従事者(特に医師/看護師）の転出
- 保健従事者の適正配置（内部？）
- 機材の窃盗が心配される地域での対策は十分か？

・終了時評価結果
・セキュリティ報告
・保健セクター関連文書
・PHO/CHOs
・LGUs代表

二次資料レビュー
インタビュー

投入の規模、質、タイミングはプロジェクトの戦略を考えた上で適
切に設定されているか？

PO案で活動を円滑に実施できるよう、投入の時期が計画
されているか。

・PO案
・プロセス・ドキュメンテーショ
ンの内容

二次資料レビュー

他の代替手段を考え（類似プロジェクトと）比較検討された上での
投入計画か？

過去の協力や、他国での協力との比較からの適切性
代替手段の可能性

・他開発パートナー関連文書
・終了時評価結果

二次資料レビュー

過去・現在受けた他開発パートナーの支援の内容
UNICEF, PLAN-Phil, LEFADO, PCWS, GTZ, UNFPA,
EC-TA, World Visionの支援内容

・他開発パートナー関連文書 二次資料レビュー

過去・現在受けた日本の支援は活かされるか？
母子保健プロジェクトその他で育成された人材や供与され
た機材の活用の可能性

・団内協議内容
・終了時評価結果

協議を通じた情報
収集

過去の支援で得られた成果は、本プロジェクトにどれだけ活用さ
れる予定か？

母子保健プロジェクトで創出されたリソースは？
その中で活用可能・活用が望ましいものはあるか？

・団内協議内容
・終了時評価結果

協議を通じた情報
収集
二次資料レビュー

他のプロジェクトの教訓は生かされているか？
母子保健プロジェクトの教訓は？
UNICEF, UNFPAプロジェクトの教訓は？

・団内協議内容
・終了時評価結果
・他開発パートナー評価報告
等

関係者協議からの
情報収集
二次資料レビュー

投
入
に
見
合
う
成
果
・
結
果
が
で
る
か
？

過
去
の
投
入
・
教
訓
を

有
効
利
用
し
て
い
る
か

既
存
の
活
動
や

努
力
と
重
複
が

な
い
か

PDMに示された投入とアウトプットの関連性の上で、プロジェクトの資源が有効活用されるか、投入に見合う成果がでるか、を見ます。

費
用
対
効
果
の

検
証

活動からアウトプットに至るまでの外部条件は適切に認識されて
いるか？

費
用
対
成
果
・
結
果

ア
ウ
ト
プ

ッ
ト
の
設

定

4.　効率性（EFFICIENCY）　*予測

－
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東ビサヤ地域母子保健プロジェクト詳細計画策定調査　評価グリッド　　　

調査項目 調査小項目 調査の視点/調査事項 検討事項・必要なデータ データ入手先 入手方法 備考

上位目標はプロジェクト終了後3-5年に達成されるようなレベル
に設定されているか？

目標値はベースライン、データに照らし合わせて妥当か、
事後の評価で効果が検証できるか

・人口健康サーベイ（DHS）
・FHSIS
・母子保健関係者

二次資料レビュー
インタビュー

上位目標の指標は目標の内容を的確にとらえているか？ 上位目標の指標の的確性は？
・終了時評価結果
・関係者との協議

二次資料レビュー
協議を通じた情報
収集

上位目標の指標は測定可能か？
必要な指標を測定しているか、コストがかかっていないか、
モニタリングが可能か

・人口健康サーベイ（DHS）
・FHSIS
・母子保健関係者

二次資料レビュー
インタビュー

上位目標はプロジェクトの効果として発現が見込まれるか？
上位目標はプロジェクトを実施したことによる直接的な効果
として達成されるものか（ロジックの確認）

・終了時評価結果
・母子保健関係者
・WHO、UNFPA技術報告等

上位目標と開発課題の関連性･理論は明確か？ フィリピンのセクター開発課題と上位目標の関連性
・PDM
・保健省政策文書等

二次資料レビュー

上位目標に至るまでの外部条件は満たされる可能性が高い
か？

プロジェクト目標達成後、上位目標が達成されるために必
要な外部条件がすべて認識されているか
外部条件が満たされる可能性

・母子保健現況調査
・人口健康サーベイ（DHS）
・WHO、UNFPA技術報告等
・母子保健関係者

二次資料レビュー
インタビュー

直接的・間接的に裨益をうける集団はどのくらいの規模か、その
裨益効果はいつごろ受けるか？（郡、コミュニティレベルへの影
響）

・各地域の人口
・各地域の出産推定数

・母子保健現況調査
・人口健康サーベイ（DHS）
・WHO、UNFPA技術報告等

二次資料レビュー

直接的・間接的な技術移転対象者の数はどの程度か（地域のど
の程度をカバーできるのか？）

・BEmONC指定を受けた施設数、SBAの数等
・直接的な技術移転対象者の数
・地域全体の技術者の数

・母子保健現況調査 二次資料レビュー

政策へ何らかの影響を及ぼしうるか？

・政策策定に有用なレッスンはプロジェクト実施を通じて得
られるか？
・政策策定に影響を与える組織との接点が活動・実施体制
に組み込まれているか？

・母子保健関係者
・DOH-NCDPC
・要請書
・PDM

二次資料レビュー
インタビュー

負のインパクトはないか？
・個人開業している助産師、Hilotへの影響？
・母体死亡, 新生児死亡が報告されないリスク？
・その他？

・母子保健関係者
・PHO/CHO保健情報担当
官
・MHO, WHTメンバー
・個人開業助産師

インタビュー

ジェンダーや貧富などの社会経済的格差に配慮はあるか？
・施設分娩にかかる費用は？
・全ての世帯で準備できる額か？
・嫁の施設分娩に対して親族の理解が得られるか？

・PHO/CHO母子保健担当官
・MHO, WHTメンバー
・人口保健サーベイ

インタビュー
二次資料レビュー

貧困層による医療施設利用パターンに配慮はあるか？

・社会経済層間で医療施設利用パターンに違いがある
か？
・貧困層のPhilHealth加入割合は？
・医療保険の利用率は？

・人口保健サーベイ
・PHO/CHO保健情報担当官
・LGU, PHO/CHO,MHO

二次資料レビュー
インタビュー

対象地域・ターゲットグループ（東ビサヤ地域CHD）以外への波
及効果はあるか？

対象外のPHO/CHO、研修対象外のサービス従事者、
妊婦・母親に効果を波及させるシナリオはあるか？

・CDH-VIII
・PDM
・団内協議

二次資料レビュー
インタビュー

・市町村は訓練費用をねん
出できるか？

因
果
関
係

上
位
目
標

5.　インパクト　（IMPACT）　*予測

波
及
効
果

プロジェクトの実施によって、より長期的、間接的な効果や、波及効果の可能性を見ます。
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フィリピンの母子保健対策に関する政策はプロジェクト終了後も
継続実施されるか？

中央、地域、LGUのレベルで継続実施にかかる意思があ
るか？

・DOH中央（NCDPC)
・CHD-VIII
・LGUs/PHO/CHOs

インタビュー ・地方「不満」の原因を追及

協力終了後も、効果を上げていくための活動を実施する組織能
力はあるか？

条例や予算配置が実施された場合の継続可能性（異なる
政権による母子保健にかかる政策の違いはあるか？）

・PHO/CHO母子保健関係
者 インタビュー

経常経費を含む予算の確保は行なわれているか、フィリピン国
側の予算措置は十分に講じられるか？

CEmOC、EmONCサービス提供体制の維持や非対象地
域に波及するための活動予算の見通し
　・LGU　　　　・DOH（Performance-based Grant）
　・PHDPF拠出　　　・P100、PopShop

・CHD-VIII
・LGUs/PHO/CHOs インタビュー

将来当該運営体制を維持する予算が増える可能性はどの程度
あるか？

　・LGUによる予算配置（経常、User Fee等）見通し
　・PhilHealth-MCP/NCPのCapitation Fund獲得可能性

・MCP取得済RHU
・LGUs/PHO/CHOs インタビュー

CP機関は協力終了後も、効果を上げていくための活動を実施す
る運営管理体制はあるか？（人材配置、実施体制の確立）

・CHD-VIIIの人材配置、新政策実施の具体計画
・CHD-VIIIとLGUとの関係現状

・組織体制にかかる文書
・CHD-VIII、PHO/CHO母子
保健担当官

二次資料レビュー
インタビュー

実施機関は組織的・制度的・法的に確立された組織か？
・CHD-VIIIのTOR
・LGUによる保健組織運営の現状

・組織のTOR文書
・LGU運営保健施設

二次資料レビュー
インタビュー

・キャパと新政策による要求
事項とのギャップは？

プロジェクトを開始する前から実施機関のプロジェクトに対する
オーナーシップは十分に確保されているか？

・CHD-VIIIは自らの役割をどのように見ているか
・LGUのオーナシップ促進、維持のための戦略はある
か

・CHD-VIII
・LGUs インタビュー

プロジェクトで用いられる技術移転の手法は受容されるか？ ・新母子保健政策の対象地域での受容度合い

・PHO/CHO母子保健関係
者
・WHTメンバー

インタビュー

プロジェクトで導入予定の資機材の維持管理計画は妥当か？
・MOPとの齟齬はないか？
・資機材盗難の可能性、防止策の有効度合い

・ミニッツ内容 二次資料レビュー

実施機関がサービスの質や普及を維持できる可能性はどの程
度あるのか？

・技術普及のメカニズムはあるか？
・サービスの質の維持の可能性と質低下にかかる対策は
あるか？

・CHD-VIII
・保健省政策文書等

二次資料レビュー
インタビュー

社
会

文
化

環
境
面

女性、貧困層（移民も含む）、社会的弱者への配慮不足により持
続的効果を妨げる可能性はないか？

・女性、貧困者、アクセスの悪い地域への配慮？
・Indigent世帯のPhilHealthカバー率維持？

・保健省政策文書等
・PhilHealth担当官

二次資料レビュー
インタビュー

技
術
面

財
務
面

組
織
面

援助が終了したあとも、プロジェクトで発現した効果が持続し得るかどうか、または、プロジェクトで移転された技術を被援助国側が、自力で継続的に
効果的な事業に適用できるか、を見ます。

制
度
面

政
策
面

6.　自立発展性（SUSTAINABILITY）　*予測
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プロジェクト管理体制（モニタリ
ングの仕組み、意思決定過程
など）に問題はないか？

○
プロジェクト体制（JCCメンバ‐、意思決定メカニズ
ム）の的確性と現実性

・プロジェクト実施管理体制は、フィリピンの保健行政の構造を鑑みて中央レベルのＪＣＣ、
地域レベルの調整委員会、プロジェクトの実施を担う州・独立市レベルの執行委員会の三層
構造になっている。これは、国外からの支援を受けた事業の「プロジェクト・ディレクターは保
健省国際協力局次官とする」という保健省の規定（Administrative Order）に依るものであ
る。
・ 一方、要請書の提出は保健省東ビサヤ地域事務所であり、またコストシェアを必要とする
事業活動の殆どは州／独立市のカウンターパートが主体となって実施するため、地域・州／
独立市両レベルにおける事業調整・執行委員会の設置は必須である。従って、三層構造で
州／独立市側に負担が多いなど効率性に欠ける部分もあるが、相手側の行政に呼応した適
切な体制といえる。

MNCHN Task
Force, DOH-BIHC,
DOH-CHD EV,
PHO, CHOとの協
議やコメント交換

実施機関やカウンターパート
のプロジェクトに対する参加度
や認識は高いか？もしくは高
まることが期待されるか？

○

（
一
部
？

）

実施機関やカウンターパートの妊産婦死亡、新生
児・乳幼児死亡削減事業に向けた意欲は高いか?

・ 現地調査期間中、中央保健省、地域保健省、レイテ州保健局、オロモック市保健局の各レ
ベルにおいて、妊産婦死亡、新生児・乳幼児死亡削減に向けた多くのイニシアチブや独自の
活動が既に実施に移されていることが観察された。このことから、実施機関やカウンターパー
トの意欲は高いものと考えられる。
・ 但し、現地調査で訪問したRHUでの聞き取りから、municipalityには、意欲の高低に差が
あると見られた。

MNCHN Task
Force, DOH-CHD
EV, PHO/CHO,
MHO/DHOへのイ
ンタビュー及び現地
調査時の観察

適切なカウンターパートが配
置されるか？

○

（
一
部
？

）

・JCC & ExeCom members
・EVRMC trainers
・SHP Teams at Community Hospitals, District
Hospitals, RHUs/DHCs at proposed BEmONC
facilities
・WHTs(Barangay Health Workers, Barangay
Nutrition Scholars, Hilots)

・本プロジェクトは、保健省の新MNCHN政策の実施活動の一部として、また、対象となる州
及び独立市の保健投資計画の活動の一部として、現地のシステムの中で統合された形で実
施されるものであるため、カウンターパート配置というよりは、MNCHN実施にかかる人材配
置の整備を検証する必要がある。
・ JCC, ExeComに関しては、協議の上合意された内容であるため、問題はないと考えられ
る。
・ 但し、州／市保健局では多くのプログラムを専任で担当するだけのスタッフ数が確保できて
いないため（例：レイテ州保健局ではEPI/FP/Safe Motherhood, ILHZ）を一人で扱うなど兼
任が多く、この点については留意すべきである。
・ EVRMCについても、産科・婦人科・小児科に関連する複数の訓練を受け入れており、東ビ
サヤ地域のEmONC訓練ニーズを迅速に満たすためには、スタッフ数が不足する可能性が
ある。
・ 有資格者の熟練介助者（医師・看護師・助産師）の配置については、現時点においてレイテ
州・オロモック市のRHU/DHCでは問題はないが、Community HospitalではBEmONCチー
ムを3チーム構成するのは難しい。
・ WHTを構成し活動を始める際に、バランガイレベルでの容認が必要となる可能性がある
が、協力が得られるかどうかは今回の調査では吟味できなかった。Hilotについては、現地調
査で訪問したRHUには、スタッフと関係が良いところもあれば、悪いところもあった。

MNCHN Task
Force, PHO/CHO,
MHO/DHOへのイ
ンタビュー及び現地
調査時の観察

○：調査済み、△：ほぼ調査済み、？：調査は済んだが調査結果からは断言困難な項目、×：調査できなかった項目

1.　実施プロセス（Implementation Process）　＊予測

プロジェクトがどのように実施されるか？その実施体制や実施過程で留意するポイントについて見ます。

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
の
実
施
体
制

プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
の
実
施
体
制
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活動を計画通りに行うための
投入は保証されているか？

○

（
一
部
？

）

・BPHCF,PHPF,PHDPF稼働見通し、人材配置
の見通し、プロジェクト事務所設置

・保健省によって設置されたLGUに対するPerformance-based Grants（施設・機材・訓練の
目的で使用可能、資金源はEUやWorld Bankによるセクター支援資金など）は、政府の調達
システム整備の遅れ等の理由により長く拠出が開始されなかったが、今回の現地調査によっ
て、少なくとも病院の施設拡張や新MNCHN政策実施のためのオリエンテーションや関連訓
練実施などの形で資金が東ビサヤ地域で支出されていることが確認できた。
・ 資金・物資・人材の投入については、事業実施中も継続して（常勤職員の雇用など）条件付
き訓練供与やマッチングファンドという形での活動費提供など、工夫をしながら相手側のコ
ミットメントを引き出していく必要性がある（保健省BIHC／NEDAびよるアドバイス）。
・ プロジェクト事務所は、DoH-CHD EV, Leyte PHO, Ormoc CHOの３カ所について設置を
することで、相手側の合意を得た。

MNCHN Task
Force, NEDA,
DoH-CHD EV,
PHO/CHO,
MHO/DHOへのイ
ンタビュー及び現地
調査時の観察

そ
の
他

その他、プロジェクトの実施過
程で留意しなければならない
事柄や阻害する要因はある
か？

○

（
一
部
？

）

・人材確保へのコミットメントはあるか？
・他開発パートナーとの連携の形は？
・地域事務所とLGUの関係性は選挙後に変化す
るか？

・ 他開発パートナーとの連携について、UNICEF, UNFPA, WHOはUN Joint Programとし
て、東サマール州、北サマール州で母子保健を含む支援を実施してきており、今後、F-1の全
国実施に伴い、タクロバン市にも支援を拡大する予定である
・ 地方分権が進んだフィリピンでは、保健省地域事務所が、州／独立市政府の一部である
州／市保健局に対して法的権限を持たないため、州知事と協力関係を築くことが肝要である
が、現在の関係は良好であるとのことであった。州・市の首長は、現在第２期目で時期の再
選を目指しており、市民の人気も確保できており、強力な対立候補も見られないため、再選
の可能性が高い。従って、現在の良好な関係が保たれると考えられる。レイテ州の下位の
municipalityMunicipalitiesに関しては、保健センターに協力的な自治体と協力が限定的な
自治体とが混在しているようである。

UNICEF, NEDA,
DoH-CHD EV,
PHO/CHO,
MHO/DHOへのイ
ンタビュー及び現地
調査時の観察

調査項目 調査小項目 調査の視点/調査事項 調査結果 入手方法 備考

フィリピン政府（国家・地域）の
開発政策、母子保健対策の政
策との整合性はあるか？

○
MEDIUM-TERM PHILIPPINE DEVELOPMENT
PLAN
2004-2010

第２次アロヨ政権によって発表された中期開発計画（２００４～２０１０）は、以下10項目のアジェンダに
沿って実施されているが、特に保健医療に目立った内容ではない。①雇用創出、②万人のための教
育、③財政均衡、④デジタル・インフラの整備、⑤全バランガイ電化・上水整備、⑥地方拠点都市整
備、⑦クラーク・スービック回廊開発、⑧選挙事務の電算化、⑨全反政府組織との和平達成、⑩ピー
プルパワーによる国内分裂の終結。
一方、MDG達成という観点からは、全体的に達成可能性が高い一方で、初等教育と並んで妊産婦
の健康改善がさらなる努力が必要となっている。これを受けて、保健省は新たな母子保健政策（新
MNCHN政策）を打ち出し、妊産婦死亡及び新政治死亡の減少に向けたコミットメントを示している。

比国援助実施方針の
資料レビュー

フィリピン政府の保健セクター
における母子保健対策戦略に
沿っているか？

○
フィリピン母子保健戦略

当該プロジェクトは、2008年9月9日に保健省によって公表されたAdministrative Order
No.29 "Implementing Health Reforms for Rapid Reduction of Maternal and Neonatal
Mortality" またはMNCHN戦略に則って計画されており、その実施要領である
"Implementing Health Reforms for Rapid Reduction of Maternal and Neonatal
Mortality: Manual of Operations"の内容にも沿った支援である。
さらに、本プロジェクトの支援内容は、対象地域であるレイテ州政府及びオルモック市政府の
保健投資計画に沿ったものであり、また投資計画の一部を成す「女性の健康・母性保護のた
めの施設ネットワーク投資計画」”the Women’s Health Safe Motherhood Facility
Network Investment Requirements”に応じた施設改善計画を基に対象となる施設を選択し
ている。

保健省A.O.及び実
施要領、レイテ州及
びオロモック市の保
健投資計画、施設
マッピング等の資料
レビュー

2. 妥当性　（RELEVANCE）

PDMに示されたプロジェクトの目標・上位目標が、ターゲットグループ（CHDリージョン8の6州/市2市、母子保健対策関係者、伝統的産婆、妊産婦・母子とその家族）のニーズと合致しているか、援助国側の政策や日本
の援助政策との整合性はあるか、公的資金であるODAで実施する必要があるか、といった援助プロジェクトとしての正当性を見ます。

検討事項・必要なデータ

－
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調査項目 調査小項目 調査の視点/調査事項 検討事項・必要なデータ 調査結果 入手方法 備考

フィリピン政府の保健セクター
における母子保健対策戦略に
沿っているか？

△ 母子保健戦略内容詳細の確認

・保健省では、2008年9月に公表された新MNCHN政策の実施体制を整備する努力が続け
られており、主な変更点として以下の２点がある。
(1)母子保健に関する複数の研修内容のレビューとモジュール整理、(2)PhilHealthのMCP
認証内容の変更。
・(１)について、本プロジェクトの活動で支援する研修には４種類があり、変更予定の内容に
ついて、今回の調査で確認できた点は以下の通りである。
あ）BEmONC研修モジュールが、DocNurse用とMidwife用に分かれること
い）POGS-LSS研修実施については中止し、新BEmONC (Midwifery)に一本化する。
う）CMMNC研修については、自然分娩を自宅でとるような印象を与える部位があるため、自
然分娩と分娩のサードステージにおけるアクティブ・マネージメントを除く（含む？）形で改訂
するか、CMMNC自体をキャンセルし、内容の一部をBEmONC (Midwifery)もしくはWHT
TOTに統合させて実施する方向で検討している。
・（２）について、保健省では今後、EmONCのネットワークにつながらない形でのStand
aloneの分娩施設が増えないよう指導してゆく方であるため、ＰｈｉｌＨｅａｌｔｈのＭＣＰ認証制度
について、認証を一時的に中止するよう要請しているとのこと。今後は、ＭＣＰ認証ではなく、
BEmONC認証もしくはMCPプラス認証として、BEmONCの施設へのリファラルが出来る体
制にある分娩施設のみが認証されるような制度を導入してゆく。
・今回の調査で以上のような今後の変更点を確認したものの、研修方針にかかるガイドライ
ンの正式発表はまだなされておらず、研修の新モジュールの完成するまでには一定の時間
が必要であることから、本プロジェクトでは、旧モジュールを想定した活動項目を残し、「研修
の新モジュールが入手可能となった際にモジュールの切り替えをする」という但し書きを加え
た形でＰＤＭ・ＰＯの内容を修正した。

MNCHN Task
Force, DoH-BIHC,
DOH-CHD EVとの
協議やコメント交換
による

ターゲットエリア・対象施設の
選定は適正か？

△

対象地域選定のクライテリアは適切か？
対象地域選定のプロセスは適正か？
対象地域の範囲は適切か？
対象施設の選定は、保健省の規制と適合してい
るか？

・対象地域選定のクライテリアは、保健省の戦略実施枠組み、受益者のニーズ、適正な事業
実施に必要な条件等が含まれており、内容として適切といえる（クライテリアは別紙参照のこ
と）。
・プロセスに関しても、JICA事務所と保健省MNCHNタスク・フォース及び保健省第8地域事務
所との間で協議の上合意されたもので、適正であったといえる。
・先行プロジェクトの対象地域（イフガオ州AMADHS自治体間保健連携ゾーン、ビリラン州）
は、面積規模で1,679sq.km、人口規模で約20万9000人、出生数規模で4,800あった。今回、レ
イテ全州とオロモック市全域を対象とすると、面積では28倍、人口では8倍、出生数規模では
7倍、BEmONC施設数では2倍、RHU数では4倍、BHS数では5倍、バランガイ数では8倍の規
模となる。保健省側は、右に加えて当初国連や他開発パートナーでカバーされないサマール
州も対象としてほしいという意向があったが、同時に、州の中で幾つかのILHZを選択して州
の数を増やすよりは、州全体を対象として欲しい希望もあった。本プロジェクトの予算を考え
ると、広いサマールとレイテ州全域には支援がいきわたらないとの試算であったため、選定
のクライテリアに沿って、人材の配置が既にあり、セキュリティの問題が少ないレイテ州を選
択した。

タ
ー
ゲ

ッ
ト
グ
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プ

の
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ズ
と
の
整
合
性

と
適
切
性

？ 母子保健サービス従事者（SHP）のニーズは？

・RHUは、通常の分娩を扱い始めた場所も多いが、緊急対応（BEmONC)やNewbornCare,
NewbornScreeningなどの訓練は未だ限定的にしか提供されていないため、訓練を必要とし
ている。
・RHUでは、件数増加や夜中の分娩に対応するために、職務環境の整備（施設拡充、手当な
ど）が必要となっている。また、都市部の助産師は、保健センター外でクライアントから謝礼を
もらっている例があり、クライアント側の支払いを利用料として制度化することに対する抵抗
がある可能性もある。

ターゲットグループのニーズに
合致しているか？

被
援
助
国
の
ニ
ー
ズ
と
の

整
合
性

開
発
の
枠
組
み
と
の
整
合
性
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？
妊産婦・家族・コミュニティのニーズは？
伝統的産婆のニーズは？

・妊産婦やその家族には、交通費、夜の移動、小さな子どもの世話役探しなどの機会費用を
伴う施設分娩に対し、自宅分娩を好む傾向もみられるが、医師が在籍する施設での分娩に
安心感を感じる傾向も同時に見られる。
・伝統的産婆のニーズに関しては、現状では妊婦へのカウンセリングや出産介助が収入源と
なっている、社会的な役割として尊敬されている、などの要素があるため、施設での分娩促
進でその役割や収入源が損なわれないような対応が必要とされる。

対
フ
ィ
リ
ピ
ン
支
援

策
と
の
整
合
性

日本の援助政策・国別事業実
施計画との整合性はあるか？

○
対フィリピン国別援助計画の内容
JICA事業実施方針内容

日本の国別援助計画及び国別援助実施方針では、①雇用機会の創出に向けた持続的経済
成長、②貧困層の自立支援と生活環境改善、③ミンダナオにおける平和と安定、を3つの重
点分野に掲げており、そのうち②では地域の視点を重視した生計向上や保健・教育など基礎
的社会サービスの拡充に係る支援を行うとしている。さらに、保健医療改善の分野において
も、保健セクター改革の支援、地方部の保健システム強化・サービス拡充によるＭＤＧ達成
の実施、基礎医療に係る施設整備・能力開発を重点支援する方針となっている。

比国援助実施方針
の資料レビュー

公
共
性
･

公
益
性

民間セクターの保健・医療組
織・団体との競合はあるか

？

・公的セクターと民間セクターの分布・利用状況

・東ビサヤ地域における民間施設での分娩は出産件数全体の5％程度（NDHS,2003）となっ
ており、2006年の調査では7％へと増加している。施設での出産だけを取り出して民間・公的
施設の割合を見ると、全体の25.7%（NDHS,2003）に上り、施設分娩を選択した利用者の4分
の1が民間を選んだことになる。
・レイテ州において、民間病院は5件（うち2件は母子専門：（TaclobanMaternityHospital、
PoloMotherandChildClinic）あり全てが分娩サービスを提供しており、その他クリニックは6
件ある。また、LEFADOが支援した個人開業助産師21名がサービスを提供している。
・オロモック市において、民間病院は3件、民間のクリニックは17件ある。
・病院以外の民間の助産師は、USAIDによる支援を受けた場合、MCP認証を含めたパッケー
ジで質がある程度確保されるため、「熟練助産師による施設分娩」の促進に沿った動きであ
り、また、今後、現在80%程度の自宅分娩件数が施設へと転じた際に、Overloadを引き起こし
兼ねないため、公的セクターと競合するというよりは、補完しあう関係になると予想される。
・LEFADOの担当官によれば、民間で開業したCarigaraMunicipality（GoodwillILHZ)の助産
師は、（USAIDによる支援であること、家族計画サービスも提供していることから）宗教指導者
の訪問を受け、閉業を説得されたケースがある。（しかし、Carigaraには3名の開業助産師が
存在する）また、現地調査中、民間助産師とmunicipalityの保健センターが競争相手としてお
互いのサービスを尊重しない例が2件見られたため、民間とのパートナーシップがお互いの
利害を守る形で進捗するよう、介入が必要と思われた。

・NDHS、Facility
Mapping報告、
PIPHなど二次資料
レビュー
・PHO,CHOへ確認

日
本
の
技
術
の

優
位
性

日本の同様の支援実績、日本
の経験の有用性などはどう
か？

○
日本による過去の母子保健プロジェクトの経
験（ビリラン州/市、イフガオ州/市終了時評
価結果）

・JICA母子保健プロジェクト（2006~10）の終了時評価による以下の経験が活用された

各ドナーとの連携、財政支援および活動のデマケ
WHO,UNICEF,UNFPA,EU

・国連は、WHO, UNICEF, UNFPAがUN Joint Programを実施しており、東ビサヤ地域にお
いては、Ｆ－１重点サイトであった東サマール州で母子保健に関連した支援を展開してきた。
その他Ｆ－１重点サイトであったビリラン州及び南レイテ州には、ＧＴＺが保健システム関連の
支援をしてきた。
・Ｆ－１が全国展開したのを受けて、国連の合同プログラムは北サマール州にも同様の支援
を展開し始めている。
・基本的に、国連合同プログラムとは、対象地域のデマケと、ＣＨＤを通じた実施経験のシェ
アという形での共存が見込まれる。

ターゲットグループの選定は
適正か？

日
本
の
援
助
事
業
と
し
て
の
妥
当
性
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そ
の
他

他
開
発
パー

ト
ナー

と
の
連
携

援助協調の進むフィリピン政
府の状況において、どのよう
なドナー協調の相乗効果があ
るか？

？
各ドナーとの連携、財政支援および活動のデマケ
USAID（PRISM-II, HealthGov）

・USAIDは、東ビサヤ地域に支援を拡大する予定となっており、複数のプログラムの中から、
TB-LINC,PRISM-II,HealthGov,HealthPROなどがその候補として挙がっている。各プロジェ
クトの内容は別紙資料に依るが、USAIDのプログラムの重点は、結核、HIV/AIDSの他に家
族計画の普及がある。つまり、高い妊産婦死亡への対策として、本プロジェクトが直接もしく
は主題として扱わない家族計画の普及を戦略として取り上げているため、相乗効果が期待で
きる。
・具体的には、家族計画を含む新政策実施のための地方行政へのアドボカシーや体制整備
（HealthGov）、コミュニティレベルにおけるプロモーション(HealthPRO)、民間セクターによる家
族計画サービス提供(PRISM-II)のプロジェクトを通じて家族計画実施率を目指している。
・USAIDとの東ビサヤ地域への2回のJointMissionとPRISM-II,HealthGov,HealthPROの関
係者を含めた協議の結果、HealthGovによる州・市町村・独立市による保健投資計画策定能
力強化、物資・医薬品調達、アドボカシー、保健情報システム改善などの支援、PRISM-IIによ
る公的・民間セクターの連携協力への支援、HealthPROによる助産師のコミュニケーション能
力強化は、全て本プロジェクトの目標達成に寄与する内容であることが確認され、今後も情
報交換を重ねながら具体的な連携の形を協議してゆくことが合意された。また、USAID側か
らは、JICAの事業の中で公的セクターによる家族計画サービス提供の強化に繋がる活動
（研修やスーパービジョン、ＷＨＴガイド作成など）をきちんと実施して欲しいとの希望が上
がった。
・USAIDのPRISMでは、民間の助産師開業を支援したが、公共セクター機関とのリンクが弱い
ことが分かったため、PRISM-IIが開始されてからは、統計報告、物資調達、訓練など様々な
側面で民間と公的セクターの協力関係を構築してゆくことが提言として出された。PRISM-IIで
は、東ビサヤ地域における母子保健サービスのマーケット調査を行い、民間をサービスの担
い手として視野に入れたうえでの東ビサヤ地域におけるサービス提供体制の構築にDOH-
CHDEVと協議する予定であるため、本プロジェクトもそのプロセスから恩恵を受けることがで
きると考えられる。

USAID担当官,
USAID Project関
係者、UNICEFとの
協議

調査項目 調査小項目 調査の視点/調査事項 検討事項・必要なデータ 調査結果 入手方法 備考

○
プロジェクト目標は、プロジェクトを実施したことに
よる直接的な効果として記述されているか（ロジッ
クの確認）

[2014年までに保健第Ⅷ地域の事業対象エリアにおいて、安全な妊娠、分娩、産褥期の母親・新生児ケアサー
ビスが強化され、訓練され認証された熟練助産師による妊産婦・新生児へのサービスの質とアクセスが全ての
レベルで拡充されることにより、  妊娠・分娩・産褥期における母親と新生児の健康が改善する。]

・上記、プロジェクト目標の記述（要請書案）は、3段階もしくは2段階のロジックで構成されて
いる。すなわち：
(1)安全な妊娠、分娩、産褥期の母親・新生児ケアサービスが強化され⇒(2)訓練され認証さ
れた熟練助産師による妊産婦・新生児へのサービスの質とアクセスが全てのレベルで拡充さ
れることにより⇒(3)妊娠・分娩・産褥期における母親と新生児の健康が改善する。
(1)は(2)の言い換えととることもできるが、アクセスと質の拡充という意味が(2)に含まれてい
るため、(1)の発展段階が(2)と考えることができる。(1)はサービスの強化で、どちらかといえ
ばアウトプットの記述と同レベルととらえることができ、プロジェクト目標のレベルがサービス
が利用されている状態で整理することを提案する。また(3)はどちらかと言えば上位目標レベ
ルの記述といえる。

3. 有効性　（EFFECTIVENESS）　＊予測

PDMに示された成果とプロジェクト目標の関連性の上で、アウトプット・プロジェクト目標が適正に設定されているか、計画に論理性があるか、を見ます。

－
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△ プロジェクト目標は、期間内に達成されるか

[プロジェクトの終了時までに、東ビサヤ地域におけるプロジェクト対象地域において妊産婦と新生児

(newborns) が安全な妊婦ケア、出産ケア、産褥／産後ケアを受けられるようになる。 ]
プロジェクト目標の記述は、要請書を基にレイテ州・オロモック市・東ビサヤ地域の保健関係
者との協議によって合意された内容となっている。具体的には、以下を達成することを目指し
ている。
(1)70％の出産が有資格者の熟練助産者によって扱われること、
(2) 50％（レイテ州） /65％（オルモック市）の出産が保健施設で扱われること、
(3) 70％の妊婦が最低4回産前検診を受けること、

(4) 80％の妊婦が新生児／乳児を連れて産後検診を最低1回受けること

上記(1) (2)については、国家目標が80％となっているものの、ベースライン値を使った介入
のシュミレーションをした結果、達成可能な数値を提示し、カウンターパートと合意した。しか
しながら、オルモック市は助産師の数が少なく、SHPによる介助率も低いため、再度精査が
必要になる可能性がある。(2)については、ＤＯＨのコメントでオルモック市の目標値が増加し
たため、オルモック市保健局を通じて確認中だが、ＣＩＰＨでは70％となっているため、問題は
ないと思料）(3)に関しては、現時点では妊婦健診3回以上の割合のベースラインしかなく、妊
娠初期を含む4回以上に指標を変更した場合に現在の指標値より激減する可能性があるた
め、国家目標値の80％より低い70％とした。(4)は、既にベースライン値が高いと考えられる
ものの、データの信頼性に問題（ＢＨＷによる訪問をカウントするなど）があることが推測され
る。しかしながら、施設分娩が進めば自動的に産後検診が進むことを見込んで、ＰＨＯ／ＣＨ
Ｏとの協議の結果、80％を目指すこととした。

プロジェクト目標の指標は目
標の内容を的確にとらえてい
るか？

【要請書案】
・妊産婦死亡比
・新生児死亡率
・70%の出産がSHPによって扱われる
・70%の出産が保健施設で扱われる
・ 70%の妊婦が妊婦健診を最低4回受診する
・50%の妊婦が妊娠初期に最初の検診を受ける
・ 70%の出生児が28日以内に新生児ケアを受ける
・15のRHUがBEｍOC施設として機能する
・5のBHSが出産施設として機能する
・３の病院がCEｍOC施設として機能する

・要請案の指標は、上位目標レベル、プロ目レベル、アウトプットレベルの指標が混在してい
るため、以下のとおり整理した：
　　- 原案の妊産婦死亡比と新生児死亡率は、プロジェクトが4年間で目指す指標として適切
とはいえず、上位目標のものと重複しているので、削除。
　　- 15のRHUが...機能する、は、どちらかと言えばアウトプット指標となるため、アウトプット
レベルに移動。
   - その他の指標は上欄のとおり整理した。
　‐(4)は、新生児が産後のケアを受けることをモニタリングするとの意図があったが、通常報
告されているＦＨＳＩＳには、新生児関係の指標が限られており、産後ケアの指標で代替した。
保健省では、新生児の健康にかかる指標の改善を検討しているため、より適切な指標が取
得でき、通年でデータが入手可能であれば、変更が望ましい。

プロジェクト目標の指標は適
切か？

○
コスト・時間・労力の面で負担が大きすぎないか。
モニタリングの手段として活用できるか。

(1) 70％の出産が有資格者の熟練助産者によって扱われること、
(2) 50％（レイテ州） /65％（オルモック市）の出産が保健施設で扱われること、
(3) 70％の妊婦が最低4回産前検診を受けること、
(4) 80％の妊婦が新生児／乳児を連れて産後検診を最低1回受けること

(1)～(4)までの指標は、すべて地域保健サービス情報システムＦＨＳＩＳのデータから抽出可
能なデータとなっており、コスト・時間・労力の面での負担は最小限に留められている。しかし
ながら、データの信頼性に一部問題があるため、ＵＳＡＩＤとも連携し、指標の定義などを末端
まで徹底させる必要がある。（３）については、2008年では最低3回との報告で、2009年から
最低4回移行する予定となっている。最低4回に妊娠初期の検診1回が含まれていなければ
ならないという定義が末端まで徹底されれば、モニタリングの手段として十分使用可能である
が、検診の質に関しては他の手段で確認する必要がある。（４）については、現時点で報告さ
れている指標はレイテ州で68％、オロモック市で91％となっているが、BHWによる産後訪問で
1回と数えている例が見られたため、実際の産後ケアの内容に疑問が残るものの、有資格者
による産後ケアの提供に限定して記録を徹底すれば、指標として有用な可能性があるため
残した。新生児への産後ケアの内容を捉える指標としては適用できないため、他の方法を模
索する必要性がある。SHPの出産に関しては、保健省のコメントにより目標指標としてではな
くモニタリング指標とすることが適切。

プロジェクト目標はプロジェクト
実施期間内に十分達成可能
なものか？
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調査項目 調査小項目 調査の視点/調査事項 検討事項・必要なデータ 調査結果 入手方法 備考

プロジェクト目標に対し必要な
アウトプットが網羅されている
か？他の代替手段を考え比
較検討されたか？

○

【要請書案】
１）全てのレベルにおいて質の高いEmOC/MCHサービス
がアクセスに問題なく提供される
２）地方政府のサービス提供者が質の高いMCH/EmOC
サービス提供に必要な技術・管理のスキルを向上させる
３）自身・新生児のために医療ケアを求める妊婦・母親の決
断能力が改善する

・右要請書案を、以下のように変更した。
（１）BEmOC/MCHサービスを提供している施設が増加する。
（２）MNCHN/BEmOC サービスを提供するための政府のサービス提供者の技術スキルが向上する。
（３）BEmONC/MNCHN サービスを導入しその質を維持するための保健省東ビサヤ地域及び州／市保健局
の機能が強化される。
（４）BEmONCサービス提供施設がカバーする地域において、女性の健康チーム（Women ’ s Heath Teams
：WHTs) が組織化され活動を継続している。
（５）BEmONCサービス提供施設がカバーする地域において、妊産婦とその家族に対する政治的な支援が強

化される。

・保健改革（F-1政策）の4本の柱である、ガバナンス、制度、保健財政、サービス提供

？ これまでに検証されたEvidenceに沿った戦略か？

・1999年WHO, UNFPA, UNICEF, WBによって発された共同声明「全ての女性が熟練従事
者（医師・看護師・助産師）による妊婦・助産・産褥ケアを受ける」、及び2004年のWHO報告
「一次施設からレファラルレベルのクリニックまたは病院までの交通手段を含む、継続ケアを
実施するための機能的な保健システム」を妊産婦に提供することによって最大限の成果を上
げるという方針にも一致している。また、2006年Lancet紙の特集"Maternal Survival
Series"の学術論文では、これまでのEvidenceに基づき「一次医療施設による分娩の促進と
搬送可能なリファラル病院によるバックアップ」という唯一戦略を訴えており、保健省の
MNCHN戦略は、この戦略を具体化したものとなっている。
・新生児死亡削減のための費用対効果が高い介入に関する研究（LancetNeonatalSurvival
Series2005）では、出産時のケアと産後ケア（産褥婦・新生児両方）が90％のカバー率で提
供された場合、妊産婦検診の提供と比べて新生児の死亡に対し2～3倍の効果があるとして
いる。その反面、出産ケアのランニング・コストは産後ケアのそれと比較して2倍程度であり、
決して安価な代替戦略ではない。

○ 現存する問題に対処しているか？

・フィリピンにおいては、約半数のお産が少なくとも一つのリスク要因を伴うとされている。本
プロジェクトでは、アウトプット（１）～（５）を通じて、妊産婦・新生児死亡早期削減に向けた保
健改革実施に関する行政令で挙げられた4つのリスクの中で、リスク２）妊娠中の適切なケア
が確保できなことによるリスク、リスク３）熟練助産師の介助や緊急出産ケアへのアクセスが
ないというリスク、４）母親と新生児が適切な産褥期・産後ケアを受けられないというリスク、
の3つに対処するものである。
・上記戦略のうち、CEmONCの部分とEmONCのうち施設改善、人材配置等は保健省及び
地方政府側がその体制を整備することになっており、JICAはEmONCの機材や訓練に対す
る技術支援を担当するという分担になっている。
・上述の4つのリスクの中で、リスク１：時期・計画・希望・家族等による支援が不適切な妊娠
に伴うものに対する対処方法が外部条件となっている。→USAIDの民間FPサービス拡充へ
の支援に期待。
・本プロジェクトのアプローチが有効であるか否かは、実施中にMaternal Death Reviewを通
じて母体死亡の原因をモニタリングし、必要に応じてプロジェクトのアプローチの適切性を確
認する必要性がある。
・一方、新生児死亡は全国で乳幼児死亡の半分以上を占め（NMR 17/1,000LB, IMR
29/1,000LB: 2003NDHS）、東ビサヤ地域では2/3（NMR24/1,000LB, IMR 36/1,000LB:
2003NDHS）を占める。五歳未満の子どもの死亡率は過去15年間の間に出生千あたり55
（1998～92年）から34（2003～07年）へと、また乳児死亡率は同34から25へと減少傾向が
認められ（NDHS: 2008）、保健省では今後、新生児の死亡を抑えることで、MDG目標である
五歳未満児死亡率21が達成可能であると見ている。一方、新生児死亡に対処する戦略とし
て、妊産婦へのケア（特に出産時のケアから産後ケアへの継続ケアの考え）強化はWHOの
取りまとめたEvidenceに沿っており、適切と言える。

妊産婦・新生児死
亡早期削減に向け
た保健改革実施に
関する行政令、
2004年WHO世界
保健報告、
Lancet、
WHO,UNFPA,UNI
CEF, WB(1999)
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プロジェクトのアプローチの適
切性
EmONC体制の強化は、フィリ
ピン国の妊産婦・新生児死亡
率低下につながるか？
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調査項目 調査小項目 調査の視点/調査事項 検討事項・必要なデータ 調査結果 入手方法 備考

外
部
条
件

アウトプットからプロジェクト目
標に至る迄の外部条件は適
切に認識されているか？

○ 外部条件のアセスメント

要請書のＰＤＭにあった外部条件について、以下のとおり対応した。
1) 危険な・・・に関して：プロ目から上位目標のレベルに移動
2) 国家・地域政策・・・に関して：前回のプロジェクトでの経験から、また大統領選挙が近く現
時点ではアキノ候補が優勢ということもあり、政策の変更はあり得る状況であるため、外部条
件に残してモニタリングをする必要がある。
3) 母子の安全・健康・・・に関して：現在の政権は、レイテ州・オロモック独立市両方において
協力的であり、今年の選挙で再選される可能性が大きいものの、市町村レベルの協力見通
しが推測できないため、外部条件に残してモニタリングをする必要がある。
4) 家族計画のカバー率・・・に関して：プロ目から上位目標のレベルに移動
5) 新生児へのサービス・・・に関しては、阻害要因というよりはプロジェクトの成果を測るため
の手段であると共に、プロジェクト戦略の見直しが必要である場合の重要な情報源であるた
め、プロジェクト内部の活動とすることが望ましい。

阻
害
要
因

プロジェクト目標を達成する阻
害要因はあるか？

○ 阻害要因とプロジェクトの対処方法

・上記以外に、以下の上位目標の達成に必要である要素を外部条件に追加した。
(1) CEmONCサービス提供予定施設への支援が確保される。（本プロジェクトの支援対象とはならなかったた
め）
(2) 訓練を受けた医療従事者が同地域において職務を継続する
(3) BEｍONCサービス提供施設及びCEｍONCサービス提供施設への道路の維持・メンテナンスが実施される
か、改善される

調査項目 調査小項目 調査の視点/調査事項 検討事項・必要なデータ 調査結果 入手方法 備考

アウトプットは、プロジェクトの
中で十分に達成可能なもの
か？

○

プロジェクト期間中に達成可能か
（１）BEmOC/MCHサービスを提供している施設が増加す
る。
（２）MNCHN/BEmOCサービスを提供するための政府の
サービス提供者の技術スキルが向上する。
（３）BEmONC/MNCHNサービスを導入しその質を維持する
ための保健省東ビサヤ地域及び州／市保健局の機能が強
化される。
（４）BEmONCサービス提供施設がカバーする地域におい
て、女性の健康チーム（Women’sHeathTeams：WHTs)が
組織化され活動を継続している。
（５）BEmONCサービス提供施設がカバーする地域におい
て、妊産婦とその家族に対する政治的な支援が強化され
る。

1) レイテ州のBEmONC対象施設は、病院2件とRHU18件、Birthing StationとしてBHS格上
げが5件と計画されている。オルモック市については、Health Center5件がBEmONC施設格
上げ予定である。先行プロジェクトの2倍のBEmONC施設数という規模であり、LGUによる
施設改修が遅延なく実施され、調達過程における関係機関（NEDA、LGU、保健省）との調
整が成功裏に実施されれば、達成可能と考えられる。
2) 同上で、上記規模で訓練JICA予算の確保は可能であるが、研修受講者の国内交通費、
保健センターにおける代替要員の配置など地方自治体による負担分が確保できれば、達成
可能と考えられる。但し、訓練を受けた者が職務に戻らないもしくは退職した場合、効果が限
定される（外部条件）
3)対象地域面積が先行プロジェクトの２８倍であるゆえ、コスト効率の良いサービスの質の管
理への工夫が課題となる。
4) 全てのバランガイごとにWHTチームが一つ作られるとすれば、バランガイ数では８倍、
BHS数では６倍、対象地域面積では２８倍の規模となるため、先行プロジェクトと同様の介入
は不可能。従って、BEmONCサービス提供施設がカバーする地域（レイテ州18市町村531
バランガイ、オロモック市全110バランガイ）に限定し、その中から50％のバランガイに絞って
実施することにより、達成可能性を高めた。
5)これら政治的支援を獲得するための活動は、既に機能しているILHZ（7程度）を通じて実施
される予定であるが、特にBEmONCサービス提供施設がカバーする市町村に重点を置いて
効果発現を目指す。プロジェクトによって一定程度の投入が入る市町村では、自治体のコミッ
トメントが引き出しやすいという根拠から、達成可能性は十分ある。

先行プロジェクトの
経費実績による試
算結果、市町村レ
ベルの現地調査収
集情報による分析

○

アウトプット１：
1-1.対象施設の100%がBEmONCサービスを提供している
(Leyte18RHUs;2CHs,Ormoc5DHCs)
1-2~3.BEmONC対象施設の100%がPhilHealthのMCP認証
を受け、定期的に還付金を受けている。

指標1－1は「BEmOC/MCHサービスを提供している施設が増加した」状態を直接測定し、指
標1－2,3はそのサービスが継続するための一条件を測定している。

4.　効率性（EFFICIENCY）　*予測

PDMに示された投入とアウトプットの関連性の上で、プロジェクトの資源が有効活用されるか、投入に見合う成果がでるか、を見ます。

－
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○

アウトプット２：
2-1. 訓練受講対象者の100％が  BEmOC訓練受講
（Leyte 26, Ormoc 5 teams）
2-2. 訓練受講対象者の100％が  BEmONC Midwifery訓
練受講 (Leyte 105, Ormoc 20 助産師 )
2-3. 研修受講対象者の100％が  maternal and neonatal
care研修受講 (Leyte 105, Ormoc 18名 )
2-4. 訓練受講者の80%が技術査定のスコアが
“satisfactory” レベル

指標2-1~2-3までは、活動レベルの指標（プロセス指標）。2-4は訓練受講者の技術レベルを
査定することによって、アウトプット２の達成度をより直接的に測る指標。

○

アウトプット３：
3-1.  年間に ILHZ及び州／市レベルにおいて80％の母体
死亡・新生児死亡の症例検討が実施され , フォローアップ
が実施される
3-2. MNCHNおよびEmONCのモニタリング・指導ツール
がRHU/DHCで入手可能である
3-3. プロジェクト期間中に、プロジェクトの経験が最低10
回地域・全国レベルの会合で共有される。
3- 4. 緊急参加ケアのりファラル現状調査報告が作成され

る

指標3-1~3-4 は、それぞれDOH-CHD, PHO, CHOに期待される複数の機能の活動が実施
されているかどうかを確認するプロセス指標となっている。これら保健行政組織の管理能力
そのものを測る指標ではないため、モニタリング・評価時には適宜定性的な測定で補完する
ことも一案。

○

アウトプット４：
4-1. 東ビサヤ地域においてWHTガイドが出版
4-2. オリエンテーションを受けたWHTのトレーナー数（目
標 t: BEmONC施設カバー地域より36 in Leyte, 10 in
Ormoc)
4-3.対象バランガイ (531 brgys in Leyte; 110 brgys in
Ormoc)のうち、最低50％が優先的にWHTのオリエンテー
ションを受ける
4-4. 上記優先バランガイ  (266 brgys in Leyte, 55 brgys
in Ormoc)の標本調査において、妊婦の80%が自身の出
産計画を持つ
4-5. 上記優先バランガイ  (266 brgys in Leyte, 55 brgys
in Ormoc)の標本調査において、80%のWHTs が活発に
活動している

指標4-1~4-3までは、このアウトプットを得るための活動が実施されているかどうかを確認す
るプロセス指標となっている。
指標4-4~4-5までは、上記の活動の結果、得られるべき成果をより直接測るものであるが、
対象バランガイの数が大きく、標本調査などで収集する必要がある。

○

アウトプット５：
5-1. BEmONCサービス提供施設（RHU/DHC ）の100%
が妊婦カードまたは母子健康手帳を妊婦に配布
5-2. オロモック市全域とレイテ州のBEmONCサービス提
供施設（RHU ）でカバーされた地域100%が母子保健関連
の条例を施行（施設分娩推奨と利用料規定）
5-3. BEmONCサービス提供施設（RHU／DHC ）100%
が利用料を徴収
5-4. オロモック市全域とレイテ州のBEmONCサービス提
供施設（RHU ）でカバーされた地域100%が女性の健康
チーム関連の条例を施行（WHTへのインセンティブ）
5-5. 貧困世帯の80% が州・市・市町村による予算配分に
よりPhilHealthでカバーされている (2009 baseline:
around 70% in Leyte, 41% in Ormoc)
5-6. BEmONCサービス提供施設（RHU／DHC ）100%
が利用料かMCPの還付金をWHTとシェア

5-1、5-2、5-4、5-5については、「政治的な支援」が条例や予算配置などの形となって現れた
状態を測る指標であり、5-3、5-6は条例がきちんと施行されているかどうかを確認する指標
となっている。「妊産婦とその家族に対する政治的な支援」には様々な形が考えられるが、そ
の一部を選択的に指標化したもので、アウトプットの達成状況を判断するために適切な根拠
を提示すると考えられる。
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アウトプットの指標は内容を的
確にとらえているか？－
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アウトプットの指標は測定可
能か？入手可能か？

○
必要な指標を測定しているか、コストがかかって
いないか、モニタリングが可能か

一部、研修後のフォローアップ調査や標本調査を実施する必要がある指標があるものの、そ
れ以外は低コストで入手も容易い指標が多い。

成果に対し、必要な活動が網
羅されているか？

？

・活動項目は、先行プロジェクトの実績を参考にしながら、可能な投入量を調整しつつ調査団
によって提案され、DOH-CHDEV、PHO、CHOカウンターパートと協議の上決定された。
・対象地域の規模が先行プロジェクトと比較して大きいため、特にアウトプット5の成果に対
し、先行プロジェクトでは活発に実施されたバランガイ･レベルでの母子保健推進活動を割愛
する構成となっている。その代替として、ILHZの技術管理委員会・理事会を対象として、地方
自治体に政策支援を直接働きかける活動を主体とした。同じ成果に到達するために種の異
なる活動を提案しているため、現時点で必要な活動が網羅されているかを見極めるのは困
難である。

設定された成果は投入予定の
資源量に見合ったものか？

○
・EmONC体制強化に向けたプロジェクトの介入
内容は？
・対象地域は？

・対象地域の選択や、各アウトプット・コンポーネントの介入スコープは、本詳細計画調査に
先立ち、先行プロジェクトの介入単価の試算を行い、どの程度の対象地域をカバーし得るか
を検討した結果、決定されたものである。
・対象地域及び介入スコープが決定された後、その投入を以ってプロジェクト目標の達成が
可能であるかどうかを、FHSISのベースラインを使用してシュミュレーションで確認した。

予定されている投入を十分に
活用するための、専門家の
TOR、カウンターパートの
TORは明確か？(明確になる
メドはたつか？）

×
専門家のTOR、各プロジェクト関連組織、CPの
TORの確認

・先行プロジェクトでは、長期専門家は2.5名体制（チーフ・アドバイザー、調整員／研修管
理、JICA事務所配置の公衆衛生／プログラム調整）で、プロジェクトサイトに現地雇用のアシ
スタント・マネージャーが常に2～3名配置されていた。短期専門家は主に運営指導、モニタリ
ングや特定調査の支援を行った（5名、計6.5MM）。
・本プロジェクトでは、専門家数や分野は現時点では特定されていない。
・プロジェクトの実施体制は、調整・管理・執行委員会のTORは、MM案に記述されたとおり。
各プロジェクト関連組織（DOH－BIHC、MNCHNTaskForce、DOH-CHD、PHO／CHO）と詳
細計画調査団との間で協議の結果作成されたものである。MM案は、JICA事務所に引き継
がれ、12月上旬にサインされる予定である。

○ 外部条件が満たされる可能性

要請書にあった外部条件、「全ての医療従事者がコミットメントを持っている」は、恐らく、国外
移住などによる転出や勤続を指すと思われるため、表現を変えた。この条件は、先行プロ
ジェクトにおいても阻害要因となっていたため、外部条件として残し、アウトプットからプロ目
レベルへの外部条件に移動した。

△ その他に外部条件はないか？

以下の外部条件を追加した。
新生児サービスのデータがTCLから抽出され特別報告としてまとめられる　>>>新生児ケアにかかるサービス
の現状や問題点を把握する必要がありながら、データが欠如している。プロジェクト内部でもある程度支援が可
能な部分であるが、中央保健省レベルでデータ確保や報告の仕組みが作られる必要性があり、その部分には
介入が限定されるため、外部条件として残した。
リファラル・システムのマニュアルが配布される　>>>現地調査では、リファラルがスムーズに行っていない状況
が示唆される状況が観察され、これはEmONCリファラルにも影響する。マニュアル策定は保健施設の合理化
計画と共に進行中であり、その実施状況をモニタリングする活動が本プロジェクトで支援される予定であるた
め、外部条件に含めることとした。
レイテ州、オロモック市において、PhilHealthのカバー率が維持される　>>>これは、貧困世帯だけでなく、
PhilHealth全体のカバー率である。MCP認証を取得した組織において還付金によるサービス継続が促進される
ことが重要であるため、外部条件として追加した。
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活動からアウトプットに至るま
での外部条件は適切に認識さ
れているか？
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調査項目 調査小項目 調査の視点/調査事項 検討事項・必要なデータ 調査結果 入手方法 備考

投入の規模、質、タイミングは
プロジェクトの戦略を考えた上
で適切に設定されているか？

？
PO案で活動を円滑に実施できるよう、投入の時
期が計画されているか。

・先行プロジェクトの経験を纏めた「TeamingUP」や、終了時評価報告書の内容、及び保健省
側の希望（BEmONC研修の最優先実施）を加味し、まず、詳細計画調査団が、PO案の活動、
実施時期、実施主体、資金拠出先など詳細にいたる項目をまとめた。
・そのPO案を、まずはDOH-CHDとの協議で確認し、さらに、PHO、CHOの主要スタッフ及び
DOH-REPの参加のもと、すべての項目について綿密に確認を取った。
・PO案に記された活動、実施時期、資金出先など項目について、1年目に実施する部分に関
しては、PHO、CHOが策定するAnnualOperationPlan（2010年版）に内容を統合するよう調査
団側が要請し、カウンターパート側の了承を得た。

費用対効果のエビデンスを考
慮しているか？

○
費用対効果のエビデンス（妊産婦死亡減少、新生
児死亡減少）

・2006年Lancet紙の特集"Maternal Survival Series"の学術論文では、これまでの
Evidenceに基づき「一次医療施設による分娩の促進と搬送可能なリファラル病院によるバッ
クアップ」という唯一戦略を訴えており、保健省のMNCHN戦略は、この戦略を具体化したも
のとなっている。
・介入により獲得できるDALYに対しコストの最も低い介入には、「母乳保育促進」や「破傷風
接種」、「コミュニティにおける新生児肺炎の管理」などが挙げられ、CEｍONCやBEｍONC
の医療介入は効果的でありながら安価ではない介入の部類に入るものもある（BMJ
Volume331）。しかしながら、MDGの達成にはコミュニティ・家族レベルでの活動、妊婦検診
や自宅分娩などのアウトリーチの他に、臨床介入を加えたパッケージ実施が不可欠であり、
学術論文の多くは予算が許す範囲内で実施することが望ましいとの見解が記されている。
・2005年Lancet紙の特集"NeonatalSurvivalSeries"の学術論文の一「Evidence-based,
cost-effectiveinterventions:howmanynewbornbabiescanwesave?」では、新生児死亡削
減のための費用対効果が高い介入の中に、出産時のケアと産後ケア（産褥婦・新生児両方）
が90％のカバー率で提供された場合、妊産婦検診の提供と比べて新生児の死亡に対し2～
3倍の効果があるとしている。その反面、出産ケアのランニング・コストは産後ケアのそれと比
較して2倍程度であり、決して安価な代替戦略ではない。

"Neonatal Survival
2: Evidence-
based, cost-
effective
interventions: how
many newborn
babies can we
save?," Lancet
2005; 365: pp.
977-988.
"Achiecing the
millenium
development
goals for health:
Cost effectiveness
analysis of
strategies for
maternal and
neonatal health in
developing
countries," BMJ
volume 331, 12
Novermber 2005,
pp. 1107-1110.

過去・現在受けた他開発パー
トナーの支援の内容

△ UNICEF, PRISM-II,GTZ, UNFPAの支援内容

以下のとおり、UNJOINTPROGRAMとは対象州のデマケを行うこと、USAIDでは同じ対象地
域において補完的な連携を念頭に情報交換を継続する方向を確認したため、支援内容の重
複はない。
・UNICEF/UNFPA/WHOは、UNJOINTPROGRAMの中で、北サマール州およびサマール州
に支援してきており、母子保健分野の支援も含まれている。今後2年間は同様の支援を同地
域で継続する予定。
・GTZは、南レイテ州及びビリラン州において、保健システム強化のための支援を実施してき
たが、2009年12月で引き上げの予定。
・USAIDは、東ビサヤ地域の一部でPRISM-I（民間セクターの家族計画・母子保健サービス提
供）への支援を展開してきており、今後も対象地域を拡大した形でPRISM-IIへの支援を展開
する予定。今後は、PRISM-IIに加え、HealthGov、HealthPROの活動も東ビサヤ地域に展開
を予定している。今回の詳細計画調査では、合同調査を2回と連携内容の協議の機会を1回
持ち、こちら側の支援内容を共有し、連携の可能性について協議した。

既存の地方政府による母子保
健プログラムの内容

○
既存の母子保健プログラムの活動や努力と重複
がないか？

・本プロジェクトは、外部から異なるプログラムや活動を持ち込むのではなく、比国の新
MNCHN政策の実施を側面支援するものであるため、重複はない。
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調査項目 調査小項目 調査の視点/調査事項 検討事項・必要なデータ 調査結果 入手方法 備考

過去の支援で得られた成果
は、本プロジェクトにどれだけ
活用される予定か？

○
母子保健プロジェクトで創出されたリソースは？
その中で活用可能・活用が望ましいものはある
か？

・CMMNCのTOTが全国的に実施されたため、DOH-CHDEVやPHOにリソースパーソンが存
在しており、CMMNCのモジュールを使用して訓練を実施するのであれば、有効活用が可能。
・先行プロジェクトにおけるビリラン州の経験は、東ビサヤ地域で既知の例となっており、現在
までにも多くの関係者の訪問がある。本プロジェクトにおいても、その経験がビリラン州の負
担にならないような形で共有されるよう、活動項目が立ててある。

他のプロジェクトの教訓は生
かされているか？

△
母子保健プロジェクトの教訓は？
他開発パートナーの援助の教訓は？

調査項目 調査小項目 調査の視点/調査事項 検討事項・必要なデータ 調査結果 入手方法 備考

上位目標はプロジェクト終了
後3-5年に達成されるようなレ
ベルに設定されているか？

○
目標値はベースライン・データに照らし合わせて
妥当か、事後の評価で効果が検証できるか

目標値は、以下のように設定された。
1. 東ビサヤ地域の妊産婦死亡比が  2008年から2018年までの間に年間2.9以上のペースで減少する
(ベースラインは2008 NDHS報告で入手の可能性有）
2. 東ビサヤ地域の新生児／乳児死亡率が2008年から2018年までの間に年間0.63/1.05 以上のペースで
減少する  (ベースラインは2008 NDHS報告で入手の可能性有）
3. レイテ州及びオロモック市の妊産婦死亡数が、2008年から評価時点までに減少傾向に転じる  (2008年
ベースライン : Leyte 17, Ormoc 11)
4. レイテ州及びオロモック市の新生児死亡数が、2008年から評価時点までに減少傾向に転じる  (2008
baseline: Leyte 79, Ormoc 18)
5. レイテ州及びオロモック市の施設分娩の割合が、評価時点までに80% に増加する (国家政策で設定され

た目標値 )
1. の妊産婦死亡比は、地域レベルで計算されることは稀であるため、入手は困難であろうこ
とが予想されるが、MDG達成のための支援であるため、上位の目標に残した。必要に応じて
スーパーゴールに持ってくるという判断も可能であるし、データ入手が出来る場合、目標値で
記載のある減少ペースは、1990~2006年の期間の実績値データから保健省が算出した値で
あり、3‐5年後に検証できる指標でもある(この点は、2.についても同様：減少ペースの実績値
データは1988~2008年）。
3、4.の指標は、施設分娩の普及や新生児死亡統計の改善により、一時的に増加する可能
性が高いが、事後評価時点では、効果の検証が可能であろうと考えられる。
5．は、プロジェクト終了時に使用する指標と同じものを目標値を上げて提示したものであり、
効果の検証は十分可能。

上位目標の指標は目標の内
容を的確にとらえているか？

○ 上位目標の指標の的確性
・「妊産婦死亡と新生児死亡を減少させる」目的に対し、死亡比・死亡率、死亡数で測定して
いるため、的確と言える。

上位目標の指標は測定可能
か？

○
必要な指標を測定しているか、コストがかかって
いないか、モニタリングが可能か

1. の妊産婦死亡比は、地域レベルで計算されることは稀であるため、入手は困難であろうこ
とが予想される。2. は、NDHSやFamilyPlanningSurveyより入手可能。
3~5の指標は、FHSISの業務統計や、FamilyPlanningSurvey等より入手可能。

上位目標はプロジェクトの効
果として発現が見込まれる
か？

○
上位目標はプロジェクトを実施したことによる直接
的な効果として達成されるものか（ロジックの確
認）

世界的にも熟練助産者による介助率や施設分娩の割合と妊産婦死亡比・新生児死亡率が
連動することが知られており、プロジェクト介入の直接的な成果が妊産婦死亡比・新生児死
亡率の低下に繋がるロジックは正当なものと考えられる。

WHO報告2005年

上位目標と開発課題の関連
性･理論は明確か？

○
フィリピンのセクター開発課題と上位目標の関連
性

MDG達成に直結しているため、明確と言える。

5.　インパクト　（IMPACT）　*予測

プロジェクトの実施によって、より長期的、間接的な効果や、波及効果の可能性を見ます。

上
位
目
標

過
去
の
投
入
・
教
訓
を
有
効

利
用
し
て
い
る
か

－
98－



添付資料13：　東ビサヤ地域母子保健プロジェクト詳細計画策定調査　評価グリッド　　　13 ページ

調査項目 調査小項目 調査の視点/調査事項 検討事項・必要なデータ 調査結果 入手方法 備考

上位目標に至るまでの外部条
件は満たされる可能性が高い
か？

○ 外部条件が満たされる可能性

要請書のＰＤＭにあった外部条件について、以下のとおり対応した。
1) 危険な・・・に関して：フィリピンでは、毎年310万件余りの妊娠がある中で、その15％は人
工妊娠中絶に繋がり、31％は望まれない妊娠であるといわれる（2006, Guttmacher
Institute）。つまり、半数に近い143万件は人工妊娠中絶に繋がる望まれない妊娠であること
になる。さらに、東ビサヤ地域はビコール地域と並んで望まれる子ども数と実際の子ども数
の差が全国で一番大きい地域である。実際の人工妊娠中絶率は全国平均より低いものの、
プロ目から上位目標のレベルでの阻害要因に十分なり得るなるため、移してモニタリングす
る必要がある。
2) 国家・地域政策・・・に関して：前回のプロジェクトでの経験から、また大統領選挙が近く現
時点ではアキノ候補が優勢ということもあり、政策の変更はあり得る状況であるため、外部条
件に残してモニタリングをする必要がある。
3) 母子の安全・健康・・・に関して：現在の政権は、レイテ州・オロモック独立市両方において
協力的であり、今年の選挙で再選される可能性が大きいものの、市町村レベルの協力見通
しが推測できないため、外部条件に残してモニタリングをする必要がある。
4) 家族計画のカバー率・・・に関して：東ビサヤ地域では、州・独立市レベルでの条例が家族
計画の実施を限定する内容のものが多く、伝統的なメソッドの割合が高い地域である。家族
計画実施率（特にモダンメソッド）を上げるための支援をUSAIDのプログラムが同地域で実施
する予定ではあるものの、(1)で述べた現況も加味し、外部条件に残してモニタリングをする
必要がある。
5) 新生児へのサービス・・・に関しては、阻害要因というよりはプロジェクトの成果を測るため
の手段であると共に、プロジェクト戦略の見直しが必要である場合の重要な情報源であるた
め、プロジェクト内部の活動とすることが望ましい。

？
プロジェクト目標達成後、上位目標が達成される
ために必要な外部条件がすべて認識されている
か

・上記以外に、以下の上位目標の達成に必要である要素を外部条件に追加した。
(1) CEmONCサービス強化。（本プロジェクトの支援対象とはならなかったため）
(2) 保健施設までのアクセス（道路等）
(3) 妊婦の栄養状況

直接的・間接的に裨益をうけ
る集団はどのくらいの規模
か？

○
・各地域の人口
・各地域の出産推定数

[直接的な裨益を受ける集団]
保健行政従事者：DOH-CHD、PHO、CHOスタッフ　医療従事者：アウトプット指標参照
レイテ州妊産婦（出産推定数3.5%）：46,817　　　新生児（出生数）：32,111
レイテ州妊産婦（18の自治体のみ）：19,012　　　新生児（出生数）：13,027[42%]
オルモック市妊産婦（出産推定数3.5%）：6,335　　　新生児（出生数）：4,862
[間接的な裨益を受ける集団]
レイテ州全人口：1,337,616(うち18自治体のみ：555,537[42%])
オルモック市全人口：180,989

直接的・間接的な技術移転対
象者の数はどの程度か

△
・BEmONC指定を受けた施設数、SHPの数等
・直接的な技術移転対象者の数

・BEmONC指定を受けた施設数は、45RHUのうち18施設（カバーする人口は全州の41%）
・BEmOC訓練受講対象（Leyte26,Ormoc5teams=93名）、LSS訓練受講(Leyte105,Ormoc
20助産師=125名)、CMMNC研修受講(Leyte105,Ormoc18名=123名)
全体で、93+125+123=341名
・地域全体のSkilledHealthProfessionals【医師（LeyteFSS44、Ormoc:8）、看護師
（LeyteFSS59,Ormoc8）、助産師（Leyte282、Ormoc24）】は425名。全体の80％が訓練を
受けることになる。
・参考までに、BHWは（Leyte4,785,　Ormoc254名）、TBAは（Leyte783、Ormoc87名、BNS
（Leyte?、Ormoc90名）。

　

因
果
関
係
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調査項目 調査小項目 調査の視点/調査事項 検討事項・必要なデータ 調査結果 入手方法 備考

政策へ何らかの影響を及ぼし
うるか？

△

政策策定に有用なレッスンがプロジェクト実施を
通じて得られるか？そのポイントは何か？
政策策定に影響を与える組織との接点が活動・実
施体制に組み込まれているか？

・本プロジェクト実施に際し得られる有用なレッスンとして以下の点に可能性があろう。
１）施設分娩率向上に有効な要素は何か？（WHTは本当に有効か）
２）ILHZ経由のアドボカシーはどの程度の効果を生むか？（バランガイにおける活動への直
接介入を限定したことによるプロジェクトの成果への影響）
３）ビリランの経験はどの程度他の東ビサヤ地域（アクセスの悪い地域）に適用可能か？
４）MCPの還付金や利用料の徴収は、BEmONCサービスの提供のための財政的な自立発展
性を高められるか？
・得られたレッスンがある場合、CHDEVやPHO/CHOによって、他州、他地域に発表されるよ
うに活動項目が立ててある他、JCCが中央保健省レベルで開催される予定となっている。

負のインパクトはないか？ ？

・個人開業している助産師、Hilotへの影響はどの
ようなものか？
・母体死亡, 新生児死亡が報告されないリスクは
あるか？
・その他？

・本プロジェクトでは、Hilotに対し、出産の介助は禁止する方向で行くが、WHTへの参加を通
じたインセンティブ受領の機会が与えられる予定であり、経済的損失やコミュニティにおける
役割の損失などに配慮がされている。
・都市部では、民間の病院・クリニックや個人開業助産師、RHUやBHS付の助産師、Hilotなど
が出産介助サービスを提供している。公的セクターで利用料が設定されていない市町村で
は、RHU/BHS付の助産師も個人的にサービス利用料を受け取っている例がある。

ジェンダーや貧富などの社会
経済的格差に配慮はある
か？

？
・施設分娩にかかる費用はいくらか？
・全ての世帯で準備できる額か？

・現地調査で訪れた施設では、公的セクターにおける施設分娩（通常分娩）の費用は、無料、
消耗品のみから2500ペソまで様々であった。自宅から遠い場所での出産にはこれ以外に、
交通費や食費など機会費用が必要となる。
・PhilHealthでカバーされている貧困世帯では、MCP認証をとっている施設での出産は無料と
なり、また、DSW事務所にて支払い能力がないと判断されれば、医療費の支払いは免除され
る。さらに、自治体の首長に嘆願して、医療費の肩代わりをしてもらうというオプションもある
ため、貧困層に対する配慮はある程度確保されている。

貧困層による医療施設利用パ
ターンに配慮はあるか？

△

・社会経済層間で医療施設利用パターンに違い
があるか？
・貧困層のPhilHealth加入割合は？
・医療保険の利用率は？

・最貧層（第1、第2分位層）の自宅分娩の割合は89％、74.3％と高く、Hilotによる出産介助も
68.9％、45.4％と高い傾向がある（全国平均：NDHS2003）。従って、自宅から施設へと分娩場
所を移すための介入は、貧困層に経済的な負担がかかることとなるため、アウトプット5の活
動の実施が重要となる。
・貧困層のPhilHealth化の加入割合は、レイテ州で約70％、オルモック市で41％程度となって
いる。選挙の前後で大きく変動する傾向がある。
・医療保険の利用率については、調査が出来なかった。

対象地域・ターゲットグループ
（東ビサヤ地域CHD）以外へ
の波及効果はあるか？

△
対象外の州/市、研修対象外のサービス従事者、
妊婦・母親に効果を波及させるシナリオはある
か？

・アウトプット3では、保健省地域事務所の新MNCHN政策実施能力を側面支援する予定と
なっており、具体的には開発予定のWHTガイドやWHTトレーニングモジュールは、地域の他
州・他市に適用可能である。
・本プロジェクトによって得られたレッスンがある場合、CHD EVやPHO/CHOによって、他
州、他地域に発表されるように活動項目が立ててある。保健省には、MNCHN政策実施のた
めに、施設・機材・訓練費用にイヤーマークされた予算枠があり、対象外の州・市に効果が波
及する仕組みとリソースはある程度確保されている。

波
及
効
果
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調査項目 調査小項目 調査の視点/調査事項 検討事項・必要なデータ 調査結果 入手方法 備考

調査項目 調査小項目 調査の視点/調査事項 検討事項・必要なデータ 調査結果 入手方法 備考

フィリピンの母子保健対策に
関する政策はプロジェクト終了
後も継続実施されるか？

？
中央、地域、LGUのレベルで継続実施にかかる
意思があるか？

・ 現地調査期間中、中央保健省、地域保健省、レイテ州保健局、オロモック市保健局の各レ
ベルにおいて、妊産婦死亡、新生児・乳幼児死亡削減に向けた多くのイニシアチブや独自の
活動が既に実施に移されていることが観察された。このことから、実施機関やカウンターパー
トの意欲は高いものと考えられる。2010年5月に統一選挙を控えてはいるが、家族計画を含
む母子保健政策にはさほど影響しないと考えられる。
・ 但し、現地調査で訪問したRHUでの聞き取りから、municipalityには、意欲の高低に差が
あると見られた。
・何れにしてもアウトプット５の戦略的実施が肝要となる。

協力終了後も、効果を上げて
いくための活動を実施する組
織能力はあるか？

？ 条例や予算配置が実施された場合の継続可能性

・ RHUでの聞き取りから、分娩サービスを提供しているRHUでは利用料の規定が既にある所
もあったが、その利用料のRHUのスタッフへの分配には消極的なmunicipalityも散見された。
また、出産サービス提供に向けてRHUやBHSを整備している背景には、同サービスが
municipalityの所得創出の一として位置づけられていることがあり、アウトプット5の戦略的実
施が肝要となろう。

経常経費を含む予算の確保
は行なわれているか、フィリピ
ン国側の予算措置は十分に
講じられるか？

？
・CEmONC、BEmONCサービス提供体制の維持
や非対象地域に波及するための活動予算の見通
し

・病院の改修・拡張費用について、DOHによる予算がレイテ州で使われ始めていた。EUの
Grantは、EmONC提供体制整備にむけた支援を優先的に行うとの合意がある（世銀談）。保
健省東ビサヤ地域局長は、CEmONC提供体制整備に関しては、こうした政府側の予算を
使って整備するとの見解を示した（局長談）。
・今回、JICA支援を期待していたものの非対象地域となったサマール州については、ドナー
の目処が今のところ立っていない。

将来当該運営体制を維持する
予算が増える可能性はどの程
度あるか？

○
　・LGUによる予算配置（経常、User Fee等）見通
し
　・PhilHealth-MCP/NCPの還付金獲得可能性

・レイテ、北サマール、サマール州政府の保健予算配分率は問題ないものの、施設・機材の
維持管理や医薬品購入に充てる予算項目（Maintenance and Other Operating Expenses:
MOOE）の割合が総じて低い。
・Municipalityレベルの財政については未調査であるが、レイテ州やオルモック市で訪問した
RHUにおいて、分娩ケアや妊婦健診に必要な医薬品・必要物資のストック状況は悪く、避妊
具はもとより、母子手帳（Mother and Child Book）やその簡易版（Home-Based Mother’s
Record, or Pink Card）がストックされているRHUはごく僅かであった。ストックアウトの医薬
品を民間から購入する際の負担は利用者側にかかる。アウトプット5の戦略的実施が肝要と
なろう。
・先行プロジェクトで明らかとなった、MCPなどの還付金がRHUで入手できていない問題につ
いて、本プロジェクトでは、DOH-CHDEVや、PHO、CHOがPhilHealthと協力してMCP認証施
設を技術的にサポートすることを盛り込んだ。

6.　自立発展性（SUSTAINABILITY）　*予測

制
度
面

政
策
面

財
務
面

援助が終了したあとも、プロジェクトで発現した効果が持続し得るかどうか、または、プロジェクトで移転された技術
を被援助国側が、自力で継続的に効果的な事業に適用できるか、を見ます。
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CP機関は協力終了後も、効
果を上げていくための活動を
実施する運営管理体制はある
か？

？

・DOH-CHD EVの組織体制（人材配置、新政策
実施のための具体計画）
・DOH-CHD EVとLGUとの関係現状
・LGUによる保健組織運営の現状

・DOH-CHD　EVの組織図は、別添のとおり。ChiefofLocalHealthSupportDivisionDr.
Sydiongoのもとに7つのクラスターがあり、うちFamilyClusterの下にEPI、Nutrition、WHSM
（Dr.Sabulao）など母子保健/家族計画関係の事務官が居る。FamilyClusterは、医師、看護
師等技官7名で構成されており、保健省の政策にかかるオリエンテーションや、FHSIS報告作
成のための技術支援、各プログラム分野の技術支援、複数の研修（WHT－TOT、CMMNC、
MDR/NDR）等を実施している。Paloにある事務所外のサイトに、同じ保健省職員である
DOH-REPが派遣されており、オルモック市・レイテ州保健局やRHUに駐在しており、彼らの人
数、配置、TORについては、調査が必要である。
・F-1重点サイトの時とは異なり、新MNCHN政策実施の予算は地域事務所にまず分配され、
そこから州・独立市へ支出されるため、同政策実施においてより大きな役割を期待されてい
る。
・DOH-CHDEVとレイテ州、オロモック市保健局の関係は良好に見受けられた。
・レイテPHO、オロモックCHO共に、数少ないスタッフで運営しており、プログラム兼任が多
い。レイテPHOのWHSM/FP担当者は、数ヶ月前にニュージーランドに引越し、後任が指名さ
れないままとなっている。従って、EPI担当者（看護師）がWHSM/FP/EPIを兼任しており、
DietitianのNutrition担当とアシスタントを合わせて3名の技官が母子保健関連プログラムを管
理している（EPI担当者は年に最低1回は予防接種のデリバリーでRHUを訪問する機会があ
るものの、モニタリングではめったに出られない）。各プログラム実施やILHZとのコミュニケー
ションには、DistrictHospitalsに勤務しているDistrictNurseSupervisorsと連携している。オロ
モック市では、CHOのあるメインセンターと6つのDHCを管理しており、どれも至近距離にある
ため訪問は容易に出来る状態である。

プロジェクトを開始する前から
実施機関のプロジェクトに対
するオーナーシップは十分に
確保されているか？

？
・CHD-VIIIは自らの役割をどのように見ているか
・LGUのオーナシップ促進、維持のための戦略は
あるか

・CHDEVは、新MNCHN政策実施のための予算執行の役割を受けたこともあり、政策の実施
に意欲的であるものの、実質的に活動を実施する際には、医療従事者の人材が必要であ
る。

プロジェクトで用いられる技術
移転の手法は受容されるか？

・新母子保健政策の対象地域での受容度合い
（CEmONC、EmONC施設配置に伴う合理化、
Hilotによる出産介助禁止、自宅分娩禁止）

プロジェクトで導入予定の資
機材の維持管理計画は妥当
か？

×
・MOPとの齟齬はないか？
・資機材盗難の可能性、防止策の有効度合い

実施機関がサービスの質や
普及を維持できる可能性はど
の程度あるのか？

○
・技術普及のメカニズムはあるか？
・サービスの質の維持の可能性と質低下にかかる
対策はあるか？

・本プロジェクトによって得られたレッスンがある場合、CHDEVやPHO/CHOによって、他州、
他地域に発表されるように活動項目が立ててある。保健省には、MNCHN政策実施のため
に、施設・機材・訓練費用にイヤーマークされた予算枠があり、対象外の州・市に効果が波及
する仕組みとリソースはある程度確保されている。
アウトプット3では、保健省地域事務所の新MNCHN政策の実施能力を側面支援する予定と
なっており、具体的にはWHTガイドやWHTトレーニングモジュールの開発や、妊産婦死亡・新
生児死亡の症例レビュー、サービス提供状況のモニタリング、訓練の成果の確認などを通じ
て、サービスの質の維持を担保する計画となっている。

社
会

文
化

環
境
面

女性、貧困層（移民も含む）、
社会的弱者への配慮不足に
より持続的効果を妨げる可能
性はないか？

？

・女性、貧困者、アクセスの悪い地域への配慮が
あるか？
・Indigent世帯のPhilHealthカバー率は高い水準
で維持されるか？

・貧困世帯、アクセスの悪い地域への配慮については、アウトプット5の活動を通じて、地方自
治体の政策的支援を引き出す戦略となっている。詳細計画の時点では、救急車の供与は予
定されていない。
・本プロジェクトでは、まずはBEmONC候補施設の保健区から介入を始める予定となってい
る。プロジェクト実施中にアクセスの悪い地域における施設分娩が伸び悩んだ際には、その
計画を見直す必要性がある。
・Indigent世帯のPhilHealthカバー率は、レイテ州で70％程度、オロモック市で47％（2008年
実績）となっている。地方選挙の実施される年に急増し、選挙の翌年に減少する傾向がある
ため、2009年には高い水準で維持されると考えられるが、その後はアウトプット5の活動を通
じて自治体による支援を確保する必要性がある。

技
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面
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Source: “Northern Leyte Women’s Health and Safe Motherhood Facility Network: Investment 
Requirements,” Leyte Provincial Health Office, April 2, 2009; “Women’s Health and Safe 
Motherhood Facility Network: Investment Requirements,” Ormoc City, 2009 

List of the proposed BEmONC facilities 
 
[Leyte Province] 
 
A) BEmONC Rural Health Units (x18) 
B) BEmONC Hospitals (x2) 
 

1. Mabahinhil ILHZ 1-1. Bato RHU 
1-2. Hindang RHU 

2. Mainbay ILHZ 
 

2-1. Mahaplag RHU 
2-2. Inopacan RHU 

3. Kammao ILHZ 
 

3-1. Kananga Community Hospital  
3-2. Albuera RHU 
3-3. Merida RHU 

4. Leyte Gulf ILHZ 
 

4-1. Tanauan RHU 
4-2. Tolosa RHU 
4-3. Dulag RHU 

5. Golden Harvest ILHZ 5-1. Pastrana RHU 
5-2. Alangalang RHU 

6. Goodwill ILHZ 6-1. Jaro RHU 
6-2. San Migue RHU l 

7. Calesan ILHZ 7-1. Leyte-Leyte RHU 

8. Leyte Plains ILHZ 8-1. Tabon-Tabon RHU 

9. Leyte West Coast ILHZ 9-1. Tabango Community Hospital 
9-2. Isabel RHU 

10. Maharlika ILHZ 10-1. Javier RHU 
10-2. Macarthur RHU 

 
 
[Ormoc City] 

 
C) BEmONC District Health Centers (x5) 

 

1)  San Pablo District Health Center 
2)  Linao District Health Center 
3)  Valencia District Health Center 
4)  Curva District Health Center 
5)  Ipil District Health Center 
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